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1.  はじめに 

 

1.1  背景と目的 

わが国の高レベル放射性廃棄物の地層処分計画を円滑に進めていくためには、地層処分の技術

的信頼性をさらに高め、国民の理解と信頼を得ていくと同時に、処分事業や安全規制の基盤とな

る技術を整備・強化していくための研究開発を着実に行っていく必要がある。地層処分の研究開

発に関しては、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（平成 27 年 5 月閣議決定）」に

基づき、原子力委員会の下に設置された放射性廃棄物専門部会においても、関係行政機関などの

間の研究開発に係る一層の連携強化、事業実施主体（原子力発電環境整備機構：以下、「NUMO」

という）の一層のリーダーシップの発揮、過去の知識の整理・伝承、将来活躍できる人材の継続

的な確保・育成が提言されている（原子力委員会放射性廃棄物専門部会, 2016）。 

また、平成 29 年 7 月には、経済産業省より、地層処分の仕組みや地域の科学的特性について

の国民への理解促進を目的として、地層処分を行う場所を選ぶ際にどのような科学的特性を考慮

する必要があるのか、それらは日本全国にどのように分布しているか、といったことを分かりや

すく示した「科学的特性マップ」が公開された。地層処分に関する研究開発の推進と体制強化に

ついては、第 6 回最終処分関係閣僚会議においても、科学的特性マップ提示後の取り組みとして

提示されている（経済産業省, 2017）。以上の背景を踏まえ、所管官庁、実施主体、関連研究機関、

廃棄物発生者により構成された「地層処分研究開発調整会議」において、地層処分の技術的信頼

性向上のため更なる研究開発が必要と考えられる課題が議論され、「地層処分研究開発に関する

全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（以下、「全体計画」という）として整理された（地層

処分研究開発調整会議, 2018）。 

地層処分事業の遂行には、地質環境調査・評価技術、工学・設計技術、処分場閉鎖後の長期安

全性を確認するための安全評価技術といった多岐の分野における個々の技術を全体として統合す

ることが必要となる。このうち地質環境調査・評価技術に関しては、火山・火成活動、非火山性

深部流体の移動・流入、地震・断層活動、隆起・侵食といった自然現象について、数万年を超え

るような長期にわたる影響を調査・評価することが地層処分に適した地質環境の選定のために求

められる。本事業では、これらの自然現象の影響の把握及びモデル化に係る課題として全体計画

に整理された項目（表 1.1-1）の解決に向けた研究開発に取り組む。ただし、「長期的な自然現象

の発生可能性及び地質環境の状態変遷の評価技術の整備」については、本事業では取り扱わない。 

全体計画は、地層処分技術に関して近年議論された国の関係する審議会において抽出された課

題についても考慮されている（地層処分技術 WG, 2014；沿岸海底下などにおける地層処分の技

術的課題に関する研究会, 2016）。また、NUMO は平成 30 年 11 月に、実施主体としてどのよう

に地層処分サイトの調査を進め、安全な処分場の設計・建設・操業・閉鎖を行い、閉鎖後の長期

間にわたる安全性を確保しようとしているのかについて、これまでに蓄積された科学的知見や技

術を統合して包括的に説明するための技術報告書「包括的技術報告書」のレビュー版を公開した

（原子力発電環境整備機構, 2018）。全体計画には、この包括的技術報告書の作成の過程で明らか

となった課題も反映されている。本事業においても、以上の国の審議会報告書や包括的技術報告

書で提示された自然現象の影響に関する調査・評価技術に関する課題を踏まえて実施計画を策定

し、研究開発を実施していく。 

火山・火成活動、深部流体、地震・断層活動及び隆起・侵食の各自然現象は、地質学、地形学、

地震学、測地学、地球化学、地球年代学といった様々な学術分野と密接に関わっており、調査・

評価技術の高度化にあたっては、これらの分野横断的な取り組みが重要である。本事業では、各

学術分野における最新の研究を俯瞰したうえで、個別分野の技術の高度化に加え、複数分野の技
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術の適切な組み合わせを検証するための事例研究についても取り組んでいく。そのためには、地

層処分の仕組みやサイト選定、安全評価に係る知見・技術の豊富な複数の研究機関が連携し、そ

れぞれが有する知見・技術を相互に補完しながら事業を進めていくことが有効である。そこで本

事業は、地層処分や原子力関係施設の評価などを背景とした研究開発に多くの実績を有する日本

原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）と電力中央研究所（以下、「電中研」という）

が共同で実施し、各機関が有している知見・技術を相互補完的に利用することで、地層処分シス

テムへの自然現象の影響の観点に対して効果的な成果の創出を目指す。 

 

 

表 1.1-1 全体計画に示された自然現象の影響に関する研究開発項目 

 

 

 

1.2  平成 30 年度における本事業の概要 

本事業では、火山・火成活動、深部流体、地震・断層活動及び隆起・侵食の各自然現象の影響

に関する調査・評価技術として全体計画で提示された各項目（表 1.1-1）について、各学術分野

における最新の知見を取り入れながら高度化開発を進めていく。 

 

1.2.1  火山・火成活動に関する調査・評価技術 

全体計画では、「将来の火山・火成活動の発生に係る評価技術の高度化」、「マグマの影響範囲を

把握するための技術の高度化」及び「沿岸部海域におけるマグマの有無を確認するための技術の

高度化」が研究開発項目として挙げられている（表 1.1-1）。 

わが国では火山フロント（火山の分布する最も海溝に近い縁）を境に火成活動が全く異なり、

特に、火山フロントより海溝側で火成活動が認められないという事実が広く認識されている（核

燃料サイクル開発機構, 1999）。一方、全体計画では、火山フロントの背弧側も含めて、将来の新

たな火山・火成活動の発生に係る予測の信頼性の向上や、マグマの影響範囲の把握に係る調査・

評価技術の高度化に向けて調査・評価事例の蓄積などを通じた検討を行うことが提示されている。 

将来の新たな火山・火成活動の発生に係る予測の信頼性向上については、これまでにマグマな

どの流体の有無や分布を確認するための地下構造の調査技術として、地磁気・地電流観測や地震

波トモグラフィなどを用いた地球物理学的手法（Asamori et al., 2010；Ogawa et al., 2014；

Asamori and Zhao, 2015）や、ヘリウム同位体比などを用いた地球化学的手法（Umeda et al., 

2007, 2012）などに係る研究開発が進められ、地殻の領域においては、第四紀火山が存在しない

地域を含め、マグマなどの部分溶融域の存在を示すための研究開発事例が蓄積されている。本事

火山・火成活動の発生及び影響の調査・
評価技術の高度化

・将来の火山・火成活動の発生に係る評価技術の高度化
・マグマの影響範囲を把握するための技術の高度化
・沿岸部海域におけるマグマの有無を確認するための技術の高度化

深部流体の移動・流入に係る現象理解
及び影響の評価技術の整備

・深部流体の形成・移動に係る調査・評価技術の整備
・沿岸部海域における深部流体の有無などを確認するための技術の整備

地震・断層活動の活動性及び影響の
調査・評価技術の高度化

・地表地形から特定が困難な活断層を検出し活動性を把握するための技術の高度化
・上載地層がない場合の断層の活動性や地質断層の再活動性を把握するための技術の高度化
・地震及び断層活動による水理学的・力学的影響を把握するための技術の高度化
・陸域から海域にかけて活断層の分布を連続的に確認するための技術の高度化

地形・地質学的情報に基づく隆起・侵食の
調査・評価技術の高度化

・地形学的手法や年代測定などを用いた過去百万～数十万年前以前からの隆起・侵食を把握するため
　の技術の拡充
・沿岸部の隆起・侵食を把握するための技術の高度化

長期的な自然現象の発生可能性及び
地質環境の状態変遷の評価技術の整備

・自然現象に係る長期的なシナリオ設定と地質環境の状態変遷に係る影響評価のための手法の整備
・長期にわたる自然現象の発生可能性及びその不確実性を評価するための技術の高度化



 

3 

 

業では、調査・評価の対象をマントル・ウェッジまで拡充し、地殻‐マントル内の流体分布や移

動経路を推定することで、将来の新たな火山の発生に係るモデルや評価の信頼性を向上させるた

めの知見の蓄積を目指す。平成 30 年度は、将来の火山活動に関与すると考えられる流体の分布

を把握するための地震波トモグラフィ解析を行うために必要となる、マントル内を伝播する近地

地震波などの地震データの収集・拡充を進めた。 

マグマの影響範囲を把握するための技術については、第四紀火山の活動特性や形成発達史など

を把握するための地質学的手法に加え、前述の地球物理学的手法や地球化学的手法が整備されて

いる。ただし、特にマグマの活動範囲が大きくなる場合（例えば、火山群の中心から離れた位置

で単成火山活動が生じる場合など）の調査・評価事例は限定的である。本事業では、そのような

現状を踏まえ、火山中心から離れた個別火山体の地下構造などによるマグマ活動の範囲に関する

検討事例を提示することを目標とする。平成 30 年度は、マグマ活動の範囲に対する知見の提示

に向けて、地震波速度モデルなどのマグマの分布に係る既存の地下深部構造情報と、個別火山体

分布との関連性を検討した。 

なお、沿岸部海域におけるマグマの有無を確認するための技術については、別の技術開発事業

である「高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（沿岸部処分システム高度化

開発）」により、地震波トモグラフィ解析などによる技術の高度化が進められているところであり

（産業技術総合研究所など, 2017；2018）、本事業では取り扱わない。 

 

1.2.2  深部流体に関する調査・評価技術 

地下深部からの流入の可能性が想定される非火山性の深部流体（非天水起源の流体：産業技術

総合研究所深部地質環境研究センター, 2007）については、調査・評価事例の蓄積を通じてその

形成や移動に係る現象の理解を深め、流入の可能性や影響の評価に必要な技術基盤の整備を図る

必要があることが、全体計画においても提示されている。深部流体の主な種類としては、いわゆ

る有馬型温泉水（松葉谷ほか, 1974）で代表されるスラブ脱水起源など深部から上昇している流

体（風早ほか, 2014）及び化石海水・油田鹹水と呼ばれている流動せずに地層中に長期的に停滞

している水（長期停滞水）が挙げられている（産業技術総合研究所深部地質環境研究センター, 

2007）。深部流体には、有馬型温泉水のように、高温、高塩濃度、低 pH で多量の二酸化炭素を含

む流体があるため、深部流体の流入による地層処分システムへの熱的影響及び化学的影響を把握

することが重要である。また、そもそも深部流体の地下深部の賦存域の形成や地表付近への流入

に関与する要因の他、流入する流体の性状に係る知見についても現状では限定的であり、それら

の知見の蓄積も望まれる。そこで本事業では、非火山性の熱水活動の痕跡が残る地域や有馬型温

泉水、油田鹹水の湧出域などにおける事例研究などを通じて、深部流体に関連する地質学的、地

球物理学的、地球化学的特徴などの知見を蓄積し、その評価に係る技術基盤の整備を図る。具体

的には、1）深部流体の化学的特徴に係る知見の蓄積のための、地下水を対象とした地球化学的ア

プローチ、2）深部流体の熱的特徴に係る知見の蓄積のための、熱水変質鉱物脈などを対象とした

熱年代学的アプローチ、3）深部流体の移行経路を検討するための地球物理学的アプローチに着目

した研究開発を実施する。 

平成 30 年度は、1）については、深部流体などの地下深部に存在する地下水の起源や分類に関

わる文献収集に基づく知見の整理及び有馬型温泉水や油田鹹水といった地下水に対する調査・評

価手法の適用性の確認のための採水、化学・同位体分析及び室内試験を進めた。2）については、

流体包有物分析などによる地質・地化温度計及びフィッション・トラック（FT）法や (U-Th)/He

法熱年代計を用いて、熱水の温度、滞留時間、活動時期、熱影響の範囲などについて検討するた

め、非火山性の熱水活動の痕跡が残る地域を事例対象とした試料採取・鉱物分離を行った。3）に
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ついては、流体の通路となり得るクラックの性状に敏感な地震波速度異方性（S 波偏向異方性）

に着目し、地震波形を用いた解析から推定される地震波速度異方性の空間的な分布について検討

した。 

なお、沿岸部海域を対象とした深部流体の有無などを把握するための調査・評価技術の整備に

ついては、「沿岸部処分システム高度化開発」において検討が進められているところであり（産業

技術総合研究所など, 2017；2018）、本事業では取り扱わない。 

 

1.2.3  地震・断層活動に関する調査・評価技術 

全体計画では、「地表地形から特定が困難な活断層を検出し活動性を把握するための技術の高

度化」、「上載地層がない場合の断層の活動性や地質断層の再活動性を把握するための技術の高度

化」、「地震及び断層活動による水理学的・力学的影響を把握するための技術の高度化」及び「陸

域から海域にかけて活断層の分布を連続的に確認するための技術の高度化」が研究開発項目とし

て挙げられている（表 1.1-1）。 

地表から活断層を検出する技術としては、これまでに変動地形学的手法や地球物理学的手法（地

震波探査、地中レーダーなど）といった従来手法を補完する新たな調査技術として、断層沿いに

放出されるガスの特徴を指標とした地球化学的手法（黒澤ほか, 2011；Umeda et al., 2013a, 2013b, 

2014）などを用いた調査技術の開発が行われてきた。地表における変動地形が不明瞭な活断層の

検出については、2000 年鳥取県西部地震震源域や、2008 年岩手・宮城内陸地震震源域における

検討に基づき、詳細な地形・地質調査を行うことにより、地表で見られる変動地形が不明瞭な場

合でも、活断層の存在や分布、活動性の大まかな推定が可能であるとの見解が示されている（井

上ほか, 2002；田力ほか, 2009）。ただし、これらはいずれも、活断層で大きな地震が発生してか

ら詳細に調査されたものであり、地層処分サイト選定の概要調査の段階における断層の調査・評

価技術の高度化という観点からは、大きな地震が発生して活断層の存在が知られる前に、地表地

形から特定が困難な活断層を検出し活動性を把握する事例が提示されることが望ましい。 

原子力機構（2018）では、全球測位衛星システム（以下、「GNSS」という）による観測と地下

構造の不均質性を考慮した地殻変動シミュレーションによる南九州地域での事例研究において、

当該地域でひずみ集中帯を検出することに成功した。ひずみ集中帯は活断層の分布や活動性の観

点からも重要な活構造であるが（Ohzono et al., 2011）、南九州地域のひずみ集中帯では、政府の

地震調査研究推進本部からは、明瞭な活断層の存在は指摘されていない。そこで本事業では、南

九州地域のひずみ集中帯を事例対象とした測地学的手法と地形･地質学的手法などを組み合わせ

たアプローチにより、地表地形から特定が困難な活構造を調査・評価するための技術として体系

的に整備することを目的とする。 

また、地表地形から特定が困難な活構造を検知するのみならず、その活動に伴う破砕などの力

学的影響を把握することも、概要調査の段階における調査・評価技術として重要である。分布が

既知の活断層に対しては、広域的な地形・地質調査及び破砕帯の詳細な記載・分析に基づき、活

断層や破砕帯の時空間分布とその変化が明らかにされており、地層処分のような長期の時間スケ

ールに対する地震・断層活動による力学的影響を把握するうえで重要な情報が提供されている

（Niwa et al., 2009；2011）。本事業では、地表地形から特定が困難な活構造の活動に伴う力学的

影響を把握する技術の高度化として、破砕帯や割れ目の分布・性状の記載に加え、割れ目に発達

する条線を用いた応力逆解析的手法（Yamaji, 2000）を適用し、ひずみ集中帯の活動の影響範囲

とその変化について明らかにすることを目指す。平成 30 年度は、南九州地域での事例研究にお

いて、GNSS 観測、地形判読及び破砕帯や割れ目の地質記載を行い、それぞれのデータを用いて

ひずみ集中帯の分布及び力学的影響に関する解析を実施した。 
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上載地層（断層変位の有無の判定に係る年代既知の被覆層）がない場合の断層の活動性を把握

するための技術については、地層処分におけるサイトの設計や安全評価の観点からは、主にボー

リングや坑道調査の段階で遭遇した断層に対する調査・評価に反映する技術として整備すること

が重要であると位置づけられている。本技術についてはこれまでにも、破砕帯内物質の鉱物・化

学組成や露頭－顕微鏡スケールでの構造に基づく活断層と非活断層との識別（Niwa et al., 

2016a；植木ほか, 2016；田中ほか, 2018）や、放射年代測定に基づく断層の活動時期の推定（田

上ほか, 2010；Tagami, 2012；Niwa et al., 2016b；Sueoka et al., 2017）が多数試みられてきた

が、いずれの手法も課題が残っており、確立された手法として広く認識されたものは未だ存在し

ないのが現状である。本事業では、当該分野について豊富な研究実績のある大学との共同研究な

どを活用しながら、岩石実験、化学分析、機械学習、年代測定などによる検討を行い、上載地層

がない場合の断層の活動性評価及び活動時期の推定に関して高度化した手法の提示を目指す。 

地震・断層活動に伴う水理学的影響については、従来、地震に伴う地下水圧や水質の変化の要

因を明らかにするための検討は国内外で多数実施されている（Wang and Manga, 2010；Niwa et 

al., 2012）。一方、2011 年東北地方太平洋沖地震の誘発地震である 2011 年 4 月 11 日の福島県浜

通りの地震に伴い地表に多量の温泉水の発生が継続した事実（佐藤ほか, 2014）を受け、地震の

発生に伴う長期間湧水の調査・解析事例の蓄積が望まれている（地層処分技術 WG, 2014）。ただ

し国内では、地震に伴い長期間湧水が継続したことが報告された事例は非常に限られている。そ

こで本事業では平成 30 年度に、国内だけでなく国外も含めて、地震・断層活動に伴う長期間湧水

の事例を収集してその調査手法や発生要因について整理を行った。さらに、国内での数少ない事

例の一つである長野県の松代群発地震地域に伴う長期間湧水（奥澤・塚原, 2001）を事例対象と

した地磁気・地電流観測を行い、地震・断層活動に伴う水理学的影響に関わる地下深部の流体リ

ザーバーの有無や分布、湧水の起源やその供給経路に関する検討を行った。 

なお、陸域から海域にかけて活断層の分布を連続的に確認するための技術については、「沿岸部

処分システム高度化開発」において関連する調査技術及び調査事例に係る情報が収集・整理され

ており（産業技術総合研究所など, 2017；丹羽ほか, 2018）、本事業では取り扱わない。 

 

1.2.4  隆起・侵食に関する調査・評価技術 

火山・火成活動や地震・断層活動はその発生域に偏在性があるのに対し、隆起・沈降・侵食及

び気候・海水準変動は、程度の差こそあれ、場所を問わずどこでもそれらの変動が進行している

自然現象である。前者は急激かつ局所的な自然現象、後者は緩慢かつ広域的な自然現象である。

地層処分における調査の観点からは、前者に係る調査は処分システムへの著しい影響を回避する

ためのサイト選定に主に反映されるのに対し、後者に係る調査は、将来の変動幅を考慮すること

により、サイトの設計や安全評価に主に反映される。したがって、サイトの場所に拘らず、隆起

速度・侵食速度といったパラメータの推定及びその将来の変動幅の評価は不可欠な調査・評価項

目である。さらに、隆起・侵食が引き起こす地形の変化は、動水勾配の変化と密接に関わること

から、地下水流動の長期的な変遷を把握するうえでも重要な調査・評価項目である。地層処分施

設の設計や安全評価で行われる地下水流動解析は、涵養域から流出域までの広い範囲が対象とな

る。そのため、サイト近傍のみならず、サイトを横断する内陸部～沿岸部～海底下の広域にわた

る隆起・侵食の長期的な変遷に関する情報を取得することが求められる。 

従来、隆起量・侵食量の見積りは、主に気候段丘モデルに基づき行われてきた（幡谷，2005）。

しかし、海成・河成段丘が良好に分布しない地域では、本手法の適用による隆起量・侵食量の推

定がしばしば困難となる。また、沿岸部の場合、現在は海域でも、氷期に陸化する地域では、陸

化した時期の下刻侵食も考慮する必要がある。 
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さらに、地層処分で求められる、数万年を超えるような長期にわたる将来変動の評価にあたっ

ては、隆起・沈降傾向の長期変遷を評価することも重要である。例えば、隆起傾向が継続してい

る地域では、しばしば高位のものほど古い複数段の段丘が分布する。複数面の段丘の比高と年代

に基づき、隆起運動の定向的累積性や変化が議論される。逆に、沈降傾向が継続している地域で

は、堆積物の層序と年代に基づき堆積速度を調べることにより、沈降運動の変遷の議論が可能で

ある。これに対し、隆起から沈降、あるいは、その逆の変動が生じていると考えられるところも

あり、複数の隆起・沈降の指標を組み合わせた長期傾向の評価が必要となることもある。 

また、前述の通り隆起・沈降は緩慢かつ広域的な自然現象のため、その変化は連続的である。

そのため、ある特定の地点の隆起量・沈降量のデータ取得が困難でも、周辺の複数地点で隆起量・

沈降量の見積りができれば、それらのデータを面的に外挿・内挿することにより、当該地域の隆

起量・沈降量の推定が可能となることが期待される。既にこのような考え方の適用性の検証のた

めの研究開発は、沿岸海域の隆起・侵食評価手法の高度化を目的として、「沿岸部処分システム高

度化開発」において実施中である（産業技術総合研究所など, 2017；2018）。ただし、汎用性の高

い手法として確立するためには、事例研究に加え、わが国の段丘を構成する地質に関する既往文

献を整理し、段丘対比・編年の基盤情報として充実を図ることも重要である。さらに、古い段丘

については、年代指標となるテフラや化石に乏しいため、対比・編年の信頼性確保が課題となっ

ている。 

以上の観点に基づき、本事業では、将来の隆起・侵食の予測の信頼性向上に向け、特に次のテ

ーマに着目した研究開発を行う。1）堆積段丘を用いた隆起量・侵食量推定が適用できない侵食基

盤岩地形における熱年代学的手法などによる隆起・侵食評価手法の整備、2）同様に堆積段丘が良

好に分布しない地域（内陸）における隆起・侵食評価のための、離水河成地形のマルチ年代測定

に基づく隆起・侵食速度推定技術の高度化、3）氷期に陸化する地域を考慮した沿岸部の隆起・侵

食評価に反映するための、地形解析と堆積構造解析に基づく沿岸部の隆起・侵食、沈降・堆積現

象の把握、4）隆起・沈降境界域における地質調査に基づく地質構造・地殻変動様式の評価技術の

整備、5）陸域の隆起・侵食傾向の外挿による沿岸海域の隆起・侵食評価手法の高度化に向けた段

丘対比・編年技術の高精度化に関する検討（文献整理や岩石風化実験に基づく検討）、6）最新の

データを反映した日本列島における長期的な隆起・侵食傾向が理解できるマップの整備。これら

の研究開発を通じ、過去百万－数十万年以前からの隆起・侵食を把握するための技術の拡充を進

め、幅広い年代範囲及び地域（内陸－沿岸海域）において隆起量・侵食量の評価が可能となる技

術として整備する（図 1.2-1）。また、研究開発にあたっては、各手法の精度・適用限界について

整理する。 

平成 30 年度に本事業で実施した内容は次の通りである。1）については、侵食速度が遅い地域

の侵食速度評価に反映するための光ルミネッセンス（OSL）熱年代法の適用性の検討、角閃石の

地質温度圧力計と U-Pb 年代測定法を用いた侵食評価手法の検討、熱年代法・宇宙線生成核種法・

河川縦断形の数値地形解析を組み合わせた隆起・侵食速度の評価手法の検討を行った。2）につい

ては、離水河成地形に対し IRSL 法（長石の光ルミネッセンス法）などによるマルチ年代測定を

適用するための試料採取・分析を行った。3）については、海底地形の解析や既往の音波探査記録

の再解析に基づき、海底段丘の成因などを検討した。4）については、隆起・沈降境界域における

事例研究に着手し、隆起域と沈降域における高海面期の海面高度の変化を把握するための試料採

取・記載を行った。5）については、段丘対比・編年の基盤情報の充実を図るための先行研究事例

の文献収集・整理を進めるとともに、古い段丘の編年の高精度化に資するため、段丘を構成する

地層や礫の風化に着目し、岩石風化に関わる文献収集・整理と岩石風化過程の模擬実験（風化実

験）を行った。6）については、熱年代法や宇宙線生成核種法などの地形・地質の変遷史の理解に
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必要なデータをコンパイルし、日本列島における長期的な隆起・侵食の見取り図になりうるデー

タマップの整備を進めた。 

 

 

図 1.2-1 本事業で実施する隆起・侵食に関する調査・評価技術の内容 

と時間スケール・地域との関係 

 

 

1.2.5  実施体制・役割分担 

1.1 で述べた通り、本事業は原子力機構と電中研が共同で実施するものである。両機関はとも

に、地層処分のサイト選定・設計・安全評価の観点から、火山・火成活動、深部流体、地震・断

層活動及び隆起・侵食の各自然現象の影響を把握するための様々な基盤的な調査・評価技術を有

するとともに、これまでにも多くの研究実績を創出している。ただし、本事業の全体期間（全体

計画で示された 5 か年）の中で、限られたリソース（人材や設備など）を有効活用して本事業を

着実に進め、より効率的に成果を挙げるため、平成 30 年度は表 1.2-1 のような役割分担で研究

開発を進めた。 

なお、本事業で扱うすべての研究開発項目について、両機関間で実施計画・進捗・成果につい

て運営会議を開催することなどを通して密接に情報共有をしながら事業を進めてきた。また、外

部の専門家・有識者で構成される委員会を設置し、研究計画、実施方法、結果の評価などに関す

る審議を受けた。平成 30 年度の委員会の議事概要については付録 5 を参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 



 

8 

 

表 1.2-1 平成 30 年度の本事業で実施する各研究開発項目の役割分担 
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2.  火山・火成活動に関する調査・評価技術 

 

2.1  マントル内の流体分布・移動に関する検討 

2.1.1  背景と目的 

 背景と目的 

火成活動が地層処分システムに及ぼす影響については、マグマの貫入や噴出による処分施設及

び廃棄体の直接的な破損の他、熱などによる地下水温の上昇や熱水対流の発生、熱水・火山ガス

の混入による地下水の水質変化などが考えられる。このうち、特にマグマの貫入・噴出は、地層

の物理的な隔離の機能を広範囲にわたり喪失させる恐れがあるため、その影響範囲を回避してサ

イト選定する必要がある（地層処分技術 WG, 2014）。 

わが国では火山フロントを境に火成活動が全く異なり、特に、火山フロントより海溝側で火成

活動が認められないという事実が広く認識されている（核燃料サイクル開発機構, 1999）。西南日

本のうち山陰から九州地方北部における火山フロントは明確ではないが、火山活動は火山フロン

トの背弧域に限定して繰り返し生じており、火山が集中する火山活動域とそうではない火山空白

域とに区分できる。しかしながら、東北日本の背弧域では、過去百数十万年以上にわたって火山

が存在していなかった地域においても、30 万年前以降に新たな火山活動が生じている事例が指摘

されている（例えば、Yamamoto, 2007; 山元, 2011）。経済産業省の総合資源エネルギー調査会に

設置された地層処分技術ワーキンググループはこのような事例も考慮し、候補地が限定されてい

ない現状では背弧域において現在火山のない場所においても将来新たな火山が発生する可能性を

考慮すべきであること、現地調査の結果に基づいて評価した結果、将来新たな火山・火成活動が

生じる可能性の高い地域は回避すべきであると指摘している（地層処分技術 WG, 2017）。 

このような新たな火山の発生に対しては、過去から現在までの火山活動の履歴を詳細に把握し、

その時空間的な分布や活動の傾向などから将来を予測するといった外挿に基づくアプローチに加

えて、火山に供給する地下深部の高温流体（マグマやその固化に伴い放出された水など）の有無

や分布をあらかじめ把握するといった火山活動の成因に踏み込んだアプローチでの研究開発が進

められてきた。これらは、地磁気・地電流（Magnetotelluric; 以下、「MT」という）法による電

磁探査や地震波トモグラフィといった地球物理学的手法による地殻構造の推定や、地下水・温泉

ガスのヘリウム同位体比（3He/4He）などといった地球化学的指標を組み合わせて用いるもので

あり、これによって地殻内の部分溶融域やそれに関連する高温流体の検出事例が蓄積された（例

えば、Asamori et al., 2010）。このうち東北地方の背弧域に位置する飯豊山地を事例とした研究

では、部分溶融域の存在を示唆する地震波低速度・低比抵抗体やマントル起源ヘリウムの供給を

示唆する顕著に高いヘリウム同位体比が、周囲に第四紀火山が分布しない非火山地帯においても

検出されている（Umeda et al., 2006, 2007）。ただし、主として地殻内の領域をターゲットとし

たこれらの調査技術の整備に加えて、上部マントルの領域も考慮した検討の重要性が、新たな火

山の発生に対する調査・評価の信頼性向上の観点から指摘されている（地層処分技術 WG, 2017; 

地層処分研究開発調整会議, 2018）。 

将来数万年以上といった長期にわたる火山活動の予測の手段としては、過去から現在までの変

動傾向に基づく将来への外挿、現象のプロセスを考慮した数値シミュレーションの他、統計・確

率論的なアプローチなどが考えられる。このうち統計学的な手法に基づくアプローチについては、

火山の分布や年代といった過去の火山活動に関する情報に加えて、地温勾配や地殻・マントル最

上部の地震波速度構造といった複数の情報をベイズ法によって確率モデルに組み込むことにより、

新たな火山の形成に関する確率分布モデルを導出する試みがなされている（Martin et al., 2004, 

2012）。また、最近ではマントル・ウェッジにおける物質的・熱的な流動や流体の発生・移動に関
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する数値シミュレーションも多く試みられている（例えば、Iwamori, 1998; Kameyama and 

Nishioka, 2012; Wilson et al., 2014; Lee and Wada, 2017）。火成活動に関する現状の知見につい

ては次項に概説するが、いずれのアプローチをとるにせよ、これらによって構築されるモデルの

信頼性をさらに向上させるためには、マントル・ウェッジにおける流体分布や移動経路に関する

知見を充実させることが重要と考えられる。 

そのため本事業では、マントル・ウェッジにおける不均質構造の推定に最も有効と考えられる

地震波トモグラフィを用いて流体分布や移動経路を推定することにより、将来の火山・火成活動

に係るモデルや評価の信頼性を向上させるための知見の蓄積を目指す。このうち平成 30年度は、

マントル・ウェッジを対象とした地震波トモグラフィを行うために必要となる、マントル内を伝

播する近地地震波の地震データの収集・拡充（P 波及び S 波到達時刻の検測）を進めた。 

 

 火成活動に関する科学的知見 

火山・火成活動は、地下深部で生じた水が地表に向かって上昇する際、周囲の岩石を溶融させ、

地表に噴出することによって生じる活動であると考えられている。日本列島のようなプレートの

沈み込み帯におけるマグマの発生は、海洋プレートが陸側のプレート下へ沈み込むことで地球内

部に運ばれた水が、温度・圧力の上昇に伴って放出されることに起因すると考えられている（例

えば、Tatsumi, 1989; Iwamori, 1998）。 

日本列島では、海洋プレートである太平洋プレートやフィリピン海プレートが、北米プレート

（オホーツクプレート）とユーラシアプレート（アムールプレート）の下へ沈み込み、沈み込ん

だプレート（以下、「スラブ」という）を構成する含水鉱物は温度と圧力の上昇に伴って脱水反応

を起こすことが知られている（例えば、Iwamori, 1998）。また、特に火山フロントよりも海溝側

となる前弧域では、スラブ上面における堆積層からの間隙水の放出も生じる（例えば、Hyndman 

and Peacock, 2003）。脱水反応によって放出された水は、周囲との密度差により上昇してマント

ル・ウェッジへ移動し、マントル物質（カンラン岩）を蛇紋岩化させる。脱水が生じる深さは、

スラブの生成年代に起因する温度構造に依存するため、太平洋スラブとフィリピン海スラブとで

異なる。そのため大局的には、比較的古く低温の太平洋スラブの方が、若く高温であるフィリピ

ン海スラブよりも深くなると考えられている。脱水深度に関するこのような地域差は、地震波な

どの観測・解析においても指摘されている（Kodaira et al.,2004; Shelly et al., 2006; Tsuji et al., 

2008; Kato et al., 2010）。一方、スラブ起源の流体が加わることによって蛇紋岩化したマントル

は、東北日本の場合、スラブの沈み込みに引きずられ、さらに深部で再度脱水分解する。ここで

放出された水はマントル・ウェッジ内を上昇する過程で部分溶融を引き起こし、火山フロント直

下でモホロビチッチ不連続面（以下、「モホ面」という）まで達し、火山活動を生じさせると考え

られている（例えば、Zhao et al., 1992; Nakajima et al., 2001; Hasegawa et al., 2007）。 

マントル・ウェッジにおける流体の移動経路については、スラブやマントル・ウェッジの岩石

鉱物学的特性及び温度構造などを考慮した数値シミュレーションによって、スラブにおける流体

の発生やその上昇に関する議論が試みられている（例えば、Iwamori, 1998）。一方でこれまでの

研究を概観すると、マントル・ウェッジにおける流体の分布や移動経路に係る知見は、地震波ト

モグラフィによるマントル不均質構造の推定に関する研究に依るところが大きい。これまで多く

の研究により、地震波トモグラフィを用いた日本列島下における不均質構造の推定が試みられて

いる。これらの研究により、地殻及び上部マントルの三次元地震波速度構造（例えば、Hirahara, 

1977, 1981; Zhao et al., 1992, 1994; Nakajima et al., 2001; Matsubara et al., 2008）、三次元地

震波減衰構造（例えば、Tsumura et al., 1996, 2000）、三次元地震波異方性構造（例えば、Huang 

et al., 2011; Wang and Zhao, 2012）が推定されている。その結果、火山フロント下のマントル最
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上部には地震波低速度かつ高減衰の異常体が存在し、それらはマントル・ウェッジにおいて沈み

込むスラブにおよそ平行に分布することが示された。さらに、これらの異常体は、沈み込むスラ

ブを構成する角閃石、緑泥石、蛇紋石などの含水鉱物が温度と圧力の上昇により脱水分解するこ

とで放出された水とその上昇に伴って生成されたメルト（例えば、Tatsumi, 1989; Iwamori and 

Zhao, 2000）の存在を映し出しており、特に東北日本と九州地方の火成活動がスラブの沈み込み

に深く関与していることを明らかにした。また、西南日本に沈み込むフィリピン海スラブに対応

する地震波高速度体も見出され、上部マントル浅部におけるその複雑な構造も明らかにされてき

た。しかしながら、特に背弧域の火山に供給する流体や、西南日本のうち山陰地方の火山活動の

成因などについては、このような地震学的研究のみならず岩石学的な研究からも諸説あり（例え

ば、Iwamori, 1992; Morris, 1995; Nakajima and Hasegawa, 2007）、明確になっていないのが

現状である。 

一方、地下深部における流体分布を推定するためには、MT 法による電磁探査も有効な手段の

一つとなる。近年では地殻のみならずマントル・ウェッジも対象とした比抵抗構造の推定が行わ

れているが（例えば、Toh et al., 2006; Hata et al., 2015）、広範囲にわたって解析を行うために

必要となる観測データの取得は難しい。また、マントル・ウェッジのような深部における空間分

解能については、地震波トモグラフィのそれに比べて一般に劣る。このため、本事業ではマント

ル・ウェッジの不均質構造を推定するための手法として地震波トモグラフィを用いることとした。 

 

2.1.2  流体分布の推定に必要な地震データの蓄積 

 地震波トモグラフィの概要 

地震波速度は岩石の種類、流体の飽和度、温度、圧力などによって変化するため（例えば、

O’Connell and Budiansky, 1974）、地震波トモグラフィによって推定される地球内部の三次元地

震波速度構造は、流体や高温領域の空間分布を把握するための基本的な情報となる。地震波トモ

グラフィは、多くの場合、定常地震観測点において記録された地震観測データを多量に用いた逆

解析（インバージョン）によって、地下の三次元的な地震波速度の分布（地震波速度構造）を推

定する手法である（例えば、Aki and Lee, 1976; Thurber, 1983; Zhao et al., 1992）。この手法は、

医療分野で用いられる CT（Computerized Tomography）を地震学に応用することで 1970 年代

に提案されたものであるが、解析可能な領域の範囲や空間分解能は、地表における地震観測点や

地下で発生する地震の分布に強く依存する。国内では、1990 年代以降に、それまで国立大学や気

象庁などにより設置されていた観測網（例えば、坪井ほか, 1989）に加え、新たに構築された高

感度地震観測網（日本列島全域に約 20 km 間隔で約 1,000 点）によって均質かつ高品質のデータ

が得られるようになった（例えば、Okada et al., 2004; Obara et al., 2005）。このような地震観

測網の充実や解析に用いる計算機の性能向上によって、現在では地殻やマントルの構造を推定す

るための標準的手法の一つとして用いられている（例えば、Matsubara et al., 2008; Hirose et al., 

2008）。本事業では、マントル・ウェッジを対象とした地震波トモグラフィを行うために必要と

なる、マントル内を伝播する近地地震波の地震データの収集・拡充（P 波及び S 波到達時刻の検

測）を進めた。 

 

 検測対象とする地震及び観測点の選出 

現在、国内では約 2,200 点もの定常地震観測点が展開され、観測データが日々蓄積され続けて

いる。これらは、気象庁、各国立大学、防災科学技術研究所、海洋研究開発機構などにより設置・

運用されている地震観測点によって構成されており、陸域に加えて海域に設置された海底地震計

により記録されたデータを含む。これらの観測点において記録された地震波形データは気象庁に
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集約され、日本列島下で発生した地震に伴う P 波及び S 波到達時刻の読み取り及び震源決定まで

の処理が一元的に行われたうえで公開されており、学術的な研究などに広く利用されている。し

かしながら、このように処理された気象庁一元化検測値データは速報性を重視しているため、震

央距離が長距離に及ぶ到達時刻の読み取り数が少ない。一般に、震央距離が長くなるほど地震波

はより深部を伝播するが、このようなデータセットを多数収集し、地震波トモグラフィに適用す

ることで、マントル・ウェッジの三次元地震波速度構造をより高い分解能で推定できると考えら

れる。そのため、本事業ではこのような震央距離が長距離に及ぶ観測点での波形記録を含めて P

波及び S 波到達時刻の検測を行った。 

P 波及び S 波到達時刻の検測対象とする地震の選出にあたっては、できる限り震源が均一に分

布するよう、以下の方法に基づいて深さ 80 km 以深で発生した地震を選出した。なお、ここで用

いた震源パラメータ（発震時刻及び震源位置）は、気象庁一元化処理震源要素によるものである。

まず、日本列島及びその周辺下の領域を 1.0°×1.0°のセルに分割した後、各々のセル内で発生し

た地震について、最もマグニチュードが大きい地震を選出した。これにより選出した地震の震央

分布を図 2.1.2-1 に示す。選出された地震の総数は 90 個である。これらは 2005 年 2 月～2018

年 6 月に発生したマグニチュード 2.5 以上の地震であり、沈み込む太平洋スラブ及びフィリピン

海スラブ内で発生する稍深発地震及び深発地震が含まれる。 

 

 

図 2.1.2-1 検測対象とした地震の震央分布 

 

 検測及び結果 

以上により選出された地震に対する P 波及び S 波初動到達時刻の検測は、あらかじめ計算した

理論走時を参照しながら行った。理論走時の計算にあたっては、一次元地震波速度モデルとして
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iasp91（Kennett and Engdahl, 1991）を基本とし、地殻内では Zhao et al.（1992）及び藤原ほ

か（2009）による地震波速度モデルを適用した。また、日本列島下に沈み込む太平洋スラブの厚

さは 80～90 km であること、それは平均的なマントルの速度に比して 4～6 %速い（例えば、Zhao 

et al., 1992）ことが知られている。このため、太平洋スラブの厚さを 90 km とし、その内部にお

ける P 波速度偏差及び S 波速度偏差をそれぞれ＋4 %及び＋6 %とした。これらの地震波速度モ

デルを Zhao et al.（1992）による高速波線追跡法に適用し、理論走時を計算した。また、P 波及

び S 波到達時刻の検測には、各観測点において記録された三成分波形記録のうち、それぞれ上下

動成分及び水平動成分の速度波形を用いた。また、これらの検測と同時に、目視によってその検

測精度を記録した。 

以上による検測の結果、図 2.1.2-1 に示す 143 個の地震に対して読み取った P 波及び S 波到達

時刻データの総数は、それぞれ 86,418 個及び 80,249 個である。一つの地震に対する観測データ

数は、それぞれ 194～1,443 個及び 158～1,433 個である。また、図 2.1.2-2 には走時曲線の一例

を示す。これによると、震央距離が長くなるにつれて検測精度は低下するものの、気象庁一元化

検測値データに比べて長い震央距離のものを含む、より多くのデータが取得できたと考えられる。

また、この例で震央距離 800～1,000 km に見られる検測走時のばらつきは、地震波高速度の領域

である太平洋スラブが存在することに起因すると考えられる。 

 

 

図 2.1.2-2 P 波及び S 波検測値による走時曲線の例 

P 波検測精度 A、B 及び C は、それぞれ 0.05 秒以下、0.05～0.25 秒、0.25 秒以上を示す。S 波

検測精度 A、B 及び C は、それぞれ 0.10 秒以下、0.10～0.50 秒、0.50 秒以上を示す。検測対象

とした地震の震央は、図 2.1.2-1 中に星印で示す。 

 

2.1.3  まとめ 

マントル・ウェッジにおける不均質構造の推定に最も有効と考えられる地震波トモグラフィを

用いて流体分布や移動経路を推定することで、将来の火山・火成活動に係るモデルや評価の信頼

性を向上させるための知見を蓄積するため、平成 30 年度は地震波トモグラフィを行うために必

要となる、マントル内を伝播する近地地震波の P 波及び S 波到達時刻データをそれぞれ 86,418

個及び 80,249 個収集した。特に背弧域のマントル・ウェッジにおける地震波トモグラフィの空

間分解能を上げるためには、遠地地震波などのデータも取得することが重要であると考えられる。

そのため、今後は更なる到達時刻データの取得を進めるとともに、地震波トモグラフィへの適用

を行っていく必要がある。 
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2.2  マグマの活動範囲に関する検討 

2.2.1  背景と目的 

 背景と目的 

すでに述べたように、火山活動に伴うマグマの貫入・噴出は、地層の物理的な隔離機能を広範

囲にわたり喪失させる恐れがあるため、その影響範囲を回避してサイト選定する必要があるが、

その範囲の考え方については、第四紀火山から半径 15 km 以内を好ましくない範囲の基準とす

ることが適当（地層処分技術 WG, 2017）とされている。この考え方は、火山活動は火山フロン

トから背弧域に限定して繰り返し生じており、火山が分布する領域と分布しない領域（空白域）

が見られるといった特徴が東北地方において認められていることや、マグマが地表に噴出した火

口の位置は、その火山を代表する位置を中心として概ね半径 15 km の範囲内に分布する（原子力

発電環境整備機構, 2004）などの知見に基づく。ただし、陥没カルデラを形成する第四紀火山や、

単成火山群などといった一部の火山には例外が認められる（原子力発電環境整備機構, 2004）こ

とや、近年の火山噴火において岩脈マグマが火山中心から 30 km 移動したとの事例（例えば、

Nishimura et al., 2001）が報告されている。このため、実際に確保すべき火山中心からの距離に

ついては、個別地点における現地調査の結果に基づいて評価する（地層処分技術 WG, 2017）こ

ととされており、その調査・評価に係る知見の蓄積や技術の整備が求められている（地層処分研

究開発調整会議, 2018）。 

そのため本事業では、特に火山中心から離れた個別火山体での活動に着目しつつ、マグマの貫

入・噴出が及ぶ範囲（マグマの活動範囲）に対する知見・検討事例を提示することを目標とする。

このうち平成 30 年度は、MT 法電磁探査によって推定された火山地域下の部分溶融域や高温流

体の分布に着目し、第四紀の火山活動との関連性に係る知見の抽出を試みた。 

 

 マグマの活動範囲に関する科学的知見 

一般に、火山では地下深部のマグマ溜りから火道を通じてマグマが地表に噴出し、火山体を形

成する。火道は、地表に噴出するまでの上昇経路途中で複数の火道に分岐することがあり、側火

山（または寄生火山）を形成する。また、地殻内で分岐し脈状に貫入した火道は岩脈といわれる。

個々の火山活動によって発生するマグマの貫入・噴出が及ぶ範囲（マグマの活動範囲）について

は、日本の代表的な活火山を対象として検討された事例がある（中田・田中, 2001）。それによる

と、活動期間の長い火山ほど火口、側火山、側火口、岩脈などの分布範囲が広く、北海道、南関

東、中国地方及び九州地方では分布範囲が 10～30 km に達するものが多く、東北地方、北関東

及び中部地方では最大で 12 km であるとされる（原子力発電環境整備機構, 2004）。さらに、こ

れらの空間分布の特性として、側火口の配列方向は最大水平圧縮主応力軸と一致する（中村, 1969）

ことや、単成火山のみならず複成火山の集合体の配置もその地域に働いている地殻応力場に影響

を受ける可能性が指摘されている（高橋, 1994）。また、個々の火山の活動によって発生するマグ

マの貫入・噴出が及ぶ範囲のうち、マグマの水平移動の起こりやすさや移動の方向の観点から検

討された事例が報告されている（三浦ほか, 2006; 土志田ほか, 2006）。国内の六つの火山地域を

事例として検討されたこれらの研究では、マグマの水平移動に影響を与える要素としてマグマの

化学組成、活動規模、応力場の性質、地質構造などが挙げられるとともに、圧縮場では水平最大

圧縮力方位、引張場では水平最小圧縮応力方位にマグマが伸展しやすいといった知見がすでに整

理されている。 

以上の知見は、将来のマグマの活動範囲を評価するうえで有用であると考えられる。一方で、

2.1.1 で述べたようにマグマはマントルから地殻を経て地表に供給されるといった観点でみた場

合、地殻やマントル最上部における現在の部分溶融域などの分布と過去の火山活動の空間分布に
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関連性が認められるならば、将来の活動範囲を検討するうえで有用な手掛かりの一つとなり得る

可能性も考えられる。 

地殻やマントル最上部における部分溶融域やそれに関連する高温流体の分布については、主に

地震波速度構造や比抵抗構造などの地球物理学的な情報に基づいて推定されている。これらの研

究において、部分溶融域や高温流体は地震波低速度体や低比抵抗体として検出され、火山に供給

する高温流体の存在や分布が明らかにされてきた。広範囲の地域を対象とすることが可能な地震

波トモグラフィによる研究では、日本列島に分布する活火山下のマントル最上部には部分溶融域

の存在を示唆する地震波低速度体が分布するといった傾向が見出されている（例えば、Zhao et 

al., 1992, 1994; Nakajima et al., 2001）。個別の火山地域を対象とした詳細な分布については、

MT 法による電磁探査を用いて推定された事例がいくつか報告されている（例えば、Aizawa et 

al., 2004）。一方で、地震波トモグラフィを用いた事例も報告されているが、高い空間密度で展開

された臨時地震観測点を用いた研究（例えば、Nakajima and Hasegawa, 2003）を除いて、その

空間分解能は MT 法電磁探査に比べて劣る。これらのことから、以下に述べる検討では地殻内の

部分溶融域や高温流体の分布に関する情報として、既存の MT 法電磁探査により推定された火山

地域下の比抵抗構造を用いることとした。 

 

2.2.2  地殻深部の流体分布と第四紀の火山活動との時空間的関連性に関する検討 

 検討方法 

本検討では、国内における第四紀火山及びその周辺地域を対象とした MT 法電磁探査によって

推定された比抵抗構造から、火山活動に関連する流体（メルトや水）の存在を示唆する低比抵抗

体の範囲、その最も浅い地点（top）及び最も低い比抵抗値を示す地点（min）の位置を抽出した

うえで、その近傍に存在する第四紀火山との距離や分布範囲、活動年代との関連性を検討した。 

検討に用いた比抵抗構造は、鬼首・鳴子火山地域、朝日山地（白鷹火山）、富士山、三瓶山、霧

島及び阿蘇山において実施された MT 法電磁探査による比抵抗構造（Aizawa et al., 2004; 

Asamori et al., 2009, 2010, 2011; 浅森ほか, 2016; Hata et al., 2016）である（図 2.2.2-1）。こ

れらは、二次元または三次元インバージョンによって推定された比抵抗構造である。このうち二

次元比抵抗構造（鬼首・鳴子地域、朝日山地（白鷹火山）、富士山及び霧島）は断面に直交する方

向に対して同様の比抵抗構造が連続するといった仮定に基づく解析によって推定されたものであ

るが、本検討では文献などの資料に記載される二次元鉛直断面の位置から片幅 10 km 以内に分布

する第四紀火山を抽出し、検討に用いることとした。また、三次元比抵抗構造（三瓶山及び阿蘇

山）については、文献などに記載される比抵抗の鉛直断面図及び平面図をもとに周辺に分布する

第四紀火山を抽出したうえで検討に用いた。ここで、本検討に用いた第四紀火山の位置及び活動

年代のデータは、産業技術総合研究所により取りまとめられた「日本の火山（第 3 版）」（産業技

術総合研究所, 2013）である。また、一般に、比抵抗構造を推定するための解析に用いた観測網

の外側における解の信頼性は極めて低い。そのため、今回の検討は、観測網の内側に分布する第

四紀火山のみを検討の対象とした。 

なお、一般に MT 探査の空間分解能は、解析に用いた観測点の分布密度や観測データの S/N 比

に依存する。このため、それぞれの探査によって推定された比抵抗構造の信頼性や空間分解能は

個々に異なると考えられるが、今回の検討において抽出した低比抵抗体は、それぞれの解析にお

ける初期比抵抗値（概ね 100 Ωm）以下の比抵抗値を示し、かつ下部地殻あるいはマントル最上

部から連続する領域を低比抵抗体と見なした。図 2.2.2-2 に、それぞれの比抵抗断面図上に第四

紀火山などをプロットした結果を示す。 
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 検討結果 

 1) 個別の地域における低比抵抗体と火山の分布に関する特徴 

① 鬼首・鳴子火山地域 

東北日本の火山フロントに位置するこの火山地域下に認められている低比抵抗体は、地震波ト

モグラフィにより推定された地震波低速度域（Nakajima and Hasegawa, 2003）と整合的な分布

を示すこと、その端部に低周波微小地震の発生が見られることなどから、部分溶融域またはマグ

マの固化に伴って放出された流体（水）の存在を示唆すると解釈されている（Asamori et al., 

2010）。二次元比抵抗構造が推定された領域内には鬼首カルデラ（活動年代：約 30 万～20 万年

前）、鳴子カルデラ（約 17 万年前以降）、赤倉カルデラ（300 万～200 万年前）及び向町カルデラ

（約 80 万～60 万年前）が分布する（図 2.2.2-2(a)）。この火山地域下に見られる低比抵抗体の上

面は、837 年に噴火活動があったとされる鳴子カルデラや、現在も活発な噴気活動が認められて

いる鬼首カルデラといった活火山の近傍に向かって浅くなる傾向が認められ、最も低い比抵抗値

を示す地点（min）はその直下に位置する。また、この低比抵抗体は下部地殻またはマントル最

上部から、少なくとも深さ 10 km 程度まで連続するようにイメージされているが、下部地殻にお

ける低比抵抗体の水平方向の分布域は、地表における第四紀火山の分布範囲とおおよそ一致する。 

 

② 朝日山地（白鷹火山） 

東北日本の背弧側に位置する朝日山地は第四紀火山が認められていない非火山地帯であるもの

の、マントル最上部から地殻中部に連続する顕著な低比抵抗体が認められている。温泉ガスのヘ

リウム同位体比が火山地域にみられるそれと同様の値を示すことや、低比抵抗体の端部に低周波

微小地震の震源が分布することなどから、飯豊山地での事例（Umeda et al., 2006, 2007）と同様

に、非火山地帯における部分溶融域の存在を示唆すると解釈されている（Asamori et al., 2011）。

図 2.2.2-2(b) に示す領域の東部には白鷹山（約 100 万～80 万年前）が位置するが、その直下の

下部地殻には低比抵抗体が認められ、朝日山地の東部下に分布する低比抵抗体から連続するよう

にイメージされている。なお、この低比抵抗体の上面が最も浅くなっている地点の周辺では第四

紀の火山活動は認められていないものの、顕著に高いヘリウム同位体比が観測され、マントル起

源ヘリウムの供給が示唆されている（Asamori et al., 2011）。 

 

③ 富士山 

伊豆－小笠原弧の火山フロントに位置すると考えられる富士山（約 8 万年前以降）下には顕著

な低比抵抗体が認められ、その上端部では低周波微小地震の活動が認められている（Aizawa et 

al., 2004）。図 2.2.2-2(c) に示す MT 法による電磁探査の測線から 10 km 以内の領域にはこれ以

外の第四紀火山は分布しないが、富士山近傍では複数の割れ目火口が分布することが知られてい

る（石塚ほか, 2003）。上部マントルから深さ約 20 km まで連続するようにイメージされる低比

抵抗体の水平方向における拡がりは、他の地域に比べてやや狭くマントル最上部で 30 km 程度で

あるが、富士山の火山活動に関連するこれらの割れ目火口はその直上付近に位置する。 

 

④ 三瓶山地域 

西南日本に位置し、森田山（約 115 万ないし 100 万年前）、三瓶山（10 万年前以降）及び女亀

山（約 180 万年前）といった単性火山を含む第四紀火山が分布するこの領域では三次元比抵抗構

造が推定されており、地震波トモグラフィによって推定された地震波低速度体（Nakajima and 

Hasegawa, 2007）と調和的な分布を示す低比抵抗体が見出されている（Asamori et al., 2009）。

これによると、いずれの第四紀火山においてもその直下の深さ約 10 km 以深にはマントル最上部
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まで連続する低比抵抗体が認められており、その端部では低周波微小地震の活動が認められてい

る。また、図 2.2.2-2(d) に示すように、低比抵抗体の上面は 1,400～1,300 年前に活動し活火山

に区分される三瓶山や、その南東に位置する女亀山に向かってやや浅くなるといった特徴が見ら

れる。 

 

⑤ 霧島火山地域 

九州南部をおよそ東西方向に横断する観測によって推定された二次元比抵抗構造において、火

山フロントから背弧域に広範囲にわたって拡がる顕著な低比抵抗体が見出されており、その東端

部では低周波微小地震の活動が認められている（浅森ほか, 2016）。図 2.2.2-2(e) に示す二次元比

抵抗断面の周辺には、財部（約 210 万年前及び約 110 万年前）、雨折岡（約 80 万年前）、北薩火

山群（250 万～80 万年前）、米丸・住吉池（完新世）、藺弁田（約 50 万～35 万年前）及び薩摩丸

山（約 50 万年前）が分布する。近年活発な活動が見られる霧島山近傍の上部地殻では顕著な低比

抵抗体が確認されているが（Aizawa et al., 2014）、背弧域のモホ面付近において約 50 km の拡

がりを有する低比抵抗体の上面は、比抵抗断面から約 13 km 北に位置する霧島山に向かって浅く

なる傾向を示す。また、この領域に分布する第四紀火山のうち財部を除く 5 つの火山は、他の地

域と同様に、下部地殻またはマントル最上部に認められる低比抵抗体の直上に分布する。 

 

⑥ 阿蘇カルデラ 

九州地方北部の火山フロントに位置する阿蘇山及びそのカルデラ近傍においては、多数の観測

点でのデータを用いて深さ 20 km 以浅の詳細な三次元比抵抗構造が推定されている（Hata et al., 

2016）。これによると、カルデラ中央の浅部からやや北に傾斜する顕著な低比抵抗体が見出され

ている。深さ約 2 km から約 20 km まで連続するこの低比抵抗体は流体及びその通路の存在を示

唆すると指摘されている。この三次元インバージョンに用いられた観測点はカルデラの外部には

あまり分布していないことから、検討の範囲をカルデラ近傍に限ると、阿蘇カルデラ（約 27 万年

前以降）の他、阿蘇（9 万年前以降）、根子岳（14 万～12 万年前）、先阿蘇（80 万～40 万年前）

が分布する。深さ 20 km に認められる低比抵抗体は、深くなるにつれて水平方向に拡がるように

イメージされているが、カルデラ内においても低比抵抗を示さない領域も認められる。比抵抗構

造が推定された範囲は深さ 20 km 以浅であるため、他の地域と同様に下部地殻またはマントル最

上部における低比抵抗体の分布範囲との関係性を明確に述べることはできないが、この低比抵抗

体の端部からそれぞれの火山までの水平距離は約 10 km 以内となる。 

 



 

25 

 

 

図 2.2.2-1 検討の対象とした比抵抗断面の位置及び第四紀火山の分布 
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図 2.2.2-2 各火山地域における低比抵抗体と第四紀火山の分布 

(a) 鬼首・鳴子火山地域（Asamori et al., 2010）、(b) 朝日山地（Asamori et al., 2011）、 (c) 富

士山（Aizawa et al., 2004）、(d) 三瓶山（Asamori et al., 2009）及び (e) 霧島（浅森ほか, 2016）。

コンラッド面、モホ面及びフィリピン海スラブ上面の深さ分布は、Katsumata (2010) 及び

Nakajima et al. (2009) に基づく。 

 

 2) 火山活動の時空分布との関連性 

図 2.2.2-3(a) には、各火山地域下に認められた低比抵抗体の最も浅い地点（top）から個別火

山体までの距離とその活動年代をプロットした結果を示す。また、図 2.2.2-3(b) にはこれと同様

に、最も低い比抵抗値を示す地点（min）からの距離と個別火山体の活動年代をプロットした結

果を示す。これらの結果によると、低比抵抗体の分布を表す二つの指標と火山の活動年代との間

に明瞭な相関は認められない。一方で、先に述べたように、それぞれの火山地域で第四紀に活動

した火山は、下部地殻やマントル最上部における低比抵抗体の直上またはその近傍に分布する。
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また、低比抵抗体の上面は、活火山（概ね過去 1 万年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活

動のある火山）に向かって浅くなる傾向が見られる。ただし、低比抵抗体の最も浅い地点（top）

は、必ずしも地殻深部からマントル最上部における低比抵抗体の中央部には位置しない。以上の

特徴は、それぞれの火山地域における地殻深部からマントル最上部の部分溶融域やそれに関連す

る流体の分布域は第四紀を通じて大きく移動していないものの、上部地殻内でのマグマの上昇経

路は時期に応じて異なっていると考えることができる（図 2.2.2-4）。 

なお、火山活動の時間的な特性として、個々の火山には誕生から活動停止までのライフサイク

ルがあることが知られており、マグマだまりの熱的寿命は、（マグマ供給系としてダイアピルを仮

定すると）数十万年程度と考えられている（東宮, 1991）。一方で、活動期間が 150 万年に及ぶ岩

手火山群など、東北日本の岩手・秋田駒ヶ岳・八幡平・焼山、あるいは磐梯・安達太良・吾妻と

いった火山群の直下には地震波トモグラフィによって顕著な地震波低速度体が認められることな

どから、火山下の熱源はダイアピルのような孤立した熱源ではなく、マントルの連続的な対流（マ

ントルからの連続的な高温流体の供給）によるといった可能性も指摘されている（東宮, 1991）。

このため、下部地殻からマントル最上部における部分溶融域が第四紀を通じて維持され続けてき

たか否かは明らかではないが、以上の結果は、マントル・ウェッジにおける流体の移動経路も第

四紀を通じて概ね変化していないといった可能性を示唆する。 

 

 

図 2.2.2-3 低比抵抗体の位置と火山の活動年代の関係 

(a) 各火山地域下に認められた低比抵抗体の最も浅い地点（top）から個別火山体までの水平距

離とその活動年代及び、(b) 最も低い比抵抗値を示す地点（min）からの水平距離とその活動年代 
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図 2.2.2-4 マグマの活動範囲と部分溶融域に関する概念モデル 

 

2.2.3  まとめ 

マグマの貫入・噴出が及ぶ範囲（マグマの活動範囲）に対する知見・検討事例を提示するため、

平成 30 年度は火山地域下の部分溶融域の分布に着目し、第四紀の火山活動との関連性に係る知

見の抽出を試みた。その結果、第四紀に活動した火山は、下部地殻やマントル最上部における部

分溶融域を示唆する低比抵抗体の直上またはその近傍に分布するといった特徴が認められた。こ

のように、現在の部分溶融域の分布と過去の火山活動の空間分布との関連性が認められたことは、

現在の部分溶融域の分布が将来の活動範囲を検討するうえで有用な指標の一つとなり得ることを

示唆すると考えられる。本検討は六つの火山地域のみを対象として実施したものであり、事例を

さらに蓄積することが重要である。特に今後は、火山中心から離れた個別火山体での事例を示す

ことが重要であると考えられる。 
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3.  深部流体に関する調査・評価技術 

 

3.1  深部流体の化学的特徴に係る知見の蓄積 

3.1.1  背景と目的 

深部流体の定義は非天水起源の地下水としたものや、いわゆるスラブ起源水のみを深部流体と

したものもあり、文献により異なる。本稿では産業技術総合研究所（2007, 2012）の定義に倣い、

非天水起源の地下水であり、慣用的に化石海水、油田かん水、スラブ起源水と呼ばれる地下水を

深部流体と呼ぶ。 

深部流体のうち、化石海水や油田かん水（長期停滞水）は滞留時間が長く、化学的にも安定で

あると考えられているが、スラブ起源水（深部上昇水）については、高温、高塩分濃度、高 CO2

濃度、低 pH であり、地表まで上昇する場合があることから、処分環境へ著しい影響を及ぼすこ

とが懸念されている（総合資源エネルギー調査会, 2014；経済産業省, 2017）。このため、高レベ

ル放射性廃棄物の最終処分地の選定にあたっては、スラブ起源水のような地下水が湧出する地域

ではその影響を評価し、著しい影響を回避する必要がある。処分地の選定調査においては、大深

度ボーリング掘削による地下水調査の他、周辺地域の湧水や温泉などのデータを参考にして深部

流体の有無や空間的・時間的広がりについての検討がなされるものと想定される。深部流体の有

無や広がりを評価するためには、深部流体の特徴や他の起源の地下水との混合を調査・評価する

技術を整備する必要がある。 

本節では、深部流体の移動・混合の特性を調査・評価する技術を整備するため、深部流体の化

学的特徴についての理解を進めることを目的とし、①深部流体の水質の特徴、形成メカニズムに

関わる文献調査、②現地調査結果を用いた既往の水質調査・評価手法の有効性の検討、ならびに

③室内実験による水質形成メカニズムの検討を行った結果について報告する。 

 

3.1.2  深部流体などについての文献調査 

本節では、深部流体の化学的知見に関わる研究の現状を以下にまとめる。 

 スラブ起源水の形成機構と分布 

スラブ起源水の湧水については、有馬温泉や紀伊半島の温泉などでは、火山やマグマ溜まりが

その近傍に存在せず、また、湧水地点が海岸から遠く離れているにも関わらず、比較的高温で海

水に似た組成または海水よりも高い溶存成分濃度を有する水が湧出することが知られており、そ

の起源についての研究が進められている。2000 年前後からスラブの脱水が関係していることが

指摘され始め（西村, 2000; 西村ほか, 2006）、その後、国内の複数の地域での研究事例が蓄積さ

れつつある。以下、産業技術総合研究所（2016）が取りまとめたスラブ起源水の発生メカニズム

について要約する。 

スラブ起源水は大まかに東北日本と西南日本でその特徴が分かれる。図 3.1.2-1 に西南日本弧

（a）と東北日本弧（b）におけるスラブの沈み込みに伴って形成されるスラブ起源水の概念図を

示す。 
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図 3.1.2-1 スラブからの脱水に伴う水の形成（産業技術総合研究所, 2016） 

a)：西南日本弧、b)：東北日本弧、mg：マグマ起源熱水、dw：間隙水、dg：粘土鉱物の脱水の

影響を受けた続成流体、dh(I)：350～450℃において発生する鉱物脱水流体、dh(II)：500-700℃に

おいて生成する鉱物脱水流体 

 

西南日本弧では、スラブの沈み込み初期に粘土鉱物の脱水の影響を受けた続成流体（dg）と堆

積物の間隙から絞り出される間隙水（dw）が発生する。この水のほとんどはスラブと地殻の境界

を通じて海へ排出されると考えられている。次に含水鉱物由来の鉱物脱水流体（dh(I)）が深さ 30 

- 40km までに生成し、西南日本の外帯の付加体内部を上昇すると考えられている。そののち、深

さ 60 km までに熱水流体（dh(II)）を生じる。この dh(II)はマントルウェッジを蛇紋岩化しつつ

さらに熱水として上昇する。この熱水は有馬型熱水に特徴的な高い Li/Cl 及び低い Br/Cl、なら

びに、酸素同位体比が大きくマグマ水側にシフトしたスラブ起源水であると考えられている。ま

た、山陰地方にみられるスラブ起源水に似た地下水は、スラブ溶融成分を含むマグマが上昇し地

殻下部のマグマだまりの固化に伴い放出された熱水であると考えられている。 

東北日本弧では、フィリピン海プレートと比べて低温で厚い太平洋プレートが沈み込むため、

地下の温度構造が比較的低温度であり、西南日本弧とはスラブ起源水の発生メカニズムが異なる。

出典：産業技術総合研究所（2016）

出典：産業技術総合研究所（2016）
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dg、dw は地殻とプレートの間から海に流出するものの他に、その一部は陸域に供給される。続

成流体 dg は、福島県の沿岸部に上昇する NaCl 型の水の起源と考えられている（Togo et al., 

2014）。鉱物脱水流体の dh(I)は西南日本弧よりも深いところで生成し、主にマントルウェッジ内

での蛇紋岩化に寄与する。ここで生成した蛇紋岩はマントルの対流によりさらに深部へと運ばれ、

600℃を超えたところで熱水流体 dh(II)を発生し、マントル中を上昇する。この dh(II)がマグマの

初成メルトを発生する元となる。マグマから発生する熱水（mg）は火山周辺部に上昇する。この

ため、有馬温泉で見られるような dh(II)を起源とする水は東北日本弧の前弧側では見られない。 

 

 

図 3.1.2-2 深部流体の全国分布（産業技術総合研究所, 2016） 

 

図 3.1.2-2 に深部流体の全国分布（産業技術総合研究所, 2016）を示す。既往の水質データに

対し、後述する Li-Cl-Br 法という水質分類方法を適用してマッピングしたもので、当該地域の地

下深部に胚胎する可能性のあるスラブ起源水をエリアで示している。図中のプロットはスラブ起

源水と判定される水の他、「有機物分解の寄与」（有機物分解の寄与の強い地下水：いわゆる油田

かん水）、「海水・変質海水」（いわゆる化石海水）と溶存成分濃度が低いためスラブ起源水の判定

をしなかった地下水が示してある。また、第四紀火山とその半径 15 km 圏内のプロットも示して

いる。 

 

出典：産業技術総合研究所（2016）
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 化石海水、油田かん水の形成機構と分布 

化石海水、油田かん水の定義や呼称は文献によって様々であるが、どちらも概ね地下深部に胚

胎する海水と似た組成を持つ地下水である。化石海水は、堆積時に間隙水として取りこまれた海

水が、その場での続成作用を受けながら滞留しているものを指し、油田かん水は石油・ガスに付

随する塩水のことを指す。化石海水については地下水年代測定が試みられた事例があり、数百万

年レベルの長い滞留時間を持つものの存在が指摘されている（馬原ほか, 2006；Mahara et al., 

2012；中田・長谷川, 2010；長谷川ほか, 2013）。 

油田かん水については、石油・ガスに付随して産出することからこのような呼称が付いている

が、長い滞留時間のうちに続成作用を受けた海水である（加藤ほか, 2000）。地層中の鉱物との水

岩石相互作用により水の同位体比が海水とは異なる他、海藻などに由来する有機物の分解により

Br や I の濃度が海水よりも高いことが知られている。 

化石海水や油田かん水はその特性から日本の沿岸域に広く胚胎すると考えられるが（馬原ほか, 

2006）、必ずしも研究された地域地点は多くない。これまで事例研究が行われた地域を図 3.1.2-3

に示す。 

 

図 3.1.2-3 化石海水・油田かん水ならびにスラブ起源水の事例研究実施地域 

 

 深部流体の事例 

深部流体に関わる研究事例について調査した。スラブ起源水が関係するものとして、いわき

（Togo et al., 2014）、鹿塩（松葉谷ほか, 1980；益田ほか, 1988）、有馬・宝塚（Kusuda et al., 

2014; Ono et al., 1993）、石仏（松葉谷ほか, 1974; 松葉谷ほか, 1980; Ono et al., 1993）、紀伊半

島（田中ほか, 2013; Morikawa et al., 2016）、高知（網田ほか, 2014）、津和野（村上・田中, 2015）、

大分（網田ほか, 2005）の事例がある。 

化石海水や油田かん水が関係するものとしては、幌延（岩月ほか, 2009; 中田・長谷川, 2010; 

500km0km

化石海水・油田かん水の
事例研究地域（概略）

スラブ起源水の
事例研究地域（概略）
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鈴木・柴田, 2007）、北海道油田地域（太秦・那須, 1960; 早稲田ほか, 2002）、釧路（馬原ほか, 

2006）、秋田・山形（加藤ほか, 2000; 早稲田ほか, 2002）、新潟（加藤・梶原, 1986; 早稲田ほか, 

2002）、関東地方（相川, 1991; 村松ほか, 2012; 板寺ほか, 2010; 長谷川ほか, 2013）、高知（網田

ほか, 2014）、宮崎（大沢ほか, 2010）、国内の主な深部塩水（Mahara et al., 2012）などが挙げら

れる。分析事例を表 3.1.2-1 及び表 3.1.2-2 に示す。 

表 3.1.2-1 及び表 3.1.2-2 の有馬温泉のデータは、Kusuda et al. (2014)が数か所の源泉から採

取したもののうち、最も Cl 濃度が高いものを示している。各泉源で地表水起源と考えられる地

下水の混合が起きており、同じ地域でもそれぞれの泉源で分析値が異なる。有馬温泉の起源水の

溶存イオン濃度は、Tanaka et al. (1984）、Masuda et al. (1985)、Kusuda et al. (2014)により外

挿での予測がなされており、それぞれの Cl 濃度（mg/L）は、43,000、54,000、42,000 とされて

いる。表 3.1.2-1 及び表 3.1.2-2 には最新の研究である Kusuda et al. (2014)の推定値を示す。 

スラブ起源水、化石海水・油田かん水の大まかな特徴をまとめると以下のようになる。 

 

① スラブ起源水の特徴：酸素同位体比が大きく熱水側（高い値）へシフトする。Na、Cl を多

く含み海水と似た水質を示すが、溶存元素濃度が海水より高い場合がある。ガスが付随す

る場合が多く、その組成は二酸化炭素が主であることが多い。溶存している He 同位体比は

非火山地域にあっても高く、マントル起源の He が含まれていると考えられる。西南日本で

は有馬温泉と似た起源水が胚胎し、東北日本で有馬温泉よりは溶存成分濃度の低いものが

胚胎しているとされているが、東北日本における報告事例は少ない。 

② 化石海水・油田かん水の特徴：水素酸素同位体比は海水に近いが、酸素同位体比が高い側や

低い側へシフトすることがある。水質は海水に似るが、溶存イオンの濃度比は海水とは異

なる。ガスが付随する場合は、メタンが主成分である。地層中の有機物に含まれる Br や I

が溶出して、海水よりも高い Br/Cl、I/Cl を示す事例が多い。 

 

端成分の性質としては上述のように大別できるが、実際に地表で湧出する深部流体は胚胎する

地質環境下での水岩石相互作用や、種々の地下水との混合が起きる。そのため、採取した深部流

体様の地下水の起源を知るには、溶存元素や希ガス同位体比などに基づいて端成分の検出や混合

率の評価を行う必要がある。 

 

 文献調査のまとめ 

スラブ起源水、ならびに化石海水・油田かん水の形成機構と分布、水質の事例について取りま

とめた。スラブ起源水の水質は大局的に前弧側、火山フロント付近、背弧側、西南日本前弧側の

四つに分けることができる。 

化石海水や油田かん水は、長期にわたり緩やかな続成作用を受けながら滞留している海水であ

り、日本の沿岸部の深部に広く分布すると考えられるが、研究対象として詳細に検討された地域

は多くない。 

各地域の調査結果からスラブ起源水、化石海水・油田かん水のそれぞれの端成分を大別するこ

とはできるが、例えばスラブ起源水において東北日本での水質は西南日本における有馬型熱水ほ

ど明らかではなく、さらなる事例の収集及び検討が必要である。また、実際に地表で湧出する深

部流体は胚胎する地質環境下での水岩石相互作用や、種々の地下水との混合が起きる。そのため、

採取した深部流体様の地下水の起源を知るには、溶存元素や希ガス同位体比などに基づいて端成

分の検出や混合率の評価を行う必要がある。 
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3.1.3  現地調査 

深部流体を含むと考えられる温泉などでの採水を行い、水質・同位体データを取得した。今回

取得したデータに対して、既往の混合評価手法の適用を行い、評価手法の制約や得られた結果の

妥当性について検討を行った。 

 採水調査 

温泉水の採取は、既往の文献においてスラブ起源水の混合が示されている（例えば、Morikawa 

et al., 2016）紀伊半島で実施した。また、新潟県、秋田県のボーリング孔から油田かん水を採取

した。温泉水は 14 地点、油田かん水は 3 地点から得た。採取時の状況、分析データを表 3.1.3-1

に示す。 

 

表 3.1.3-1 本研究で採取した地下水の水質 

 

 

いずれのデータも地上において採取したものである。温泉の多くは、源泉よりくみ上げた水を

一旦貯留タンクへ送り、そこから浴場に配泉するシステムを取っており、ほとんどのデータは貯

留タンクより得られたものである。油田かん水については、孔から石油・ガスを取る過程で分け

られたかん水を地上の分離装置から採取した。 

 

 水質評価、混合評価 

深部流体の混合評価方法については、水の安定同位体比を用いた汎用的な分類方法の他、産業

技術総合研究所（2016）、大沢ほか（2010）による種々のプロットや He 同位体比を用いたマン

トルに由来する He の混合評価法（例えば、Sano and Wakita, 1985 ; Morikawa et al., 2016）な

どが提案されている。本項目ではこれらのうち、水の安定同位体比に基づく分類法、Li-Cl-Br 法、

Li-Cl-B 法及び I/Cl-Br/Cl 法を用いて、本研究で採取した紀伊半島の温泉水ならびに東北地方日

本海側の油田かん水をプロットした結果について述べる。 

 

 1) 水質の概要 

図 3.1.3-1 に本研究で採取した温泉水・油田かん水のトリリニアダイアグラムを示す。このダ

イアグラムは、水に溶存する主要イオン 6 種（Na(+K)、Mg、Ca、Cl、HCO3、SO4）の濃度比を

プロットしたものである。 

Na+K Mg Ca Cl ALK SO4 Li Br B I δD（‰) δ18O（‰）

mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L ‰ ‰

A温泉 144 0.0 12.6 207.5 0.7 6.33 0.52 0.76 0.69 0.02 -42.0 -6.9

B温泉 431 1.8 24.9 204.1 13.4 14.75 2.06 0.64 3.34 0.02 -45.3 -7.3

C温泉 349 2.2 34.1 170.6 11.8 4.46 1.37 0.52 2.34 0.02 -46.0 -7.1

D温泉 69 0.2 4.3 7.9 2.3 9.59 0.07 <0.05 0.18 － -53.2 -8.5

E温泉 390 1.4 14.5 103.8 14.9 2.26 2.00 0.33 3.91 0.01 -50.3 -7.9

F温泉 9716 785.1 854.2 18388.1 3.8 491.25 3.93 72.49 100.40 0.36 -8.7 0.4

G温泉 1225 1358.4 2880.0 9044.5 54.5 <5.0 0.84 24.73 103.50 0.25 -50.4 -5.6

H温泉 996 235.4 634.1 2963.6 4.0 105.94 0.05 13.56 1.18 0.07 -49.5 -7.1

I温泉 504 1.8 13.6 336.1 12.7 8.50 0.50 1.19 6.08 0.11 -49.9 -7.9

J温泉 10 2.3 24.0 8.9 1.0 15.47 － 0.15 － － -57.0 -8.3

K温泉 5783 211.1 354.9 9731.6 10.3 12.93 2.31 34.55 107.90 0.42 -44.3 -3.0

L温泉 3040 99.7 269.0 3431.7 62.1 1.37 27.88 13.21 92.00 0.06 -61.6 -7.8

M温泉 － 0.0 1.0 5.4 2.4 18.82 0.17 <0.05 4.14 0.01 -55.5 -8.7

N温泉 2545 58.4 115.3 2350.9 56.9 5.97 5.74 9.29 77.72 0.15 -56.5 -6.9

油田かん水A 3910 0.5 992.0 7360.0 1.7 80.00 1.37 45.80 13.00 48.70 -12.7 1.7

油田かん水B 8600 20.9 122.0 11400.0 29.0 30.00 1.58 89.40 150.00 11.20 -9.6 -0.9

油田かん水C 7619 5.0 18.7 9850.0 50.5 2.70 0.05 52.30 70.00 16.40 -10.1 1.5

サンプル名
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図 3.1.3-1 平成 30 年度採水分の水質データ（トリリニアダイアグラム） 

 

紀伊半島の深部流体研究において、田中ほか（2013）、Morikawa et al. (2016)では、深部流体

の湧出に断層が関わっているとしている。そこで、本研究で得られた紀伊半島の温泉（14 地点）

について、中央構造線活断層系と温泉の湧出地点との間の水平距離によって、A と B の二グルー

プに分けて示す。A グループは中央構造線活断層系から 20 km 以遠、 B グループは 20 km 以内

の地点で湧出する温泉水である。A グループはほとんどが Na-HCO3 型の水質を示す。それに対

して B グループの水質は、A グループよりバラエティに富むものの、Na-Cl 型が比較的多い。高

濃度の Cl が深部流体の特徴の一つであることを踏まえると、紀伊半島においては B グループの

地域で深部流体の寄与が大きいことが示唆される。 

油田かん水（3 地点）については、いずれも Na-Cl 型の水質を示す。これは日本の油田かん水

に多く見られる水質と一致する（加藤ほか, 2000）。 

 

 2) 水の安定同位体比を用いた混合評価手法 

図 3.1.3-2 に、水の酸素・水素安定同位体比（δD、δ18O）を用いたδ-ダイアグラム、図 3.1.3-3

にδD-Cl ダイアグラムを示す。これらのダイアグラムは、起源によってδD、δ18O の値が異な

ることを利用して地下水の起源や混合を議論する手法である。 
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図 3.1.3-2 平成 30 年度採水分のδD、δ18O の分析結果 

 

 

図 3.1.3-3 平成 30 年度採水分のδD、Cl 濃度の分析結果 

 

両図には、今回採取したデータの他、鉱物脱水流体の代表値として Kusuda et al. (2014)によ

る有馬温泉の端成分の推定値、大沢ほか（2010）による続成流体の端成分、加藤・梶原（1986）

及び加藤ほか（2000）による日本海沿岸地域の油・ガス田付随水の分布範囲を示す。大沢ほか（2010）

による続成流体とは、帯水層中の粘土鉱物に含まれる水が海水と相互作用して生成したものであ

る。 

紀伊半島の温泉水については、グループ間で明確な違いが見られる（図 3.1.3-2）。A グループ

はすべてのデータが天水線（Craig, 1961）のごく近傍にプロットされ、いずれの温泉水も天水の

寄与が非常に大きいことが推察される。一方、B グループは、天水線上にプロットされるもの

（No.13 など）と、明らかに天水線から外れてδ18O が大きい位置にプロットされるものとがあ

有馬温泉の端成分 
(Kusuda et al., 2014) 

海水 続成流体の端成分 
(大沢ほか, 2010) 

日本海沿岸地域の油田かん水 
(加藤・梶原, 1986 ; 加藤ほか, 2000) 

天水線 
(Craig, 1961) 

続成流体の端成分 
(大沢ほか, 2010) 

有馬温泉の端成分 
(Kusuda et al., 2014) 

海水 

日本海沿岸地域の油田かん水 
(加藤・梶原, 1986 ; 加藤ほか, 2000) 
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る（特に No.7、11）。後者は、有馬温泉の端成分と前者とを結んだ直線付近に分布していること

から、この地域の天水（No.13 など）と鉱物脱水流体との混合関係を示しているものと考えられ

る。 

油田かん水については、既往研究の結果（加藤ほか, 2000）と同様の位置にプロットされる。

また、大沢ほか（2010）に示される粘土鉱物の関与する続成流体の位置にも近い。油田かん水は

粘土鉱物の影響を受けているという考え方があり（加藤ほか, 2000）、今回の結果はこれと整合的

である。 

δD-Cl ダイアグラム（図 3.1.3-3）においても、δ－ダイアグラム（図 3.1.3-2）で見られるの

と同様の温泉水、油田かん水の分布傾向が見られる。 

このように、δD、δ18O を用いた評価手法は、多くの分析事例があり、端成分の推定事例も多い

ことから、深部流体の起源や混合状態の推定に有効であると考えられる。 

 

 3) 微量元素濃度を用いた混合評価手法 

深部流体に特徴的に含まれると考えられる微量元素の濃度比を用いて、深部流体の混合を評価

する手法が、ここ 10 年ほどの間に開発されてきた。本項目では、いくつかの手法を平成 30 年度

に採水したサンプルのデータに対して適用することで、各手法の有効性の検討を行う。微量元素

の濃度そのものではなく濃度比を用いるメリットとしては、深部流体が天水によってある程度希

釈されている場合でも、深部流体が混入しているかどうかの判別が可能であるという点である。

すなわち、深部流体に含まれるが天水には含まれない溶存成分に着目すれば、天水によって深部

流体が希釈されてもそれらの濃度の比は保存されるため、深部流体の存在が判別できることが期

待される。 

 

 ① Li-Cl-Br 法 

Li-Cl-Br 法は、産業技術総合研究所（2016）による Li、Cl、Br を用いた深部流体の評価手法

である。この三つの微量元素の比を用いて、三角図上のプロット位置（区分 A～D）でスラブ起

源水とそれ以外の水とを区別できることが期待される。Li、Cl、Br が採用されているのは、以下

のような理由による。Li は高温で岩石から水に溶出し、その後温度が下がっても沈殿しない

（James et al., 2003）ため、高温での水―岩石反応の指標と考えられる。Cl はスラブ起源水に

多量に含まれる一方、鉱物に取り込まれにくい元素である。Br は一般に海底堆積物起源が考えら

れる（今橋ほか, 1996）ため海水起源の地下水に多く含まれ、一方でイオン半径の関係で Cl 鉱物

に取り込まれにくいため鉱物脱水流体の Br/Cl 比は低いと考えられる（産業技術総合研究所, 

2014）。 

図 3.1.3-4 は、平成 30 年度採水分のデータへの Li-Cl-Br 法の適用結果である。なお、産業技

術総合研究所（2016）では濃度分析値の精度を保つ観点から Cl 濃度が 200 mg/L 以上のデータ

のみをプロットしているが、本研究においては低濃度においても信頼できるデータを取得してい

るため、全てのサンプルデータをプロットしている。データの全体的な分布傾向は産業技術総合

研究所（2016）の東北日本・西南日本の結果と似ている。今回採水した油田かん水は 3 地点とも

区分 D にプロットされる一方、図 3.1.3-2 で明らかに鉱物脱水流体の混合が見られた No.7 と

No.11 のデータも区分 D 付近にプロットされてしまい、スラブ起源水と油田かん水とを区別する

ことができていない。産業技術総合研究所（2016）によると、東北日本では区分 D（三角図中の

水色のエリア）に海水や天水起源の地下水が、区分 A - C（桃、黄、緑色のエリア）にスラブ起源

水がプロットされる傾向がある一方、西南日本ではそれほど明確に分かれないという結果が得ら

れている。今回のデータについても同様の傾向が見られる。 
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図 3.1.3-4 平成 30 年度採水分の温泉水・油田かん水への Li-Cl-Br 法の適用結果 

 

 ② Li-Cl-B 法 

Li-Cl-B 法は、大沢ほか（2010）及び網田ほか（2014）による Li、Cl、B を用いた評価手法で

ある。Li と Cl が採用されている理由は Li-Cl-Br 法と同様である。B は粘土鉱物の層間に B(OH)3

として存在し、温度上昇による層間水の脱水に伴って排出されると考えられるため、粘土鉱物由

来の続成流体の指標となりうる。スラブ深度の増加に伴って、スラブ由来の水が、海水に近い間

隙水、B に富む続成流体、Li に富む鉱物脱水流体の順に変化していく過程が、このダイアグラム

中の矢印のような組成変化経路として示されている。 

図 3.1.3-5 は、平成 30 年度採水分のデータへの適用結果である。データの全体的な分布傾向と

しては、大沢ほか（2010）による組成変化経路ライン上に乗っているように見える。また、大沢

ほか（2010）ではこのダイアグラムの右下端付近に天水起源地下水がプロットされると予想して

おり、今回採水したもののうち、A グループのデータが右下にまとまってプロットされるのはこ

の予想と整合的である。ただし、δD、δ18O から見ると鉱物脱水流体の影響がさほど大きくないと

考えられる No.9 や No.14（図 3.1.3-2）が、図 3.1.3-5 では組成変化経路の矢印の終点付近にプ

ロットされるなど、個々のデータを見ると必ずしも予想通りの分布にはなっていない。東北地方

の日本海側で得られた油田かん水については、粘土鉱物の脱水流体に近い位置にプロットされて

いる。油田かん水は粘土鉱物との相互作用の影響を受けていると解釈される（加藤ほか, 2000）

ことから、整合的な位置にプロットされていると言える。一方で、紀伊半島の温泉水については、

上述の通り、必ずしも図に示される水質形成の傾向に従わない。本手法の有効性については引き

続き検討が必要であると考えられる。 
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図 3.1.3-5 平成 30 年度採水分の温泉水・油田かん水への Li-Cl-B 法の適用結果 

 

 

 ③ I/Cl–Br/Cl 法 

I/Cl-Br-Cl 法は、産業技術総合研究所（2016）による、I（ヨウ素）を用いた評価手法である。

鉱物脱水流体の Br/Cl 比は低いと考えられる（産業技術総合研究所, 2014）ことと、I は海底堆積

物や有機物由来のものが多く（Muramatsu and Wedepohl, 1998; Amachi, 2008）、マントル、火

山ガス、堆積物間隙水、海水などの間で I/Cl 比が異なる（Sumino et al., 2010）ことから、この

ダイアグラム上で鉱物脱水流体と続成流体を区別できることが期待される。産業技術総合研究所

（2016）では東北地方の地下水の分析データを用いて本手法を開発し、鉱物脱水流体や有機物起

源の寄与が大きい地下水については概ね Li-Cl-Br 法の結果と整合的であるが、一部整合が取れて

いないデータもあるとしている。 

図 3.1.3-6 は、平成 30 年度採水分のデータへの適用結果である。有機物起源と考えられる油田

かん水のデータは全て有機物分解の端成分付近にプロットされる。また、水の安定同位体比から

鉱物脱水流体の寄与が示唆される温泉のうち、No.7 については海水と鉱物脱水流体との混合ライ

ン付近にプロットされる。しかし No.7 以外の紀伊半島の温泉は、いずれも鉱物脱水流体付近で

はなく海水と有機物起源（＋続成流体）との混合ライン付近に分布しているように見える。産業

技術総合研究所（2016）の解析結果では、鉱物脱水流体の寄与が大きいと考えられる Li/Cl > 0.001

のものは鉱物脱水流体に向かって分布するような傾向が見られたが、今回採水分に関してはその

ような傾向も見られなかった。 
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図 3.1.3-6 平成 30 年度採水分の温泉水・油田かん水への I/Cl–Br/Cl 法の適用結果 

 

 ④ まとめ 

地下水溶存元素のうち、Cl は沈殿生成しづらく、地層中の鉱物への吸着などの相互作用が少な

い流動性の高い元素である。Br は鉱物に取り込まれにくいため鉱物脱水流体中の Br/Cl 比は低

い。I も流動性は高いが、地層中の有機物の影響を受けてその濃度が高くなるという特性を持つ。

また、B、Li は熱水の影響を受けた岩石から溶出し、再沈殿しづらいとされる元素である。よっ

て、これらの元素を用いた深部流体の分類方法は有効であると考えられる。しかしながら、本項

で適用を試みた三つの手法については、少なくとも紀伊半島の温泉群に対しての有効性が必ずし

も高くないことが示唆された。この要因については今後の検討課題である。 

 

 現地調査のまとめ 

既往の報告にある深部流体の分類法について調査するとともに、本研究で採取・分析したデー

タをプロットし、その適用性について検討を行った。それぞれの分類法はある一定の分類をする

ことは可能であるが、Li-Cl-Br 法では西南日本の深部流体を東北日本ほどには明瞭に分類できて

おらず、また、Li-Cl-B 法や I/Cl-Br/Cl 法は紀伊半島の深部流体についての再現性が良くない結

果であった。本研究で得られたデータは紀伊半島と東北地方日本海側の油田かん水のものだけで

あり、また、必ずしも点数は多くないことから、引き続き、採水点数を増やしつつ有効性につい

て検討を行う必要がある。 
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3.1.4  室内試験 

 背景と目的 

深部流体についての既往の調査結果では、深部流体の水質や同位体は天水や海水とは異なった

値を示すことが知られており、そのメカニズムの一つとして粘土鉱物との相互作用が知られてい

る。地下深部の高温環境で水と岩石が接している場合は、水-岩石間で同位体交換が起こりやすく

なるため、水の酸素同位体比が岩石の酸素同位体比に近づく（Truesdell and Hulston, 1980）。低

温環境でも地質年代スケールでは、粘土鉱物と水の間の同位体交換によって、水の水素同位体比

が重く、酸素同位体比が軽くなることが知られている（Savin and Epstein, 1970；Fritz and 

Reardon, 1979; Fritz and Frape, 1982）。さらに、堆積物が圧密を受ける際に生じる粘土鉱物の

イオンフィルトレーションによって水素・酸素同位体比の増加や低下が発生することが Philips 

et al. (1986)や Hitchon and Friedman (1969)によって示されている。このような作用を解明す

るために、粘土鉱物を用いたイオンフィルトレーションの試験も実施されており、高圧かつ海水

環境では水素酸素同位体比にシフトが表れることが確認されている（Coplen and Hanshaw, 

1973; Hanshaw and Coplen, 1973）。また、理論的な検討では、圧密時のイオンフィルトレーシ

ョン作用によって、Cl 濃度が増加する、あるいは Cl 同位体比が軽くなる可能性も指摘されてい

る（Philips et al., 1986）。実際に、国際深海掘削計画（Ocean Drilling Project）における海上ボ

ーリングでは、深部でも Cl 濃度が高く、δ37Cl が-9‰程度まで変化しているものが観測されてい

る（Spivack et al., 2002）。圧密試験によって Cl の同位体比が変化することも確認されている

（Campbell, 1985）。 

上記のように，深部流体の特徴的な水質や同位体比を説明するために、熱や圧密によるいくつ

かのプロセスが候補となり得るものの、明確な証拠に乏しいのが現状である。特にイオンフィル

トレーションについては、深部流体の形成メカニズムに関する議論で度々取り上げられる

（Philips et al., 1986；村松ほか, 2014 など）ものの、室内実験での検討事例，特に 90 年代以降

の事例は豊富とは言えず、実験結果がどこまで天然の環境に適用できるかも不明瞭である。 

一方で，地層処分事業を実施するうえで、深部流体とその他の地下水とを判別する手法が必要

となる。Li/Cl などいくつかの指標が開発されつつあるが、イオンフィルトレーションによって上

述のような同位体比の変化などが生じるのであれば、そのような指標の一つとして用いることが

できる可能性がある。 

以上のような観点から、平成 30 年度はイオンフィルトレーションで生じる水質・同位体比変

化に関する基礎データの取得を目的として、粘土鉱物を用いた室内試験を実施した。 

 

 実験系の構築 

圧縮によって、どのような溶存イオンの濃度変化や同位体比の変化が発生するかを明らかにす

るために、室内試験を実施した。試験は、イオンフィルトレーションを起こしやすいと考えられ

る粘土を用いた。また、堆積岩は海域で堆積する場合が多いことから、海水を用いて試験をする

こととした。 

粘土には、クニピア（モンモリロナイト）とカオリン（カオリナイト）を用いた。これは粘土

鉱物のうち、電気的に不飽和で膨潤性が大きいモンモリロナイトと電気的に中性で膨潤性が小さ

いカオリナイトを比較するためである。試験試料は、均一な試料を得るため、市販の海水をスタ

ーラーで攪拌しながら少量ずつ粘土を投入し、液性が失われない程度の固液比とした。その結果、

初期の粘土/海水の比は、モンモリロナイトでは 0.4、カオリナイトでは 1 程度となった。 

海水で練り混ぜたモンモリロナイトとカオリナイト各 150 g を圧縮抽水装置に入れ、圧縮抽水

を行った。圧縮抽水装置は当所の一軸圧縮型の装置を用いた（木方ほか, 1999）。加圧は油圧ポン
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プで実施した。圧縮抽水装置からの排水は通常は上下で行われるが、液性が高く、装置から漏れ

出る可能性があるため底面排水のみとした。また、内部の水圧は上部の排水孔にブルドン管を接

続して観測した（図 3.1.4-1）。 

 

 

図 3.1.4-1 圧縮抽水試験の装置による粘土の圧縮試験 

 

 試験結果 

圧縮を継続した結果、粘土がシリンジに流出したためそこで一旦試験を中止した。圧縮抽水前

後での含水比と間隙率は、表 3.1.4-1 に示すとおりである。 

 

表 3.1.4-1 圧縮前後の含水比と間隙率 

 

 

表 3.1.4-2 主要溶存イオンと水素酸素同位体比の分析結果 

 

 

 

試料名

項目 含水比 間隙率 含水比 間隙率

圧縮前 250% 86.9% 100% 72.6%

圧縮後 63.6% 62.6% 23.3% 38.2%

モンモリロナイト カオリナイト

抽水量 累積抽水量 Na+ K+ Mg2+ Ca2+ F- Cl- Br- NO3
- SO4

2-

g g mg/l mg/l mg/l mg/l mg/l mg/l mg/l mg/l mg/l

モンモリロナイト1 23.3 23.3 14893 173 530 535 0.49 21958 80 238 3772 -1.8 ±0.3 0.11 ±0.13

モンモリロナイト2 18.3 41.5 14788 165 546 516 ND 21859 79 186 3758 -2.4 ±0.4 0.15 ±0.12

モンモリロナイト3 8.9 50.4 14808 169 546 553 ND 21880 79 186 3761 -1.8 ±0.3 0.06 ±0.10

モンモリロナイト4 14.2 64.6 14470 188 520 523 ND 21412 75 153 3670 -2.3 ±0.5 0.08 ±0.11

カオリナイト1 15.6 15.6 11811 364 1352 503 14.3 21745 82 45 3040 6.2 ±0.4 2.21 ±0.15

カオリナイト2 14.0 29.6 11796 356 1346 513 13.4 21765 82 42 3088 5.9 ±0.3 2.30 ±0.09

カオリナイト3 20.5 50.1 11809 376 1333 567 13.0 21812 83 78 3108 6.1 ±0.3 2.22 ±0.07

カオリナイト4 15.5 65.6 11705 371 1336 529 13.5 21574 83 78 3079 5.2 ±0.3 2.13 ±0.08

カオリナイト5 5.0 70.7 11472 375 1324 561 12.7 21158 79 44 3046 1.8 ±0.5 2.20 ±0.17

海水 - - 10623 356 1311 411 1.4 19047 66 2.07 2576 0.0 ±1.0 0.00 ±0.10

δD δ18O

‰ ‰
試料名
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試験開始前後粘土流出時の圧縮圧力は約 20 MPa とした。この圧力は、圧縮抽水装置で載荷で

きる最も小さいレベルの圧縮圧力である。圧縮前後の粘土の含水比と間隙率を表に示す。圧縮に

伴う排水を約 20 ml ごとにシリンジで採取し、主要溶存イオン、水素酸素同位体比を分析した結

果を表 3.1.4-2 に示す。また、表 3.1.4-2 のうち Na イオンならびに Cl イオン濃度の累積抽水量

に対する変化を図 3.1.4-2 に示す。 

 

 

図 3.1.4-2 Na、Cl イオンの累積抽水量に対する変化 

 

水質は初期に各イオンが海水よりも増加した値が得られ、水素酸素同位体比は重くなった。初

期に濃度が上がったのちはほとんど変化しない結果であった。初期に海水よりも抽水された水の

溶存イオン濃度や同位体比が高くなるのは、粘土の層間に溶存イオンよりも優先的に水分子が取

り込まれ、その結果残された水の溶存物の濃度が高くなったものと考えられる。圧縮抽水中に水

質変化がほとんど見られないことから、今回採取した水は粘土の懸濁水であり、層間から得た水

ではないものと考えられる。地下水と層間水の相互作用を見るためは、より高い圧縮率で間隙水

を絞り出すなどの工夫が必要であると考えられる。 

モンモリロナイトとカオリナイトを比較すると、モンモリロナイトにおいて Na イオンが高く、

カオリナイトが K と Mg イオンが多い傾向となっている。これは、モンモリロナイトやカオリナ

イトのシリカシート内にある Na イオンや、K と Mg イオンが流出した可能性がある。 

今後リーチングなどにより、圧縮前に膨潤した時点での粘土試料中の元素濃度や同位体比など

を求める必要があると考えられる。 

 

 室内試験のまとめ 

深部流体の指標となる成分について検討するために、粘土（モンモリロナイトとカオリナイト）

を海水で練った試料を用いた圧縮抽水試験を実施した。作成した試料の液性が高く、過剰に圧縮

圧力を載荷すると粘土が流出する場合があったが、過剰な間隙水圧を抑制するために、間隙水圧

などを測定することで、適切な圧力で圧縮できるようになり、試料を採取することができた。し

かしながら、今回の結果では、圧縮を継続しても試料の水質変化はわずかであった。今後、より

圧縮率を上げるなどの工夫を行い、層間水の抽出ができるような実験系を確立する必要がある。

また、圧縮前に膨潤した時点での粘土試料中の元素濃度や同位体比などを求める必要がある。 
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3.1.5  まとめ 

深部流体に係る化学的知見の蓄積を目的に、文献調査、現地調査及び室内試験を実施した。文

献調査においては、先行研究を基に深部流体の形成機構と典型的な水質についてまとめ、深部流

体の調査評価のためには、さらなる事例の蓄積や様々な起源の推定・混合評価方法の構築が必要

であることを指摘した。現地調査では、温泉水ならびに油田かん水の採取・分析を行い、その結

果を既往の深部流体の分類事例に当てはめて考察を行った。既往の分類手法が必ずしも深部流体

の特性を明瞭に分けられるものではないことから、引き続き事例の蓄積や分類手法の検討が必要

であることが分かった。室内試験では、水質形成に影響を及ぼす因子のうち、粘土鉱物に着目し、

粘土鉱物との相互作用により生ずる水質の変化についての実験系の構築を行った。今後、圧縮応

力を増加させるなどの工夫を行い、粘土鉱物と地下水の相互作用に関する知見を拡充する。 
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3.2  深部流体の熱的特徴に係る知見の蓄積 

3.2.1  背景と目的 

地層処分システムが長期的に安全機能を発揮するためには、地層処分の場となる地質環境に期

待される閉じ込め機能の観点から、好ましい地質環境特性が長期にわたって維持されることが重

要となる。変動帯に位置するわが国においては、これに関わる自然現象として火山・火成活動、

地震活動・断層運動、隆起・侵食が従来から着目されてきた。しかし近年、経済産業省の総合資

源エネルギー調査会に設置された地層処分技術ワーキンググループにより示された「最新の科学

的知見に基づく地層処分技術の再評価」（地層処分技術 WG, 2014）では、地層処分システムにお

ける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして、「火山性熱水や深部流体の移動・流入」が

挙げられ、深部流体に対する考慮の必要性が最近の科学的知見を踏まえて新たに指摘されている。

また、深部流体は、沈み込むスラブやマントル起源の流体が断裂系などを通じて地表付近に上昇

する（産業技術総合研究所, 2012）もので、pH が低く炭酸化学種が高濃度に含まれるなどの特徴

があり、温度が高い場合には熱環境への影響も考慮すべきであることから、これらが流入する範

囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が生成される可能性があり、概要調査などに

おいてその影響を排除することが望ましい（地層処分技術 WG, 2014）と指摘されている。なお、

「地層処分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度-平成 34 年度）」（地層処分研究開発調整会

議, 2018）では、深部流体として、このようなスラブの脱水を起源とする流体の他に、古海水な

どを起源とする長期停滞水についても言及されているが、3.2 及び 3.3 で述べる研究開発では、

特に前者の深部流体に着目した。 

わが国には、常磐地域、能登半島、新潟平野、紀伊半島など、非火山地帯にも関わらず高温の

温泉が湧出している地域がいくつか存在する（産業技術総合研究所, 2004）。このうち紀伊半島に

は湯の峰（92℃）、白浜（78℃）などといった、前弧域としては特異な高温の温泉が存在する（産

業技術総合研究所, 2005）。温泉井及び掘削井における地化学調査の結果（新エネルギー・産業技

術総合開発機構, 1994）によると、深部からの熱水（約 210℃）の上昇により、1,500 m 深度で

100 - 180℃、地表では最大 92.0℃の温泉が自噴していると報告されている（西村，2000）。紀伊

半島におけるこれらの熱水の起源については、温泉水の同位体組成の他、低周波地震の分布、地

震波速度構造、比抵抗構造といった地球化学・物理学的な情報から、フィリピン海スラブから脱

水した流体が関与していると考えられている（例えば、Umeda et al., 2006; Morikawa et al., 

2016）。また、熱水活動の開始時期については、温泉周辺で熱水変質を生じている堆積岩に含ま

れるジルコンとアパタイトのフィッション・トラック（FT）年代から、開始時期は 600 万年前

頃までさかのぼるとの可能性が指摘されている（花室ほか, 2008; Umeda et al., 2007）。しかし

ながら、より多様な手法も用いることで、その熱的変遷や影響範囲などに関する知見を拡充する

ことは、現状ではその性状や活動性に係る知見に乏しい深部流体の流入が地層処分システムへ及

ぼす熱的影響を評価するうえで重要であると考えられる。 

そこで本事業では、深部流体の流入が高温の温泉の湧出などに関与していると指摘されている

紀伊半島を事例として地質学的手法（流体包有物、鉱物組成などに基づく地質温度計）及び熱年

代学的手法（FT 法、(U-Th)/He 法など）を適用することで、これらの熱水活動の活動継続期間

や、過去に流入した深部流体の温度に係る知見を提示することを目標とする。 

 

3.2.2  地質温度計と熱年代による深部流体の温度・滞留時間の検討 

本事業では、深部流体起源の熱水活動の温度、滞留時間（活動継続時間）、活動時期及び加熱影

響範囲について検討を行う。和歌山県田辺市本宮町平治川で確認された熱水脈露頭を事例対象と

する。 
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 手法の概要 

 1) 地質温度計 

 地質温度計は、相平衡、化学平衡及び化学反応速度における温度依存性の強さを利用して、地

質現象の温度を推定する手法の総称である（金沢ほか，2005）。地質温度計としてよく用いられ

る手法の一つに、石英や方解石などに含まれる流体包有物の均質化温度を用いた手法が知られて

いる（例えば、佐脇，2003）。気液二相の流体包有物を含む薄片試料を加熱冷却台で加熱していく

と、液相が膨張する一方、気相が収縮し、最終的に液相一相のみとなる。この時、流体包有物の

内部圧力と温度は、図 3.2.2-1 の沸騰曲線（BPC; boiling point curve）に沿って変化する。この

液相一相のみになった時の温度を均質化温度（Th ）と呼ぶが、液相一相の流体包有物の内部圧力

は温度にしたがって図 3.2.2-1 のアイソコアに沿って変化するため、流体の塑性に応じた適当な

圧力補正を均質化温度に加えることで、流体包有物の形成温度（Tf ）を決定できる。正確に形成

温度を推定するためには、何らかの方法で流体の組成と形成時の圧力（Pf ）を求めておくことが

望ましい。 

 

 

図 3.2.2-1 気液二相の流体包有物の相図模式図（佐脇，2003） 

 

 

 2) 熱年代学的手法 

 熱年代学は、放射年代測定の応用分野の一つで、加熱に伴う娘核種の散逸などによって起こる

年代値の若返りを基に、試料が経験した熱履歴を推定する学問領域である。年代値が若返る温度

は閉鎖温度と呼ばれ、Dodson (1973) によれば以下の数学的モデルで記述される： 

 

𝐸

𝑅𝑇𝑐
= ln (−

𝐴𝑅𝑇𝑐
2 𝐷0 𝑎2⁄

𝐸 𝑑𝑇 𝑑𝑡⁄
) 
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ただし、E は活性化エネルギー、R は気体定数、Tcは閉鎖温度、A は幾何定数（球は 55、円柱は

27、平板は 8.7）、D0は拡散係数、a は拡散ドメイン、dT/dt は冷却速度である。閉鎖温度の値は、

用いる熱年代計の種類、すなわち核種と鉱物の組み合わせに固有である。一般に用いられる主な

熱年代計の閉鎖温度を表 3.2.2-1 に示す。一般に引用される閉鎖温度の値は、106 ~ 107年間の加

熱に対して、年代が若返る温度であるが、より短時間の加熱に対しては、さらに高い温度が年代

の若返りには必要となる（図 3.2.2-2）。 

 本事業では、対象とする熱水活動の熱影響の大きさを考慮して、フィッション・トラック（FT）

法と(U-Th)/He 法の適用を検討する。フィッション・トラック法は、ウラン 238 の自発核分裂に

よって鉱物中に生じる長さμm オーダーの線状損傷（FT）を娘核種の相当物として用いた熱年代

計である。閉鎖温度は、アパタイトで 90 - 120℃（Ketcham et al., 1999）、ジルコンで 300℃程

度である（Yamada et al., 2007; Ketcham, 2019）。FT は、加熱により短縮していき、最終的に

消滅するというプロセスをたどるため、FT の減少（FT 年代の若返り）に加えて、FT 長の分布

を測定することで、より詳細な熱履歴の解析が可能である（Gleadow et al., 1986）。 

 (U-Th)/He 法は、ウラン 238、235、トリウム 232 がα壊変とβ壊変を繰り返し、鉛同位体に

変化する際などに放出されるα粒子、すなわちヘリウム 4 の原子核を娘核種とした熱年代計であ

る。閉鎖温度は、アパタイトで 55 - 80℃（Farley, 2000）、ジルコンで 160 - 200℃（Reiners et 

al., 2004）である。FT 法と比較して娘核種の生成速度が速いため、潜在的にはより高い時間分解

能を持つという利点がある。 

 

表 3.2.2-1 代表的な熱年代計の閉鎖温度 

壊変系 鉱物 
閉鎖温度 

（℃） 

U-Pb ジルコン >900 

 アパタイト 425~500 

40Ar/39Ar 角閃石 400~600 

 黒雲母 350~400 

FT ジルコン 330~350 

 アパタイト 90~120 

(U-Th)/He ジルコン 160~200 

 アパタイト 55~80 
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図 3.2.2-2 様々な熱年代計の年代が若返る温度と時間 

ジルコン FT 法（ZrFT）のグラフは Yamada et al. (2007)の parallel-linear モデルで計算した。

ジルコン(U-Th)/He 法（ZrHe）、アパタイト FT 法（ApFT）、アパタイト(U-Th)/He 法（ApHe）に

ついては、Reiners (2009)にしたがって計算した。 

 

 

 3) 熱水活動の温度、滞留時間、活動時期及び加熱影響範囲の検討方法 

 本事業では、地質温度計と熱年代計を組み合わせることによって、熱水脈を形成した昔の熱水

活動について、到達温度、滞留時間（加熱の継続時間）、活動時期及び加熱の影響範囲について検

討する（図 3.2.2-3）。熱水活動の到達温度については、熱水脈から採取した試料に地質温度計を

適用することで推定する。例えば、流体包有物の均質化温度を利用する。滞留時間、すなわち加

熱の継続時間については、熱年代計を利用する。上述の通り、熱年代計の若返りの程度は、加熱

温度と加熱時間の二つのパラメータによって決定される。熱水脈直近の母岩試料について熱年代

計を適用すれば、その年代値の若返りは熱水活動の到達温度と滞留時間によって決まる。ここで、

熱水活動の到達温度は地質温度計によって別途推定されているため、熱年代の若返りからは、滞

留時間を制約することが可能である。例えば、到達温度が 300℃の場合、ジルコン FT 年代が完

全にリセットされるには数万から数十万年、同じくジルコン(U-Th)/He 年代のリセットには数千

年、アパタイト FT 年代のリセットには数百時間の加熱時間が必要となる（図 3.2.2-2）。年代値

のリセットが不完全だった場合は、FT 長解析やモデリングと組み合わせることにより、加熱時

間の制約が可能である。熱水活動の時期については、完全にリセットされた年代値が示す時代か

ら推定することができる。アパタイト FT 法は比較的閉鎖温度が低いため、熱水活動によって年

代が完全にリセットしていることが期待できる。熱的影響の空間分布については、熱水脈から距

離を置いて採取した母岩試料に対して、熱年代解析を実施することで推定できる。 
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図 3.2.2-3 本事業の検討項目と試料採取戦略 

 

 地質 

 1) 紀伊半島 

事例対象となる紀伊半島の地質は、中央構造線から南に向かって、主に三波川帯、秩父帯及び

四万十帯といった付加体から成る。中でも特に広範囲に分布するのは四万十帯で、北から南に向

かって、上部白亜系の日高川層群、暁新統から中部始新統の音無川層群及び中部始新統から下部

中新統の牟婁層群に細分され、チャート、緑色岩類、泥岩、砂岩、礫岩及び砂岩泥岩互層から成

る（吉松ほか，1999）。また、局所的には、中新世の火成岩類（熊野酸性岩類、大峰酸性岩類など）

や堆積岩類（熊野層群、田辺層群）が分布する。熊野酸性岩類は、神ノ木流紋岩、流紋岩質凝灰

岩及び花崗斑岩の三つの岩相に分けられる（吉松ほか，1999）。 

 

 2) 試料採取 

試料の採取は、花室ほか（2008）の熱水脈露頭の分布を参考としつつ、和歌山県田辺市本宮町

平治川で実施した。対象とした熱水脈の露頭は三か所である。加えて、近くに分布している熊野

酸性岩の岩脈による熱影響を評価するために、熊野酸性岩の露頭一か所からも試料を採取した（図 

3.2.2-4）。熱水脈の露頭からは、熱水脈本体から流体包有物の均質化温度の測定用試料を 1 点、

母岩部分から熱年代測定用の試料を 4,5 点採取した。採取位置は、熱水脈からの距離に応じて決

定した（表 3.2.2-2）。母岩は四万十帯白亜系の砂岩優勢砂岩泥岩互層で、その中から砂岩優勢の

部分を選んで採取した。これは、熱年代解析に適した粒径の大きな（数 10μm 以上）鉱物が含ま

れている箇所を採取するためである。熱水脈は、黄銅鉱や黄鉄鉱が濃集しており、褐色の沈殿物

の沈積が認められた。 
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図 3.2.2-4 試料採取地点位置図 

 

 

表 3.2.2-2 採取試料リスト 

地点名 試料名 母岩／熱水脈 用途 脈からの距離 

HJG1 HJG1-F 熱水脈 流体包有物 - 

 HJG1-0m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 0 m 

 HJG1-1m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 1.1 m 

 HJG1-3m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 3.1 m 

 HJG1-10m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 9.9 m 

 HJG1-20m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 17.1 m 

HJG2 HJG2-F 熱水脈 流体包有物 - 

 HJG2-0m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 0 m 
 

HJG2-1m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 0.7 m 
 

HJG2-3m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 2.3 m 
 

HJG2-10m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 10.2 m 

HJG3 HJG3-UPb 母岩（熊野酸性岩類） U-Pb 年代測定 - 

HJG4 HJG4-F 熱水脈 流体包有物 - 
 

HJG4-0m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 0 m 
 

HJG4-1m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 1.2 m 
 

HJG4-3m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 4.2 m 
 

HJG4-10m 母岩（四万十帯砂岩） 熱年代 11.7 m 

 

 

ＨＪＧ1 

ＨＪＧ2 

ＨＪＧ3 

ＨＪＧ4 

500 m 
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 鉱物分離 

熱年代測定用の 13 試料について鉱物分離を実施した。分離の対象鉱物はアパタイトとジルコ

ンである。鉱物分離は、株式会社京都フィッション・トラックに依頼した。岩石試料は粉砕、ふ

るい掛けの後、重液や磁石を用いて対象鉱物を濃集した。鉱物分離結果は表 3.2.2-3 の通りであ

る。ジルコンについては、全 13 試料から、熱年代解析に十分な量の粒子数が得られた。アパタイ

トについては、粒子数が全体的にやや少なく細粒ではあるものの、HJG4-0m を除く全ての試料

でアパタイトの含有が確認できており、鉱物分離量を増量することにより、熱年代解析が実施で

きる見込みである。 

 

表 3.2.2-3 鉱物分離結果 

# 試料名 

母岩 

処理量 

（kg） 

分離結果 

アパタイト粒子数

（個） 

ジルコン粒子数

（個） 
備考 

1 HJG1-0m 0.20 100（細粒） 5,000（淡褐色） Anatase, Py 

2 HJG1-1m 0.20 800（細粒） 104（淡紫色） Py 

3 HJG1-3m 0.20 1,000（細粒） 104（淡紫色） Py 

4 HJG1-10m 0.20 700（細粒） 104（淡紫色） Py 

5 HJG1-20m 0.20 100（細粒） >104（紫色） Py 多し 

6 HJG2-0m 0.20 300（細粒） 104（淡紫色） Py 多し 

7 HJG2-1m 0.20 100（細粒） 104（紫色） Py 多し 

8 HJG2-3m 0.20 1500（細粒） >104（紫色） Py 多し 

9 HJG2-10m 0.20 30~40（細粒） 104（紫色） Py 多し 

10 HJG4-0m 0.20 不明（細粒） 104 Py 多し 

11 HJG4-1m 0.20 500（細粒） 104（紫色） Py 多し 

12 HJG4-3m 0.20 800（細粒） 104 Py 多し 

13 HJG4-10m 0.20 1,000（細粒） >104（紫色）  

 

 

3.2.3  まとめ 

深部流体起源の熱水活動の温度や滞留時間などの検討を目的として、紀伊半島の和歌山県田辺

市本宮町平治川の熱水脈露頭において岩石試料を採取した。採取した試料からは、概ね良質な対

象鉱物が得られており、熱年代学的手法の適用が期待できる。今後は、これらの試料を用いて、

流体包有物の均質化温度を用いた地質温度計や、FT 法や(U-Th)/He 法といった熱年代学的手法

の分析を進める予定である。 
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3.3  深部流体の移動経路に関する検討 

3.3.1  背景と目的 

3.2.1 で既に述べたように、地層処分の場となる地質環境に期待される閉じ込め機能の喪失に

つながる事象の一つとして、深部流体の流入を考慮する必要がある。また、その流入の可能性や

地質環境への影響を適切に評価するためには、3.1 及び 3.2 で述べた深部流体そのものの化学的・

熱的性状の他に、流入の経路となり得る地質環境の特性（流体の移動に関与する断層やクラック

の性状など）に関する知見を得ておくことが重要であると考えられる。 

流体の移動に関与する断層やクラックの性状などを知るために有効な手法の一つとして、S 波

スプリッティング解析を挙げることができる。一般に、地殻を構成する岩石内にクラックが高密

度に発達した異方性媒質を S 波が通過すると、異なる伝播速度をもち、互いに直交する方向に振

動する二つの S 波に分裂するという現象が生じる。この現象のことを S 波スプリッティングとい

い、S 波の振動方向によって伝播速度が異なる性質のことを S 波の偏向異方性という。なお、断

層についても、微視的な視点で見れば、微小なクラックの集合体として捉えることができるため、

地殻内に存在する一種の異方性媒質として扱うことができる。この時、速い S 波の振動方向は、

異方性媒質に作用する水平最大圧縮応力軸（SHmax）の方位に一致する。また、観測点に速い S 波

が到達してから遅い S 波が到達するまでの時間差（dt）については、S 波が通過した異方性媒質

内に存在する単位体積当たりのクラック密度が高いほど、大きくなることが知られている

（Savage, 1999）。さらに、dt の値は、クラックの延びる方向に対する S波の入射方向にも強く

依存し、クラックの長軸方向に対して S 波が平行な方向から入射した場合に、最も大きくなるこ

とが理論的に明らかにされている（Hudson, 1980, 1981）。以上述べたような S 波スプリッティ

ング現象に関する性質を利用することにより、流体の移動経路となり得るクラックの性状や、ク

ラック密度、断層面の存在といった情報を抽出することが可能になると考えられる。そのために

は、まず、震源から観測点へと至る地震波の伝播経路を正確に求めておくことが重要である。 

そこで本事業では、深部流体の流入が高温の温泉の湧出などに関与していると指摘されている

紀伊半島を事例として、地震波解析（三次元波線追跡及び S 波スプリッティング解析）による地

殻内クラック性状に係る情報の収集を通じて、流入経路となり得る地質環境の特徴に係る知見の

抽出を試みる。 

 

3.3.2  実施内容 

 三次元波線追跡 

次項で述べるS波スプリッティング解析によって得られる地震波速度異方性に係るパラメータ

（スプリッティングした S 波の偏向方位及び到達時間差）は、解析に用いたそれぞれの震源－観

測点間の伝播経路上における地震波速度異方性が積算されたものである。そのため一般に、地震

波の伝播経路が異なれば、得られる地震波速度異方性のパラメータもそれぞれ異なることとなる。

ここでは、地下深部（地殻）における地震波速度異方性の空間的な特徴を検討するために必要と

なる伝播経路を精密に推定するため、紀伊半島下の地殻及び上部マントルを対象とした三次元波

線追跡を実施した。 

三次元波線追跡には、Zhao et al. (1992) による高速波線追跡法を用いた。解析では、Moho 面

やフィリピン海スラブ上面といった地震波速度不連続面における地震波線（地震波の伝播経路）

の屈曲はスネルの法則にしたがいつつ、それぞれの地震波速度不連続面間においては Um and 

Thurber (1987) による pseudo-bending 法を用いて、震源－観測点間の地震波線を繰り返し計算

によって求めた。 

本解析に用いた地震波速度構造を図 3.3.2-1 に示す。解析では地震波速度不連続面として、地
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表付近の地震波速度モデル（藤原ほか, 2009）、Moho 面、Conrad 面の深さ分布（Katsumata, 

2010）、フィリピン海スラブ上面の深さ分布（Hirose et al., 2008）及び既存の地震探査（Kodaira 

et al., 2000; Nakanishi et al., 2002；伊藤ほか, 2007; Ito et al., 2009）を参考として海洋スラブ

の Moho 面（海洋地殻の厚さは一様に 8.0 km とした）の分布を考慮した。また、それぞれの層

内における地震波速度は、既存の地震探査や地震波トモグラフィーに係る研究（Nakajima and 

Hasegawa, 2007; Hirose et al., 2008）を参照して設定した。なお、海洋地殻及びスラブマントル

の S 波速度は、平均的な上部マントルの地震波速度に比べてそれぞれ-8.0 %及び+8.0 %に相当す

る速度とした。以上の方法に基づいた三次元波線追跡の事例（図 3.3.2-1）では、それぞれの地震

波速度不連続面及び各層内における地震波線の屈曲が計算により再現されており、次項で述べる

地震波速度異方性の空間的特徴を検討するうえで有用であると考えられる。 

 

 

図 3.3.2-1 三次元波線追跡結果の例 

挿入図におけるコンターはフィリピン海スラブ上面の深さ(km)分布を示す。赤丸及び黒星印は、

それぞれ通常地震及び低周波地震の震源を示す。 

 

 S 波スプリッティング解析 

解析には、防災科学技術研究所の高感度地震観測網（Hi-net）が公開している連続波形データ

を用いた。これらの波形データは、Hi-net に加え、東京大学地震研究所（ERI）、京都大学防災研

究所（DPRI）、気象庁（JMA）及び産業技術総合研究所（AIST）の地震観測点で収録された波形

記録から成っている。本研究では、以下の異なる二つの地震のグループに対して、別々に解析を

行った。一つめの地震のグループは、2004 年 6 月から 2008 年 11 月までの 4 年半の間に紀伊半

島の深さ 80 km 以浅に発生したマグニチュード（M）3-4 の地震の中で、少なくとも 30 点以上

の観測点で観測されている 11 個の地震である。これらの地震は、奈良県から和歌山県にかけて

の地域にまたがるように分布する。図 3.3.2-2 にこれらの地震の震央分布を星印で示す。これに

対して、二つめの地震のグループは、2009 年 6 月から 2010 年 1 月までの約半年間に和歌山県南

西部に発生した M1-4 の地震である。図 3.3.2-2 にこれらの地震の震央分布を丸印で示す。 

S 波スプリッティング解析を行う上においては、S 波の立ち上がりが明瞭であり、その到達時

を正確に判断できることが重要である。しかし、S 波が地表面に入射した際に S 波から P 波への

変換波が生じることがあり、この変換波が S 波到達時の正確な読み取りを妨げる原因となる
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（Booth and Crampin, 1985）。そのため、本事業では、鉛直下向きから測った観測点への波線の

入射角が 35°以内となるような震源と観測点の組み合わせのみを解析の対象とした。 

S 波スプリッティング解析には、Silver and Chan (1991) による手法を用いた。この手法では、

まず、南北動成分と東西動成分の地震波形記録を用いて、北から時計回りに角度 φ だけ回転した

方向の成分（λ1 成分）とこれに直交する方向の成分（λ2 成分）の波形記録を計算する。次に、λ2

成分の波形記録を時間差 dt だけ進ませた波形を計算する。最後に、λ1 成分を縦軸、λ2 成分を横

軸にとって S 波の振動方向の時間変化を示す軌跡（パーティクルモーション）を描き、パーティ

クルモーションが最も直線的となる場合の φ 及び dt の値を求める。この時の φ が速い S 波の振

動方向、dt が速い S 波と遅い S 波の到達時間差となる。本事業では、速い S 波と遅い S 波は互

いに良く似た波形を示すという一般的な性質（Fukao, 1984）に基づき、λ2 成分の波形記録を時

間差 dt だけ進ませた波形と λ1 成分との間の相互相関係数の絶対値が 0.8 以上となった場合のみ

を解として採用した。 

 

 

 

 

図 3.3.2-2 S 波スプリッティング解析に用いた震源及び観測点の分布 

星印は 2004 年 6 月から 2008 年 11 月までの 4 年半の間に紀伊半島の深さ 80 km 以浅に発生

したマグニチュード（M）3-4 の地震の中で、少なくとも 30 点以上の観測点で観測されている地

震、丸印は、2009 年 6 月から 2010 年 1 月までの約半年間に発生した M1-4 の地震である。 
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図 3.3.2-3 S 波スプリッティング解析の結果 

バーの向きは速い S 波の振動方向（φ）、バーの長さは速い S 波と遅い S 波の到達時間差（dt）

の大きさを示す。 

 

図 3.3.2-3 に解析の結果を示す。各観測点においては、バーの向きが速い S 波の振動方向（φ）

を示し、バーの長さが速い S 波と遅い S 波の到達時間差（dt）の大きさを示す。なお、これらは

基本的に前述の一つめの地震のグループに対する結果であるが、十津川西観測点（N.TKWH）、

本宮観測点（E.HGU）、甲斐川観測点（E.KKW）及び和歌山南部川観測点（MINABE）の四観測

点については、一つめの地震のグループ及び二つめの地震のグループに対する結果を合わせて示

した。この図から、全体を通じて、φ及び dt の値は、ともにばらつきが大きいことがわかる。こ

のことは、解析に用いた地震の数が十分ではないことが影響していると考えられる。一方、観測

される S 波偏向異方性は、震源から観測点へと至る波線経路上に存在する異方性媒質による影響

が積算されたものである。したがって、φ及び dt の値に見られるばらつきは、それぞれの波線経

路が通過した媒質の異方性に関する特徴が異なることを示している可能性も考えられる。 

図 3.3.2-4 は、解析に用いた震源から各観測点へと至る波線経路を dt の値の大きさに応じて異

なる色で重ね合わせて表示したものである。これによると、和歌山南部川観測点（MINABE）と

十津川西観測点（N.TKWH）の間に大きな dt の値をもつ波線が集中していることがわかる。し

かし、解析によって求められる dt の値は、震源から観測点へと至る波線経路の長さにも強く依存

する。そのため、異なる波線経路から得られた dt の値を比較する場合には、波線の長さで規格化

したうえで比較することが望ましいと考えられる。図 3.3.2-5 は、図 3.3.2-4 の結果を波線の長

さで規格化して表示したものである。これにより、本宮観測点（E.HGU）においては南東方向、

十津川西観測点（N.TKWH）においては南方向、和歌山南部川観測点（MINABE）においては南

南西方向、南方向及び東南東方向から観測点に入射する波線経路において強い異方性が観測され

ているという特徴が明瞭になる。なお、和歌山南部川観測点（MINABE）においては、観測点の

すぐ北側から入射する波線経路においても、強い異方性が観測されている。これらの特徴は、紀

伊半島直下の深さ 15 - 25 km の範囲に北側傾斜の反射面の存在が多数見つかっていることから

（Ito et al., 2006）、南側から各観測点に入射する波線経路に比べ、北側から各観測点に入射する
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波線経路の方がより強い異方性を示す（dt の値が大きくなる）と想定されることに対して、整合

的ではない。この原因を明らかにするためには、特に地殻内で発生した地震のデータを拡充し、

北側傾斜の反射面が多数存在すると考えられる深さの範囲を通過する波線の数を増やすことが重

要であると考えられる。 

 

 

図 3.3.2-4 それぞれの波線経路に対する到達時間差（dt）の分布 

黒線は、フィリピン海スラブ上面深度のコンター（10 km 間隔）を示す。 

 

 

図 3.3.2-5 波線の長さで規格化した場合の到達時間差（dt）の分布 

黒線は、フィリピン海スラブ上面深度のコンター（10 km 間隔）を示す。 

 

20 km

60 km

20 km

60 km
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図 3.3.2-6 は、解析に用いた震源から各観測点へと至る波線経路を図 3.3.2-1 の挿入図に示さ

れた測線 A-A’ に沿った鉛直断面上に投影し、dt の値の大きさに応じて異なる色で表示したもの

である。これを見ると、低周波地震（黒い星印）の震源がまとまって分布する領域において、大

きな dt の値をもつ波線が集中しているように見える。このことは、低周波地震の発生が沈み込む

フィリピン海スラブから脱水した深部流体の存在と深く関わっていると考えられること（Kato et 

al., 2010）に調和的である。図 3.3.2-7 は、図 3.3.2-6 の結果を波線の長さで規格化して表示し

たものである。これによると、測線 A-A’の北西側から約 100 km の距離の地点において、大きな

dt の値を示す波線が南東方向から到来していることが明瞭になる。さらに、120 km の地点にお

いては、100 km の距離の地点に見られる波線とほぼ平行に、南東方向から大きな dt の値を示す

波線が到来していることがわかる。また、100 km の距離の地点においては、北西方向の深さ 10 

km 付近から到来する大きな dt の値を示す波線の存在も認められる。こうした特徴は、これらの

波線が通過した異方性媒質におけるクラックの卓越方向や、クラック密度及び前述の反射法地震

探査から明らかにされた北側傾斜の反射面の存在（Ito et al., 2006）とも密接に関わっていると

考えられる。しかし、現状の解析においては、解析に用いる地震のデータが不足しており、これ

らの波線経路に沿って大きな dt の値が観測されていることに関して、具体的にその原因を特定

することは難しい。 

 

 

図 3.3.2-6 鉛直断面上に投影された到達時間差（dt）の分布 

鉛直断面の位置は図 3.3.2-1 の場合に同じ。白丸及び黒星印は、それぞれ通常地震及び低周波

地震の震源を示す。 
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図 3.3.2-7 波線の長さで規格化した場合の到達時間差（dt）の分布 

鉛直断面の位置は、図 3.3.2-1 の場合に同じ。白丸及び黒星印は、それぞれ通常地震及び低周

波地震の震源を示す。 

 

3.3.3  まとめ 

本事業では、Silver and Chan (1991) の手法を用いて紀伊半島を対象とした S 波スプリッティ

ング解析を行った。また、速い S 波と遅い S 波の到達時間差（dt）の値の大きさに応じて、それ

らの波線経路を異なる色で重ね合わせて表示することにより、強い異方性を生じていると考えら

れる領域を抽出することを目的とした解析を行った。しかし、今回は、解析に用いた地震の数が

十分ではなく、明確な結論は得られなかった。今後は、特に地殻内で発生した地震を新たにデー

タに加え、地殻内における S 波偏向異方性の特徴を詳しく解析するとともに、沈み込むフィリピ

ン海スラブの海洋地殻及びスラブマントルの異方性との特徴の違いを考慮した解析を行っていく

ことが重要であると考えられる。 
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4.  地震・断層活動に関する調査・評価技術 

 

4.1  活断層地形が不明瞭なせん断帯における活構造の分布や力学的影響範囲を把握する手法の

検討 

4.1.1  背景と目的 

地層処分事業においては、既存の活断層は文献調査の段階で回避されるが、概要調査段階では

改めて活断層を把握するための調査を行う必要がある。このための調査技術を信頼性向上させる

観点から、地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性の調査・評価技術の体系的整備及び事例の蓄

積が必要である。地表から活断層を把握する技術については、従来の変動地形学的手法を補完す

る新たな調査技術として、断層沿いに放出されるガスの特徴を指標とした地球化学的手法（例え

ば、Umeda et al., 2013）や、GNSS 観測などに基づいた地球物理学手法（例えば、Nishimura 

and Takada, 2017；日本原子力研究開発機構, 2018）による調査技術の開発が行われてきた。地

形的に不明瞭な活断層の分布・活動性の調査・評価技術として体系的に整備していくうえでは、

測地学的手法や地形･地質学的手法などの複数の手法について、目的・条件に応じた適切な組み合

わせを提示することが重要である。 

本事業では、南九州せん断帯を事例として、活断層地形が不明瞭なせん断帯において、活構造

体の分布や力学的影響範囲を把握するための手法を体系的に整備する。南九州せん断帯では、明

瞭な活断層や活撓曲は認定されていない（活断層研究会, 1991）にもかかわらず、GNSS 観測や

発震機構解により、左ずれのせん断帯の存在が示唆されている（Wallace et al., 2009）。また、

1997 年の鹿児島県北西部地震（Mj6.5、Mj6.3）に見られるように地震活動も活発である。日本

原子力研究開発機構（2017；2018）において実施した GNSS 観測によれば、数 mm/yr に達する

可能性のある左ずれの地殻変動が検出されている。 

平成 30 年度は、南九州せん断帯において、地形学的手法、地球物理学的手法、地質学的手法の

三つによる検討を実施した。地形学的手法では、南九州せん断帯全域を対象として、リニアメン

ト判読を行い、活構造の分布を検討した。地球物理学的手法では、日本原子力研究開発機構（2018）

で得られた GNSS 観測結果の信頼性向上のため、引き続いて GNSS 観測を実施した。地質学的

手法では、南九州せん断帯の中軸部を対象として、現地踏査と小断層解析を行い、活構造の分布

とその活動に伴う変形・破砕などの力学的影響範囲について検討した。 

 

4.1.2  アプローチ 

本事業の成果は、地層処分のサイト選定や安全評価における知見として反映されるべきもので

あるため、地表地形から特定が困難な活構造を調査・評価する技術の高度化を目的とする本事業

においても、地層処分のサイト選定プロセスを念頭に置いたアプローチで進めることが重要であ

る。地層処分のサイト選定は、文献調査、概要調査から精密調査にかけて、空間スケールを絞り

込みながら進められるのが基本である。本事業でも、複数の手法によって研究対象の空間スケー

ルを絞り込んでいくことを意識して進めた。まず、リニアメント判読など机上で実施可能な地形

学的手法について、Wallace et al. (2009)によって推定されている南九州せん断帯のほぼ全域に対

して適用した。地球物理学的手法については、日本原子力研究開発機構（2016, 2017, 2018）に

より、南九州せん断帯を含む九州地方の広い領域を対象として数値シミュレーションを行い、地

下の粘弾性不均質がせん断帯の発達要因と分布に大きく影響していることが既に明らかにされて

いる。この数値シミュレーション結果を検証する目的で、原子力機構は平成 28 年度より GNSS

観測を開始しており、2 年間の観測の結果、数 mm/yr に達する可能性のある左ずれの地殻変動を

示すひずみ集中帯（以下、「せん断帯」という）の検出に至っている。本事業では、GNSS 観測精
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度の向上の観点に加え、これまでの経緯を継承することを重視し、日本原子力研究開発機構（2018）

と同じ観測点で GNSS 観測を継続した。 

地質学的手法については、GNSS 観測で明らかになったせん断帯に被る領域で現地踏査の範囲

を設定した。この際、せん断帯内で分布する可能性が想定される活断層の検出という観点のみな

らず、活構造に伴う変形・破砕などの力学的影響範囲を把握する観点から、せん断帯に直交する

方向に横断するルートで現地踏査を行った。現地踏査にあたっては、岩盤の破砕の程度や割れ目

の分布・性状の記載に加え、後述するように割れ目に発達する条線を用いた応力逆解析的手法

（Yamaji, 2000）を適用し、せん断帯の活動の影響範囲とその変化について明らかにすることを

試みた。地形学的手法、地球物理学的手法、構造地質学的手法のそれぞれの検討範囲と研究フロ

ーを図 4.1.2-1 に示す。 

 

  

図 4.1.2-1 地形学的手法、地球物理学的手法、地質学的手法の検討範囲と研究フロー 

 

 

4.1.3  地球物理学的手法による検討 

南九州せん断帯の形成過程については、三次元粘弾性不均質を考慮した数値シミュレーション

により考察がなされている（日本原子力研究開発機構, 2018）。このシミュレーションでは、せん

断帯直下に低比抵抗構造や地震波速度の低速度異常が観測されていることから、そのような領域

に流体が存在することで低粘性領域を形成していると仮定し、フィリピン海プレートや沖縄トラ

フの拡大を速度境界条件として、シミュレーションを行った（図 4.1.3-1）。その結果、南九州を

東西方向に横断するせん断ひずみ速度の高い領域の定性的な再現に成功している（図 4.1.3-2）。

一方、南九州せん断帯を対象とした GNSS 観測は、せん断帯周辺の現行地殻変動をより詳細に推

定するため、平成 28 年 2 月に同せん断帯を南北に横切るような配置で 10 ヶ所の観測点を構築

し、同年の 3 月から観測を開始した（図 4.1.3-3）。平成 30 年度についても引き続きこの観測を

継続した。 

GNSS データの解析には、Bernese GNSS Software (ver.5.2)（Dach et al., 2015）を使用し、

国土地理院 GEONET の 4 観測点（西米良、鹿児島鹿島、大矢野、大根占）を基準として、日ご

との観測点座標値を推定した。なお、IGS の精密暦（IGS Final Orbit）、地球回転パラメータ、

CODE（the Center for Orbit Determination in Europe）が作成した全地球的な電離層モデルの

地球物理学的アプローチ

地震の発震機構の解析

GNSS観測

　　　　　　

地形学的アプローチ

地形判読

数値地形解析

　　　　　　

構造地質学的アプローチ

露頭調査

薄片・研磨片観察

応力逆解析

断層の活動性評価指標を提示するための分析・

試験、年代測定

　　　　　　総合評価

活構造帯の分布や力学的影響範囲の

評価
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パラメータ、及び P1-C1 のコードバイアスなども同解析の中で使用した。さらに、得られた日ご

との座標値に関し、2016 年 4 月 18 日から 2018 年 11 月 24 日までの GEONET F3 解と合わせ

て、Wdowinski et al. (1997) の手法により、共通誤差成分の除去を行った後、年周・半年周変動

の補正、2016 年熊本地震による粘弾性緩和の影響の補正、桜島や霧島・新燃岳の噴火に伴う火山

性変動の補正を行い、せん断帯周辺での変位速度成分の抽出をした（図 4.1.3-4）。また、2016 年

熊本地震前についても、2007 年 10 月 1 日から 2009 年 3 月 1 日までの GEONET F3 解を用い

て、上記と同様に共通誤差成分の除去、年周・半年周変動の補正、桜島の火山性変動の補正など

を行い、同領域での変位速度成分の抽出をした（図 4.1.3-5）。 

冒頭で述べたように、2016 年熊本地震前には、同せん断帯では左横ずれの運動が推定されてい

る（Wallace et al., 2009）。本解析においても、図 4.1.3-4、図 4.1.3-5 にせん断帯の中心（北緯

32°、東経 130.5°）からの距離と変位速度の分布の関係について示したように、明瞭な左横ずれ

の運動様式が示された。これらの速度は、せん断帯に平行な成分である N110°E 方向の速度に焼

き直したものであり、せん断帯の中心をゼロとして北北東側が正の方向、南南西側が負の方向と

仮定している。本解析では、得られた観測結果を説明するために、同せん断帯の深部にブロック

境界となるすべり面が存在すると仮定し、半無限弾性媒質中での鉛直横ずれ断層の断層運動モデ

ル（例えば、Savage and Burford, 1973）の適用を試みた。このモデルは、断層をはさむ両側の

ブロックが剛体的な運動をし、その浅部延長の地殻が固着することによって、断層周囲に弾性変

形が生じるというモデルであり、地表で観測される変位速度の分布は断層を境に arctangent の

形となることが知られている。ここでは、深部のすべり速度、浅部の固着域の深さ、せん断帯の

鉛直方向の傾き、せん断帯中心からの水平シフト量を未知数とした。そこで、観測値である変位

速度の分布を満足するように、非線形の最小二乗法を用いて未知数の初期値を求め、マルコフ連

鎖モンテカルロ法のうちメトロポリス・ヘイスティング法により 100,000 回のサンプリングを行

い、上記の四つの未知数を推定した。熊本地震前（図 4.1.3-5）と地震後（図 4.1.3-4）の速度プ

ロファイルを比較すると、arctangent 型の地殻変動パターンが誤差の範囲でよく一致しているこ

とが確認できる（図 4.1.3-6）。この arctangent 型の速度パターンから、せん断帯を境に地表か

ら深さ 15.6-16.6 km で固着が起こり、12.4-14.3 mm/yr 程度の相対速度で左横ずれの運動が地下

深部で起こっていることが明らかとなった。また、北緯 32° 周辺にせん断帯の中心が存在すると

予想していたが、それよりも約十数 km 程度北側に変形中心が存在する可能性が観測より示され

た。ただし、サンプリングの事後分布から、固着域の深さやせん断帯の鉛直方向の傾きについて

は、明瞭なピークが見られないことから、不確定性が大きいことに留意する必要があると考えら

れる（図 4.1.3-7）。さらに、本解析の結果は、せん断帯の深部で生じていると考えられる定常的

な変動が、熊本地震の発生後もほぼ同様に継続していることを示している。類似した観測事例と

して、Meneses-Gutierrez and Sagiya (2016) は、2011 年東北地方太平洋沖地震前後の新潟県の

ひずみ集中帯周辺のGPSデータから、大地震の発生に影響されない定常的な短縮変形を見出し、

それが地殻内部で起こる断層深部のすべりで生じる非弾性的変形であることを示した。本観測の

結果は、南九州せん断帯の地下深部でも同様の現象が進行していることを示唆している。最後に、

マルコフ連鎖モンテカルロ法により得られた推定値の事後分布の不確定性が大きい値もあること

から、深部のすべり速度や固着域の深さなどの推定精度の向上を図るべく、今後も同観測を継続

しデータの蓄積を図りつつ、解析を行う。 
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図 4.1.3-1 南九州せん断帯を対象とした数値シミュレーションの境界条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.3-2 シミュレーションによる 30,000 年経過時のせん断ひずみ速度分布 

 



 

73 

 

図 4.1.3-3 原子力機構の GNSS 観測装置と GNSS 観測点配置 

右図）青丸及び黒丸は、国土地理院 GEONET 観測点を、赤丸は原子力機構の観測点を示す。6

桁の数字を付した青丸の観測点は、座標値の解析を行う際に、基準点として利用した。 

 

 

 

図 4.1.3-4 2016 年熊本地震後の変位速度と変位速度のプロファイル 

左図）青矢印は国土地理院 GEONET 観測点、赤矢印は原子力機構の観測点の変位速度を示す。

ともに ITRF2005 座標系で、緑色の長方形で示したせん断帯に平行な N110°E 方向の変位速度を

示す。右図）せん断帯に平行な変位速度の分布（丸印と 1σ のエラーバー）と最適なフィッティ

ング結果（緑色の曲線）を示す。番号は左右の図で共通。期間は、2016 年 4 月 18 日から 2018

年 11 月 24 日。 
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図 4.1.3-5 2016 年熊本地震前の変位速度と変位速度のプロファイル 

左図）青矢印は国土地理院 GEONET 観測点の変位速度を示す。ITRF2005 座標系で、緑色の長

方形で示したせん断帯に平行な N110°E 方向の変位速度を示す。右図）せん断帯に平行な変位速

度の分布（丸印と 1σ のエラーバー）と最適なフィッティング結果（緑色の曲線）を示す。番号は

左右の図で共通。期間は、2007 年 10 月 1 日から 2009 年 3 月 1 日。 

 

 
図 4.1.3-6 2016 年熊本地震前後の変位速度プロファイルの比較 

2016 年熊本地震前の変位速度のプロファイルを灰色丸と曲線で、地震後の変位速度プロファ

イルを黒色丸と曲線で示した。ともに、図 4.1.3-4 と図 4.1.3-5 の右図よりエラーバーをとった

ものを比較のために重ねて示した。 
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図 4.1.3-7 モンテカルロ法による事後分布 

左図）上から 2016 年熊本地震後のすべり速度、固着域の深さ、せん断帯鉛直方向の傾き、せ

ん断帯中心からのシフト量（北向きを正とする）について示した。縦軸は頻度、横軸は各パラメ

ータのとりうる値を示す。右図）左図と同様に、熊本地震前の各パラメータの事後分布を示す。

赤線は、分布の平均値を、数値はそれらの平均値と 1σ の誤差を示す。 
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4.1.4  地形学的手法による検討 

南九州せん断帯を対象に活断層・リニアメントの検出を目的とした空中写真判読を行った。空

中写真判読においては、主として米軍撮影の縮尺 1/4 万の空中写真、必要に応じて 1960 年代～

1970 年代に国土地理院が撮影した縮尺 1/2 万～1/1 万の空中写真を用いた。活断層・リニアメン

トの判読基準（表 4.1.4-1）については、日本電気協会原子力規格委員会（2008）に示された基

準（A～D ランク）に独自にランクを一つ（E ランク）加えたものを用いた。 

空中写真判読の結果を図 4.1.4-1 に、リニアメントの方向分布を図 4.1.4-2 に、リニアメント

をランクごとに整理したものを表 4.1.4-2 にそれぞれ示す。判読結果を俯瞰的にみると、リニア

メントは南九州せん断帯の広範囲に分布するものの、その密集帯が西部（北緯 32 度、東経 130

度 10～50 分付近）にあることがわかる（図 4.1.4-1）。また、西部では，EW 方向のリニアメン

トが目立ち、東部では、EW方向に直交するNE方向、NW方向が目立つ（図 4.1.4-1、図 4.1.4-2）。

リニアメントのランクに着目すると、判読されたリニアメントの 8 割以上が明瞭な変位地形を伴

わないリニアメント E であり（表 4.1.4-2）、活断層と考えられるリニアメント A は、既存研究

（例えば、九州活構造研究会編, 1989）で知られた活断層帯である出水断層帯と 1968 年のえびの

地震の震央付近に分布が限定される（図 4.1.4-1）。 

空中写真判読では、GNSS 観測によって示された左ずれと調和的な変位地形を伴う明瞭な活断

層地形を検出することはできなかった。しかし、南九州せん断帯全体のリニアメント分布からみ

ると、1997 年の鹿児島県北西部地震の震源域の東方延長に EW 方向の成因不明のリニアメント

が密集するという地形的異常を認識することができた。今後は、このリニアメント密集帯におい

て現地観察により、地表に変位地形があらわれないリニアメントの性状・成因を検討することが

求められる。 

 

表 4.1.4-1 活断層・リニアメント判読の基準 
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図 4.1.4-1 南九州せん断帯のリニアメント判読図 

ベースマップには陰影起伏図に地質図を重ね合わせたものを使用。陰影起伏図は、国土地理院

基盤地図情報を用いて作成。地質図についてはシームレス地質図を利用。赤色の星印は、図の左

側の二つが 1997 年の鹿児島県北西部地震、中央のものが 1968 年のえびの地震の震源位置を示

す。 

 

 

 

図 4.1.4-2 リニアメントの方向分布 
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表 4.1.4-2 リニアメント判読結果整理表 

 

 

 

4.1.5  構造地質学的手法による検討 

現地踏査では、せん断帯に直交する方向に横断する南北のルート（図 4.1.5-1）において、岩相、

割れ目や変形構造、破砕帯の有無や産状の記載及び面構造、線構造、運動センスの計測を行った。

現地踏査を行ったルートは、主に四万十帯堆積岩類または北薩火山岩類が分布する川沿いを選定

した。面構造としては層理、節理、断層の他、四万十帯岩石には付加体形成時に形成され、泥岩

中に発達する劈開や破断した砂岩レンズの配列で規定される構造性面構造が認められる。これら

の面構造を種類ごとに区別して分布や姿勢、産状を記載した。運動センスは、線構造（条線）が

認められる面について、主に破断ステップ（狩野・村田, 1998）に基づき推定した。方解石脈を

伴う面については、付加ステップ（狩野・村田, 1998）による運動センスの推定方法も採用した。

肉眼で明らかに変位の認められる断層に加え、一見節理に見える面構造でも、面上に線構造が発

達し、破断ステップから運動センスが推定できる場合がある。本研究では、線構造が発達し、運

動センスが推定できた面はすべて小断層と呼ぶ。さらに、周囲の岩盤よりも相対的に割れ目が密

に発達するゾーンで、角礫化・細粒化した部分の存在が肉眼で明瞭に求められるものを破砕帯と

呼ぶ。破砕帯には複数の（線構造を伴う）破断面が認められることがあるが、それらの 1 本ずつ

を小断層として記載した。破砕帯の認定は現地踏査での肉眼観察のみに基づくので、岩石の鏡下

観察などの結果、破砕帯が断層運動起源でない（例えば、風化・変質による岩石の脆弱化など）

と今後判断される可能性もある。 

現地踏査の結果、幅数 cm～数 m 程度の破砕帯が認められたものの、その数は南北約 27 km に

及ぶルートの中でわずか 17 本であった。また、その中でも粘土鉱物やシルトサイズ以下の極細

粒物質を脈状に伴い、断層ガウジまたはウルトラカタクレーサイトが発達すると言える破砕帯は

7 本にとどまった。地表に明瞭な変動地形を伴う活断層が複数発達する岐阜県北部～富山県南部

のひずみ集中帯（大橋・小林, 2008; Niwa et al., 2011）と比較すると、本地域は明らかに破砕帯

の分布が少ないと言える。割れ目密度については、東西性のリニアメントが多く発達する柳野川

下流域（図 4.1.5-2 の YD）において、割れ目が密に発達する露頭が相対的に目立つ傾向があった

が、岩相の違い（初生的な弱面の有無に起因：塊状砂岩よりも砂岩泥岩互層で割れ目が多く発達）

や露出状況の違い（応力開放割れ目の残存しやすさに起因：川底よりも道路沿いの露頭で割れ目

が多く発達）の影響もあり、平成 30 年度の現地踏査では定量的な割れ目密度の計測はできなか

った。 

本研究では、地下に伏在する活構造に伴う力学的影響範囲の把握として、左ずれのせん断帯を

規定する北東－南西圧縮の応力場によって小断層が変位している範囲を明らかにする目的で、小

西部（鹿児島） 東部（宮崎） 全体

リニアメントA 7 0 7

リニアメントB 5 1 6

リニアメントC 10 1 11

リニアメントD 65 149 214

リニアメントE 635 454 1089

計 722 605 1327
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断層データを用いた応力逆解析（Yamaji, 2000; 佐藤ほか, 2017）を行った。これは、断層のすべ

り方向がせん断応力に平行であると仮定する Wallace-Bott 仮説に基づき、多数の小断層の面構

造・線構造の姿勢と運動センスのデータから逆解析的にそれらの小断層の運動を説明する応力を

検出する手法である。ここでは、小断層に記録されている線構造が最新の運動方向を記録してい

るとみなす。応力の検出には、Yamaji and Sato (2012)の多重逆解法ソフトウェアを用いた。な

お、四万十帯岩石に発達する付加体形成時に形成された可能性の高い面構造と線構造（層理面や

泥岩中の劈開に沿ったもの）は、付加体形成時の応力場の情報が残っていると考え、小断層解析

のデータからは除外した。 

解析の結果、左ずれのせん断帯を規定する北東－南西圧縮の応力場を示すのは柳野川下流域

（YD）のみに限られることが分かった（図 4.1.5-2）。この結果からは、左ずれのせん断帯が地表

の断層・割れ目に影響を与えている範囲は柳野川下流域の幅約 2 km 程度にとどまる可能性があ

る。それ以外の TK、YU、TR、OY の地域の応力場の成因は今後の検討課題であるが、現在より

も古い時代の応力場を反映している可能性がある。今後は、より複数の南北横断ルートで現地踏

査を行い、左ずれのせん断中帯の力学的影響範囲の側方延長を把握することが課題である。 
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図 4.1.5-1 地表踏査のルート 

TK、YU、YD、TR、OY の範囲は、図 4.1.5-2 に対応し、震源分布は気象庁のデータを用いた。 
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図 4.1.5-2 小断層の面構造の姿勢と応力逆解析の結果（下半球等積投影ステレオグラム） 

小断層の面構造の姿勢を示す大円について、赤色は線構造が逆断層センス、青色は正断層セン

スのものである。応力比は（σ2－σ3）／（σ1－σ3）の値である。 



 

82 

4.1.6  まとめ 

活断層地形が不明瞭なせん断帯において、活構造体の分布や力学的影響範囲を把握するための

手法を目的として、南九州せん断帯を事例として検討を実施した。実施手法は、地球物理学的手

法、地形学的手法、構造地質学手法の三種類で、これらの複数の手法を用いることにより、調査・

評価技術の体系的な整備を試みた。 

地球物理学的検討としては、先行研究で実施されている GNSS 観測結果の精度や信頼性の向上

のため、平成 30 年度についても引き続き GNSS 観測を行った。南九州せん断帯を横切って設置

された 10 地点の GNSS 観測点から得られたデータを基に、鉛直横ずれ断層の断層運動モデルを

適用した結果、せん断帯を境に arctangent 型の速度パターンが推定され、固着深度は 15.6-16.6 

km、地下深部における左横ずれ速度は 12.4-14.3 mm/yr と計算された。今後はさらに GNSS 観

測を継続し、これらの推定値の精度向上を試みる予定である。 

地形学的検討としては、活構造の分布の把握のため、南九州せん断帯全域でリニアメントの判

読を行った。その結果、明瞭な変位地形を伴うリニアメントはわずかしか確認できず、またリニ

アメントの 8 割以上は成因不明のリニアメント E に分類された。一方、リニアメントの方向には

地域差が見られ、せん断帯東部ではリニアメントの大半が NE-SW 方向または NW-SE 方向であ

ったのに対し、西部では EW 方向のリニアメントが最も卓越した。 

構造地質学的検討としては、活構造の分布と力学的影響範囲の把握を目的として、平成 30 年

度は南九州せん断帯に直交する方向に現地踏査を行った。断層などの面構造の産状を記載すると

ともに、小断層の姿勢を測定して応力逆解析を実施することで、現応力場に調和的な構造の分布

範囲の制約を試みた。その結果、現応力場と調和的な運動センスが卓越するのは、柳野川下流域

の幅約 2 km 程度に制限される可能性が示された。今後の課題としては、より多くの南北測線上

で同様の解析を行い、せん断帯平行方向における力学的影響範囲の検討が挙げられる。 

現在までの成果としては、地球物理学的なデータから推定されるような大規模な横ずれせん断

を説明できるような活地形及び小断層の分布は、地形学的・構造地質学的検討からは確認できて

いない。今後の展望としては、現応力場に調和的と考えられる東西方向のリニアメント密集部を

中心により詳細な地形判読や現地踏査などを実施し、活地形の分布や現応力場の力学的影響範囲

をさらに正確に把握し、可能であればトレンチ調査などによる活動性評価を実施していく。加え

て、地形・地質から推定される長期的な地殻変動と、地球物理学的データから得られた短期間の

大規模な左横ずれを矛盾なく統合できるような地史や力学的モデルの構築を目指すことが望まれ

る。 
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4.2  断層の活動性評価指標を提示するための分析・試験、年代測定による検討 

4.2.1  背景と目的 

地層処分事業にあたっては、上載地層がない場合の断層の活動性や地質断層の再活動性を把握

するための技術の高度化が求められている。このような技術は、ボーリングや坑道調査で遭遇し

た断層に対する調査・評価技術の整備及び断層活動に伴う周辺岩盤の破砕などの影響の評価の観

点から重要である。従来は、破砕帯内物質の形状などの定性的な特徴（例えば、Niwa et al., 2016a；

植木ほか, 2016；田中ほか, 2018）や、化学組成などの定量的な指標（例えば、大谷ほか, 2014；

椿ほか, 2016）、あるいは放射年代測定を用いた活動性評価（例えば、田上ほか, 2010；Tagami, 

2012）などが試みられてきたが、現状、信頼性の高い調査・評価技術は確立されておらず、さら

なる高度化が必要である。 

本事業では、放射年代測定、機械学習、石英水和層の三つの手法・指標に基づいた検討を実施

する。放射年代測定法では、脆性領域の断層破砕帯内物質の年代測定手法としてこれまでに特に

広く試みられてきた光ルミネッセンス（OSL）法（鴈澤ほか, 2013）、電子スピン共鳴（ESR）法

（Fukuchi et al., 2007；Fantong et al., 2013）、フィッション・トラック（FT）法（Murakami 

and Tagami, 2004；Murakami et al., 2006）、(U-Th)/He 法（Yamada et al., 2012）及び粘土鉱

物の K-Ar 法（Zwingmann and Mancktelow, 2004；Niwa et al., 2016b）について、当該分野の

研究を精力的に進めてきた大学との共同研究を通じた技術の高度化を試みる。機械学習に基づく

検討では、Kuwatani et al. (2014) が津波堆積物と非津波堆積物の化学組成をもとに機械学習に

よる多変量解析を実施し両者の分類に成功していることから、同様のアプローチを既知の活断層

及び非活断層の破砕帯内物質に適用し、化学組成などの指標を用いた断層活動性評価の高度化を

試みる。石英の水和層に基づく手法では、断層破砕帯内物質に対する新たな年代測定手法の構築

を目指し、石英粒子の表面に発達した水和層の厚さが、石英が断層運動によって破砕して以降の

時間を反映している可能性について検討を行う。 

平成 30 年度は、放射年代測定法については赤外線励起による長石のルミネッセンス（IRSL）

法、石英の ESR 法及びイライトの K-Ar 法に係る検討に着手した。機械学習については、日本国

内の既知の活断層及び非活断層について破砕帯内物質の化学組成を報告している文献を収集し、

多変量解析によって両者を分類できるかどうかの検討を行った。石英の水和層については、水和

層形成の条件を明らかにするための水熱実験を実施した。 

 

4.2.2  放射年代測定法による断層の活動性評価技術の開発 

 IRSL 法及び ESR 法による検討 

ルミネッセンスや ESR 年代測定による断層の活動時期の推定は、一般に断層運動に伴い放出

される熱エネルギーによってシグナルが減少またはリセットされることを前提としている（鴈澤

ほか, 2013）。このような熱エネルギーとしては、摩擦すべりによる断層面のごく近傍における急

速な加熱、断層帯における熱水移動に起因する断層帯周辺部の加熱及び上部地殻内の地温勾配に

由来する熱エネルギーの放出が主に考えられる（田上ほか, 2010）。これら熱エネルギーの放出量

の推定は、断層運動の規模に加え、周辺岩盤の諸物性や含水状態など様々な要因が寄与するため、

決して単純ではない。 

露頭で採取した試料の場合、普段は常温でシグナルが安定な領域にあると考えられるため、断

層運動時にリセット条件さえ示せば、年代情報を得るには地下深部から採取した試料よりもむし

ろ好都合と言える。また、サンプリングのしやすさという点でも有利である。ただし、熱に敏感

な手法でないと断層運動に伴うシグナルの減少・リセットを捉えることが難しくなる。そして、

複数の手法から得られるシグナルの情報を比較することにより、シグナルの減少に関わった熱エ
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ネルギーの性質や放出量についての知見が得られることが期待される。 

以上を踏まえ、本事業ではルミネッセンス年代測定に関して高度な技術を有し、これらの手法

の断層破砕帯内物質への適用性検討に先駆的に取り組んできた石川県立大学との共同研究により、

地表の断層露頭で採取した試料を対象とした IRSL、OSL 及び ESR 年代測定に関する検討を実

施した。 

本共同研究による予察的な検討からは、長石の IRSL 信号は、ESR 信号に比べ熱に敏感である

ことが分かっている（図 4.2.2-1）。そこで、平成 30 年度の共同研究では、特にカリ長石の IRSL

信号に着目し、1）IRSL 測定のための試料調製手法の整備、2）清水ほか（2017）に基づく主成

分・微量元素のガラスビード XRF 分析による年間線量推定手法の構築、3）測定皿の材質（酸化

銀、チタン）の適用性の確認、4）フェーディング補正手法の確認、5）飽和線量の推定に基づく

測定上限年代の見積もり、6）単アリコット再生法（SAR 法）による測定中の感度変化の確認、

7）同一試料での年代値のばらつきの確認を行った。試料調製手法の整備においては、今後複数の

手法から得られるシグナルの情報を比較するために実施する石英のOSL年代及びESR年代測定

を行ううえで必要な、高純度の石英試料抽出のための試料調製手法も併せて整備した。各実施内

容の詳細については、別添の共同研究報告書を参照されたい。断層ガウジ及び断層と接する第四

系の砂層から抽出したカリ長石を複数皿に分配して測定した IRSL 年代は、一定のまとまりを示

した（図 4.2.2-2）。このことから、地表の断層露頭からの試料を対象とした IRSL 法によっても、

何らかの情報を引き出すことは可能であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.2-1 加熱による IRSL 信号及び ESR 信号の減衰 

(a) 及び (b) は長石標本と阿寺断層田瀬露頭の断層ガウジ（TSB）の IRSL 信号の温度による

変化を示す。IR50 と IR225 は、測定時のアシスト温度をそれぞれ 50℃と 225℃で SAR 法から試

料の信号強度を求めたものを、(c) は TSB 試料の ESR 信号強度を E1’中心信号、Al 中心信号、

Ti-Li 中心信号について示した。 

(a) (b) 

(c) 
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図 4.2.2-2 カリ長石の IRSL 年代の分布 

TS6b は阿寺断層田瀬露頭の断層ガウジ試料、TS-BS2L は同露頭の断層の下盤側に露出する砂

層試料（時代未詳）である。 

 

なお、平成 30年度の分析は、多くの既往研究と同様に 125-250 μmの粒子を対象に行ったが、

断層ガウジの場合、長石や石英でもそれより細粒化していることが多い。今後は、より細粒な試

料を対象とした試料調製・年代測定手法の構築についても考慮する必要がある。 

 

 粘土鉱物を対象とした K-Ar 法による検討 

断層ガウジ中には断層運動に伴う熱水活動により生成した自生の粘土鉱物が含まれることが知

られており、K を含み細粒でも Ar を保持することができるイライトは K-Ar 年代測定の可能な

鉱物である。断層ガウジの K-Ar 年代測定は Lyons and Snellenburg (1971) が初めて試みたもの

であるが、断層運動に伴い破砕帯内で新たに生成した自生鉱物の他に、原岩の砕屑物が混入する

ことにより、得られる年代値が古くなるなど、前処理の問題点が指摘されてきた（例えば、柴田・

高木, 1988）。その後、砕屑物に比べて細粒の自生鉱物を高純度で回収するために断層岩をサイズ

ごとに分離し、自生鉱物と原岩由来の鉱物を識別する鉱物学的解析を含めた年代値を解釈する手

法が定着しつつある（例えば、Van Der Pluijm et al., 2001；Zwingmann and Manckeltow, 2004；

Takagi et al., 2005；Zwingmann et al., 2010）。Van Der Pluijm et al. (2001) は、自生イライト

のポリタイプが原岩を構成していたイライトの砕屑物のものと異なる傾向であることを利用し、

各フラクションのポリタイプから自生鉱物と砕屑物の割合を見積もることで自生イライトと砕屑

性イライトの年代を推定する方法を提案した。Liewig et al. (1987) は、堆積岩からの自生イライ

トの分離において、凍結と融解を繰り返すことにより粉砕し、人為的な微細粒子が生じることを

防ぎ、より高純度で自生鉱物を回収できる可能性を示した。Zwingmann and Manckeltow (2004) 

はアルプスの断層ガウジ試料に凍結粉砕を適用し、精細なサイズ分離と鉱物学的解析を併せた K-

Ar 年代測定を行った。Takagi et al. (2005) は粒径とイライト結晶度との関係を検討し、後期の

熱水変質の低温化で生成した粘土ほど、結晶度が低くなる傾向を示した。 

Niwa et al. (2016b) は、Zwingmann and Manckeltow (2004) などと同様の方法で断層ガウジ

をサイズごとに分離し、各フラクションに対してイライトのポリタイプ同定を含む X 線回折分析

と K-Ar 年代測定を活断層（白木-丹生断層）に対して適用した。その際、周辺母岩の冷却史を複

数の年代測定手法（U-Pb 法や FT 法など）によって復元し（末岡ほか, 2016）、断層ガウジの K-

Ar 年代測定結果と比較することにより、自生イライトが最初に形成されて以降、断層ガウジが二
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次的な著しい加熱を受けていないことを示すことに成功した。一方、イライトの K-Ar 年代が活

断層の最新の活動（破壊）の影響を受けていないことも示された。このように、断層ガウジの K-

Ar 年代の評価にあたっては、断層運動に伴う熱的影響や破壊の影響など様々な影響との関係を検

討する必要があるが、そのための基礎的な知見は未だ十分とは言えない。そこで本事業では、K-

Ar 年代測定に関して高度な技術を有し、これらの手法の断層破砕帯内物質への適用性検討に精力

的に取り組んでいる京都大学との共同研究により、発達史が良く知られている断層破砕帯試料の

K-Ar 年代測定に関する検討を行った。本共同研究では、断層ガウジ試料の鉱物・化学分析と K-

Ar 年代測定及び加熱や破壊実験とを組み合わせることにより、K-Ar 年代測定結果から断層の発

達史について引き出せる情報について検討した。 

平成 30 年度は、断層破砕帯及び隣接する母岩の岩相、物性、鉱物組成、イライト結晶度及びビ

トリナイト反射率などの特徴が詳しく知られている延岡衝上断層を貫くボーリングコア試料

（Hamahashi et al., 2013；Fukuchi et al., 2014）の微細構造観察を行い、イライトなどの鉱物

の分布や成長の様子について検討を進めた。 

 

4.2.3  機械学習に基づいた検討 

物質のバルク化学組成データを用いて地質体が経験した事象を定量的に判断する手法の提案と

して、津波由来の堆積物（津波堆積物）と通常堆積物の区別を目的とした例がある（Kuwatani et 

al., 2014）。Kuwatani et al. (2014) は、津波堆積物と通常堆積物を採取し、堆積物の化学組成分

析で一般的に採用される 18 元素の測定データを用い、多変量解析を用いた機械学習（Machine-

learning techniques）により得られた識別のための多数の式群（各元素の寄与が様々な、機械的

に提案される判別式群）のうち、判別率が 99.0%以上となるものが数十あることを示した。その

論文中では、11 元素による組み合わせが、全 18 元素や、含有量 1 重量%以上の主成分を選択し

たうちの 3 元素を用いた組み合わせより判別率がよい（最適な組み合わせがある）結果が示され

ている。この判別式群を得る手法は数値化された化学組成データを用いて数式化されるために定

量的であり、先験的にある特定の元素の重要性を研究者が選択することがない点で客観的である。 

今回試みた機械学習は、この津波堆積物で用いられた手法と基本的に同じ方法を断層ガウジの

化学組成データに適用するものであり、活断層か否かを判断する判別機としての判別用一次式群

が得られるかどうかを検討するものである。平成 30 年度は、活断層か非活断層かが既知のデー

タを教師データとして用い、断層タイプが判別できるかどうかに重点を置いた。本事業は、国立

大学法人富山大学との「機械学習に基づいた断層の活動性評価手法の開発に関する共同研究」と

して、図 4.2.3-1 に示す手順で進めた。 

 

 データベースの構築 

検討に用いた化学組成の文献値、分析値については、鉄は全鉄を Fe2O3に換算し（Fe2O3*）、微

量元素については多くの文献で共通する元素とし、17 元素（SiO2、TiO2、Al2O3、Fe2O3*、MnO、

MgO、CaO、Na2O、K2O、P2O5、Rb、Sr、Y、Nb、Ba、Pb、Th）の重量%または ppm値を、

規格化などの処理をせずそのまま用いることとした。質的変数は 2 群の分類（活断層の断層ガウ

ジと非活断層の断層ガウジ）とした。その結果、計 60 データ（活断層 44、非活断層 16）が抽出

された。このうち、樹脂で固めた試料を分析した活断層 3 データを除き、57 データを解析用デー

タ（教師データ；活断層 41、非活断層 16）とした。樹脂で固めた試料は、樹脂の化学組成への影

響が不明であり、疑問の残るデータを教師データとして用いないこととした。検討の結果、判別

が可能であるという結果が得られたため、一次式の検定に用いる評価用データとしてこの 3 デー

タを用いた。 
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図 4.2.3-1 機械学習の研究概要 
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 機械学習；解析用データを用いた判別用一次式の検討 

本事業の説明変数（入力データ）は量的変数である断層ガウジの化学組成、予測する目的変数

（出力データ）は質的変数である断層性状（活断層か非活断層）である。明確に分かれるはずの

2 群を分けるためには線形判別分析が適しており、これは 2 群が正規分布すること、等分散性を

持つことを前提として、2 群が最も良く分かれる直線（一次式）を求める手法である。得られた

一次式に 2 群のどちらか不明な試料の化学組成を代入すると、どちらのグループに属するかが判

別できる。判別の精度は、データ数が多ければ多いほど高くなる。一般に、説明変数の数（＝次

元）が増えると、解析に用いたデータに特化した一次式となってしまい、一次式の汎化性能が低

下する。さらに、17 個の元素の組合せは約 13 万通りとなり、判別に適した元素の組合せの候補

が膨大となる。そこで、判別に適した元素を選択するため、赤池情報量規準（AIC、Akaike, 1973）

と主成分分析の二つの方法を使って変数選択を行った。二つの方法はどちらもオープンソースの

統計解析プログラミング言語である R で実行し、結果図の作成には R のグラフ描画ライブラリ

である ggplot2 を用いた。 

AIC による変数選択の結果、17 個の元素から 13 個の元素が最適な組合せとして抽出された

（表 4.2.3-1）。計算開始時点で AIC は -199.54 となり、最終的には -204.18 にまで減少した。 

主成分分析による変数選択の結果、PC3（第 1 主成分から第 3 主成分までを用いた検討、以下

同様）、PC5、PC8 における因子負荷量（得られた一次式に対する各元素の寄与を示す数値）の平

均値上位 10 位までの元素を用いることとした。 

線形判別分析の結果、正答率 100%を与える式は、17 元素全て（式(I)）、AIC で抽出された 13

元素（式(II)）、PC5 の上位 10 位元素（式(III)）、PC8 の上位 10 位元素（式(IV)）であり、PC3

の上位 10 位元素では 57 試料中 4 試料が不正解となった（図 4.2.3-2） 

 

表 4.2.3-1 正答率 100%を与える式で用いた元素一覧 
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図 4.2.3-2 活断層と非活断層の線形判別分析結果 

(a) 17 元素を用いた式（I）によるもの。(b) AIC で選択された 13 元素を用いた式（II）によるも

の。(c) 第 3 主成分までの因子負荷量平均値上位 10 元素によるもので、不正解が生じるケースの

例。(d) 第 5 主成分までの因子負荷量平均値上位 10 元素を用いた式（III）によるもの。 

 

 考察 

判別用一次式の汎化性能を向上させる観点から、説明変数（用いる元素の数＝次元）を減らす

ことを試みた結果、PC5 における使用元素数を 7 に（式(V)）、PC8 における使用元素数を 9 にし

ても（式(VI)）正答率が 100%となった。さらに、式(II)(III)(IV)に共通する 6 元素も正答率 100%と

なったが（式(VII)）、式(II)(V)(VI)に共通する 5 元素では正答率が約 84%となった（図 4.2.3-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.3-3 元素数を絞り込んだ式による活断層と非活断層の線形判別分析結果 

(a) 式 (II)、(III)、(IV) に共通する 6 元素による式（VII）によるもの（正答率 100%）。(b) 式 (II)、

(V)、(VI)に共通する 5 元素による式によるもの（正答率 84%）。 

 

正答率 100%となる一次式(I)～(VII)に、評価用の活断層・非活断層の断層ガウジの 6 データの

化学組成を入力したところ、正答率は各一次式で 0〜33%となった。最も正答率が高いのは式(III)

と式(V)で、式(VII)がそれに次ぐ。正答率が低くなった原因として、一次式の汎化性能の低下現象
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が起きている可能性がある。また、試料の保存状態が化学組成に影響を与えたことが考えられる。

現時点では、正答率が高く、元素の数が少ない TiO2, Al2O3, MgO, Na2O, P2O5, Rb, Ba の 7 元素

を用いた一次式(V)が最良と判断される。 

本事業では、断層ガウジの化学組成を用いた線形判別分析により、活断層（41 試料）と非活断

層（16 試料）の 2 群を、化学組成から正確に分ける一次式が複数得られた。これらの一次式に共

通する元素の組合せから、活断層と非活断層の違いを表す元素を六つに絞ることができた。 

課題として、本事業で用いた 17 元素以外が活断層と非活断層の識別に有用である可能性があ

ること、文献の記載の信頼性、試料の保存状態（樹脂固化など）が化学組成に影響を与える可能

性が挙げられる。今後は、これらの課題を考慮して、分析データを増やしながら検討を進める。 

 

4.2.4  石英水和層を用いた評価技術の検討 

4.2.2 で検討した ESR 法や OSL 法、K-Ar 年代測定法は断層の発達史を明らかにするうえで有

用な情報となり得る一方、断層の最新活動時期の把握という観点からは、最新の断層運動による

ゼロセットが不十分、または不明であるため、得られた年代値から正確な情報を得るのは現状で

は困難な場合が多い。本事業では、これら従来手法に代わる新しいアプローチとして、破砕帯で

破壊された石英破断面の水和層厚さを測定することによって断層の最新活動時期を特定する方法

の適用性について検討を試みる。 

考古学分野では、石像や石斧などの材料となる黒曜石（ガラス）の年代を推定する手法として、

水和層厚さの測定が適用されている（Stevenson et al., 1989）。火山ガラスについても、水和層の

厚さと堆積時期との相関関係が見出されている（生田ほか，2016）。これらガラスにおける水和

層厚さの測定は従来、偏光顕微鏡観察による屈折率の違いで水和層を認定し、その厚さを計測す

るという方法がなされていた（勝井・近堂, 1967）。一方、地殻浅部に普遍的に含まれる石英はガ

ラスと比べて水和速度が非常に遅く、室温での拡散係数にすると、10 の 4 乗オーダーで異なる

（Ericson et al., 2004）。しかし、近年は加速器や SIMS（二次イオン質量分析装置）によってイ

オンビームを水和層に照射し、発生する二次イオンを分析することによって微小な水和層の厚さ

を計測する手法が提案されている（Ericson et al., 2004；Liritzis and Laskaris, 2009）。そこで

本事業においても、SIMS を用いてイオンビームを断層面などから抽出した石英表面に照射し、

発生する二次イオンを分析することによって水和層の厚さを推定し、断層運動が石英の水和層厚

さに及ぼす影響について検討を試みる。 

平成 30 年度はまず、水和層の形成条件や速度を把握するため、花崗岩（白亜紀後期の江若花崗

岩）及びチャート（美濃帯三畳系の赤色チャート）中の石英粒子を対象として、含水下で 100 時

間、指定の温度（150℃または 250℃）・圧力（9.8 MPa または 25.5 MPa）を加えた水熱実験を

行った。さらに、実験後の石英の水和層厚さの測定として、SIMS で水素イオン濃度の深さ方向

の変化を調べた。 

試料は花崗岩、チャートとも B 級の岩盤等級に属する新鮮な岩石で、15×15×3 mm 角に切り

出し、鏡面研磨して実験に供した。水熱実験は二酸化炭素加圧（pH3.2-3.6 の酸性条件）と窒素

加圧の 2 ケースで実施した。 

二酸化炭素加圧の実験では、東伸工業株式会社製の最高圧力 70 MPa、最高温度 250℃のオー

トクレーブ試験機（製造番号：209410M1）を使用した。試料が封入されたテフロン網目状袋を

冶具に吊り下げ、冶具を容器内に置くことにより試料を固定した（図 4.2.4-1）。容器にイオン交

換水を 6 L 注入し、蓋を閉めて酸素低減のため窒素を 120 分通気後、二酸化炭素をバブリングし

て約 3 時間かけて昇圧を行った。昇温はヒーターにより昇圧と同時に行った。指定の温度・圧力

で 100 時間経過後、数時間以上かけて自然冷却・自然減圧し、50℃程度まで冷却後に手動で減圧
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した。温度・圧力は熱電対と圧力計で常時モニタリングし、実験中の水の pH の変化は OLI 社製

のシミュレーションソフトで推定した。 

 

 

図 4.2.4-1 水熱実験における試料固定の様子（二酸化炭素加圧実験での例） 

試料が封入されたテフロン網目状袋を冶具に吊り下げ（左写真）、冶具を容器内に置く。 

 

窒素加圧の実験では、SUS316、肉厚 3 mm の JIS 規格の 1 インチ配管（長さ 40 cm、容量約

107 mL）を実験容器（図 4.2.4-2）とし、試料をステンレス金網で作製した籠に入れて容器内に

固定した。窒素を指定の圧力に相当する量になるまで投入後、高圧ポンプで脱イオン水を 60 mL

投入した。続いてリボンヒーターで液相及び気相を加熱し、指定の温度・圧力になるよう調整し

た。ここまでの昇温・昇圧に要した時間は 150℃のケースで 20 分程度、250℃のケースで 1 時間

程度であった。指定の温度・圧力で 100 時間経過後、数時間かけて常温まで自然冷却したうえで、

バルブを徐々に開けて内圧を放圧した。温度・圧力は熱電対と圧力計で常時モニタリングした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.4-2 窒素加圧における水熱試験容器 

1 インチ配管容器 

圧力計 
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水熱実験前後で試料の乾燥質量を比較したところ、150℃の条件ではほとんど質量減少が認め

られなかった一方、250℃の条件では有意な質量減少が認められた（表 4.2.4-1）。減少率は、花

崗岩よりもチャートで大きく、かつ、窒素加圧よりも二酸化炭素加圧のケースで大きかった。た

だし花崗岩では、実験後試料の長石類の部分の変質が明瞭であり（図 4.2.4-3）、質量減少の大半

は石英ではなく長石類が担っている可能性が高い。 

 

表 4.2.4-1 水熱試験後の試料の乾燥質量の減少率 

 花崗岩 チャート 

150℃, 9.8 MPa, 窒素加圧 99.8% ほぼ変化なし 

150℃, 25.5 MPa, 窒素加圧 ほぼ変化なし 99.8% 

150℃, 25.5 MPa, 二酸化炭素加圧 99.3% ほぼ変化なし 

250℃, 9.8 MPa, 窒素加圧 99.2% 97.8% 

250℃, 25.5 MPa, 窒素加圧 99.1% 97.7% 

250℃, 25.5 MPa, 二酸化炭素加圧 92.4% 89.5% 

 

 

 

 

図 4.2.4-3 二酸化炭素加圧による水熱試験前後の試料の写真 

(a) 花崗岩、実験前、(b) チャート、実験前、(c) 花崗岩、250℃・25.5 MPa 実験後、(d) チャ

ート、250℃・25.5 MPa 実験後。 

 

 

(a) (b) 

(c) (d) 
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水熱実験後、鏡面研磨した面の石英の部分に SIMS（PHI ADEPT1010）で Cs イオンビームを

照射し、二次イオンとして検出される水素イオン強度の深度プロファイルを測定した。水素イオ

ン濃度は、SiO2標準試料により定量した。一次加速電圧は 5.0 kV、検出領域は 20 µm×20 µm と

した。 

SIMS 分析の結果、花崗岩中の石英では、250℃、25.5 MPa（地下 1 km での静岩圧に相当）

の条件においてのみ表面から約2 µmまでの深さで水素イオン濃度の明瞭な増加が認められた（図 

4.2.4-4）。また、窒素加圧よりも二酸化炭素加圧のケースの方が水素イオン濃度の増加の程度が大

きかった。ここで、Ericson et al. (2004) に基づき、水素イオン濃度の深度プロファイルを式(1)

による相補誤差関数でフィッティングして水和反応の拡散係数（D）を求めた。 

 

c(x) = (c(0) − ci) ∙ erfc (
x

2√D∙t
) + ci                       (1) 

 

x は測定深さ、c(x)は深さ x での水素イオン濃度、c(0)は表面での水素イオン濃度、ciは試料に初

生的に含まれる水素イオン濃度、t は時間である。D を ciで規格化して求めた Dnormは、250℃で

10-17 cm2/s 程度となり、考古学試料や人工の石英結晶から得られる値（Ericson et al., 2004）と

調和的な値を示した。アレニウス則により外挿して得られる常温での拡散係数から推定すると、

水和層の発達が 1 万年で最大数 µm 程度になる場合もあることが期待される。したがって、地質

試料に対しても SIMSを用いた同様の測定による石英水和層を用いた年代測定法が適用できる可

能性がある。ただし今後、様々な形状を示す実際の地質試料に対し、初期状態を壊すことなく水

平面を確保して精度よく測定する手法の構築が課題の一つとなる。 

 

 

図 4.2.4-4 花崗岩中の石英に対する SIMS 測定の結果 

 

一方、チャートについては、250℃のケースで、表面から 1-3 µm までの深さで花崗岩中の石英

と同様の水素イオン濃度の変化傾向が認められたのに加え、水素イオン濃度のバックグラウンド
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が未処理の試料に比べて明瞭に増加した（図 4.2.4-5）。これは、チャートが非常に細粒の石英か

ら構成されるため、水の粒内拡散に加え粒界拡散の影響を大きく受けているためと推測される。

すなわち、表面から 1-3 µm までの深さの水素イオン濃度の変化は粒内拡散の効果を、水素イオ

ン濃度のバックグラウンドの増加は粒界拡散の効果を見ていると解釈することができる。様々な

鉱物において、粒界拡散の拡散係数は粒内拡散のそれと比べ 1 万倍程度大きいとされている

（Lasaga, 1998）。チャートの 250℃のケースにおける水素イオン濃度プロファイルは、花崗岩中

の石英の場合と同じ Dnorm=10-17 cm2/s とした時の、粒内拡散と粒界拡散の両方に対し式(1)よる

相補誤差関数曲線を足し合わせたものとよく一致する。ただし、チャートの場合は、250℃のケー

スにおける質量減少が明瞭であり、形成された水和層の一部が溶脱してしまった可能性が高い。

したがって、水和層の厚さからそのまま年代の推定をすることは大きな問題があると考えられる。 

花崗岩、チャートともに、150℃の条件で石英中の水素イオン濃度の明瞭な増加が認められな

かったのは、アレニウス則から導かれる拡散係数から推定すると、100 時間程度の時間では SIMS

で明瞭に検知できるほどの水和層が形成されなかったためと考えられる。 

 

 

図 4.2.4-5 チャートに対する SIMS 測定の結果 

 

4.2.5  まとめ 

上載地層がない断層の活動性や、地質断層の再活動性の評価技術の高度化を目的として、放射

年代測定、機械学習、石英水和層に基づいた検討を行った。 

放射年代測定に基づいた検討では、平成 30 年度は IRSL 法及び ESR 法による検討と、粘土鉱

物を対象とした K-Ar 法による検討を実施した。IRSL 法及び ESR 法による検討については、断

層活動時の摩擦熱による年代リセットがより期待できる、長石の IRSL 年代測定法による評価手

法整備のため、試料の調製法や実験手法について検討や、予察的な IRSL 年代測定を行った。得

られた IRSL 年代は一定のまとまりを示し、地表の断層露頭試料からでも断層の活動性評価に資

する情報が引き出せる可能性が示された。今後は、断層ガウジでは一般的な、より細粒な試料を

対象とした実験手法の構築を予定している。粘土鉱物を対象とした K-Ar 法による検討について
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は、断層運動に伴う熱水活動起原のイライトの年代測定を目的とした断層岩の微細構造観察を行

った。今後は、これらの試料について、K-Ar 年代測定の適用性を検討していく予定である。 

機械学習に基づいた検討では、活断層と非活断層を客観的に判別する手法の開発を目的として、

多変量解析を用いた機械学習を実施した。平成 30 年度は、先行研究などで得られている化学組

成データを基に判別一次式の構築を試みた。その結果、両者のデータを正確に判別できる式を複

数得ることができ、また両者の判別が可能な元素数を六つに絞ることができた。これらの成果に

より、化学組成を基に、活断層と非活断層を区別できる可能性を提示した。今後の課題としては、

解析手法や使用データの吟味、教師データベースの拡充による本手法の汎化性能と信頼度の向上

が挙げられる。 

石英水和層を用いた評価技術の検討では、破砕帯で破壊された石英破断面の水和層厚さに基づ

いた、新たな断層年代測定手法の開発を試みた。平成 30 年度は、いくつかの温度・圧力条件下で

水熱実験を実施し、水和層の発達条件の検討を行った。その結果、水和層の発達には圧力より温

度の影響が大きいことが示唆された。また、アレニウス則から推定される反応速度によると、常

温においても水和層は 1 万年間に数μm 程度発達しうることが期待できる結果となった。すなわ

ち、岩石試料においても、水和層厚に基づいた年代測定が適用できる可能性がある。今後の課題

としては、SIMS を用いた水和層厚の測定手法の高度化が挙げられる。 
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4.3  地震及び断層活動による水理学的影響に関する検討 

4.3.1  背景と目的 

地層処分事業にあたっては、核種移行速度への影響などの観点から、地震・断層活動に伴う湧

水などの水理学的影響や、副次断層の活動・発達などの力学的影響が懸念されている。 

本事業では、まず、文献情報の収集・整理により、地震・断層活動に伴う二次的影響について、

どのような水理学的・力学的影響が発生しうるかを把握する。地震・断層活動に伴う二次的影響

としては、2011 年 4 月の福島県浜通りの地震や、1960 年代の松代群発地震に伴う大規模な湧水

が知られているが、それ以外の二次的影響の事例や発生メカニズムなどについて、国内外を含め

て知見を収集する。加えて、松代群発地震の湧水発生地域を事例対象として、地下構造探査を実

施し、湧水の供給源や経路に関する知見を収集する。 

平成 30 年度は、地震・断層活動に伴う水理学的・力学的影響の文献情報の整理を実施した。ま

た、地下構造探査については、皆神山周辺を調査対象として、MT 探査を実施した。 

 

4.3.2  地震・断層活動に伴う二次的影響に関する既往知見の収集・整理 

 調査手法 

地震及び断層活動に伴う水理学的・力学的な二次的影響に関する調査・研究事例と最新技術に

関する情報を網羅的に収集するため、各国で発行されている地域地質学会誌、機関報告書、特集

号なども対象とした。まず、文献収集するにあたってのキーワードを設定し、各国語で該当する

文献を収集した。収集した文献については文献リストを作成し、要旨（アブストラクト）から本

業務と関連性の高い資料を選定した。本事業では、地層処分の技術的信頼性向上のために今後取

り組むべき課題を踏まえ、関連性の強いと思われる文献 93 件を収集した（表 4.3.2-1）。 

 

 

表 4.3.2-1 地震及び断層活動に伴う水理学的・力学的な二次的影響の調査結果 

テーマ 
総件数 

国内の事例数 国外の事例数 

1) 国内外における、地震や断層活動に伴う湧水や泥

火山の噴出などの水理学的な二次的影響の報告事

例 

29 

8 21 

2) 地震や断層活動に伴って発生した湧水や泥火山の

噴出などの水理学的な二次的影響について、地表

踏査や物理探査などによって、水源や供給経路、供

給メカニズムなどについて検討したもの 

6 

1 5 

3) 地震や断層活動に伴う湧水や泥火山の噴出などの

水理学的な二次的影響について、数値計算や室内

実験においてプロセスやメカニズムを検討したも

の 

7 

4 3 

4) 地震や断層活動に伴う水理学的な二次的影響を対

象とした、調査手法や評価手法の開発・改良に関す

るもの 

5 

5 0 

5) 国内外における、地震や断層活動に伴う副次断層

の活動などの力学的な二次的影響の報告事例 

30 

20 10 
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6) 地震や断層活動によって発生した力学的な二次的

影響の事例について、地表踏査や物理探査によっ

て、影響範囲やメカニズムなどについて検討した

もの 

6 

5 1 

7) 地震や断層活動に伴う周辺への力学的な二次的影

響について、数値計算や室内実験などによってプ

ロセスやメカニズムを検討したもの 

5 

5 0 

8) 地震や断層活動に伴う力学的な二次的影響を対象

とした、調査手法や評価手法の開発・改良に関する

もの 

5 

5 0 

合計 93（うち国外文献 40） 

 

 地震や断層活動に伴う水理学的な二次的影響 

 1) 国内における泥火山・湧水の報告事例 

国内では、北海道と熊野海盆において泥火山の事例が報告されている。湧水については新潟と熊

本で報告があった。泥火山及び湧水の事例が報告された県・地域を図 4.3.2-1 に示す。 

 

 

図 4.3.2-1 収集した泥火山・湧水に関する文献資料の県・地域 

① 新冠（北海道）、② 遠別（北海道）、③ 熊野海盆、④ 新潟、⑤ 熊本 
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 2) 海外における泥火山・湧水の報告事例 

 海外では、イタリア、ロシア、インドネシアをはじめとした国々で、泥火山の調査研究が行わ

れている。アメリカやチェコなど国立公園などで保護されている泥火山も多く、日本国内を除く

と、17 か国で泥火山の報告が見つかった。地震に関連した湧水の調査研究は、イタリアやアメリ

カなどの国々で行われている。泥火山が報告された国・地域を図 4.3.2-2 に、湧水の事例が報告

された国・地域を図 4.3.2-3 にそれぞれ示す。 

 

 

図 4.3.2-2 収集した泥火山に関する文献資料の国・地域 

① アラスカ（アメリカ）、② カリフォルニア（アメリカ）、③ パナマ、④ トリニーダード・

トバゴ、⑤ チリ、⑥ ルーマニア、⑦ イタリア、⑧ チェコ、⑨ 東地中海、⑩ アゼルバイジャ

ン、⑪ カスピ海、⑫ パキスタン、⑬ インド、⑭ モンゴル、⑮ インドネシア、⑯ 台湾、⑰ ニ

ュージーランド、⑱ サハリン（ロシア）、⑲ カムチャツカ（ロシア）、⑳ 日本 
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図 4.3.2-3 収集した湧水に関する文献資料の国・地域 

① カリフォルニア（アメリカ）、② メキシコ、③ チェコ、④ イタリア、⑤ ジョージア、 

⑥ 中国、⑦ 韓国、⑧ ニュージーランド、⑨ 日本 

 

 3) 海外における泥火山・湧水報告事例の特徴 

本事業で収集された文献に記載されている泥火山・湧水の位置図を図 4.3.2-4 に示す。報告さ

れた泥火山の出現位置は、プレートの収束型境界の上盤側や地震発生帯付近に集中し、特にイタ

リアからジョージア、アゼルバイジャン（カスピ海）にかけての、ユーラシアプレートとアフリ

カプレートの境界地域で事例が多く報告されている。プレートの発散型境界については、海面下

にあるため、泥火山の事例がないのか、調査自体がないのかは不明である。 

なお、本稿には含めなかったが、アラビア海などで単独地震による泥火山の発生報告もある（例

えば、NASA, 2011 など）。今回収集した文献のように、泥火山が継続的に形成されている地点に

ついては論文などで報告がなされているが、こうした単独地震による泥火山は、浸食によって消

滅してしまうため、速報記事で報告が完結してしまっている事例も存在する。 
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図 4.3.2-4 泥火山・湧水位置図 

 

 地震や断層活動に伴う力学的な二次的影響 

 1) 地震や断層活動に伴う力学的な二次的影響の報告事例 

国内における副断層の事例については、明治以降 2013 年までに発生した M6.5 以上の地震を

対象に、原子力安全推進協会（2013）が 2008 年岩手宮城内陸地震まで、一般財団法人エンジニ

アリング協会（2017；2018）が 2016 年熊本地震までの資料を収集、整理している。2009 年以降

については、2011 年福島県浜通りの地震（湯ノ岳断層、井戸沢断層）、2014 年長野県北部地震（神

城断層）及び 2016 年熊本地震（布田川断層・日奈久断層）において、副断層の出現が報告され

ている。 

本事業における、文献の収集結果、原子力安全推進協会（2013）、一般財団法人エンジニアリン

グ協会（2017；2018）を取りまとめた結果を表 4.3.2-2 に示す。表に示している副断層の変位量

は、大半が元となる文献から主断層・副断層の区別をしたうえで、図読したものあり、両文献で

の値が異なる場合が多い。また、原子力安全推進協会（2013）における変位量は、元となる文献

が網羅されておらず、数値を利用する場合は注意が必要である。 

国外では、ネフチェゴルスク地震（1995 年、サハリン）、Izmit 地震・Duzce 地震（1999 年、

トルコ）、フィリピン地震（1990 年、フィリピン）、集集地震（1999 年、台湾）などで副断層の

出現事例が報告されている。 
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表 4.3.2-2 国内における副断層の出現事例 

 
※1 原子力安全推進協会（2013）、※2 一般財団法人エンジニアリング協会（2017；2018） 

 

 2) 地質踏査、物理探査、数値計算、室内実験などによる力学的な二次的影響の検討例 

地震や断層活動によって発生した力学的な二次的影響に関して、副断層そのものを対象にした

地表踏査や物理探査などの調査例は少ない。事例としては、主断層を含めた周辺の断層の変位量

を網羅的に測定し、主断層からの距離と断層変位量の分布を求めた事例（原子力安全推進協会, 

2013；今野・遠田, 2016；一般財団法人エンジニアリング協会, 2018）や、反射法地震探査（丸山

ほか, 2017）、地中レーダー探査（平井ほか, 2018）などの物理探査から断層の空間的な分布を解

析し、主断層の影響範囲が検討された事例が挙げられる。数値計算による力学的な二次的影響に

ついての検討例については、個別要素法（新井ほか, 2013）や粒子法コードを SPH 法解析用へと

改良した方法（秋元, 2016）による副断層の出現解析や、確率論的変位ハザード解析（高尾ほか, 

2013）が行われている。高尾ほか（2014）は、確率論的断層変位ハザード解析に用いる副断層の

変位量データ充足のため、砂箱を用いた模型実験を行っている。 

 

 3) 副断層の調査手法や評価手法の開発・改良 

副断層出現の調査手法や評価手法は事例の少なさから未だ確立されておらず、研究開発段階に

ある。例えば、高尾ほか（2013；2014）では、確率論的ハザード解析論を行い、副断層変位量の

超過確率を求めている。高尾ほか（2016）は、この解析について、先述した数値解析結果、室内

実験結果によりデータ拡充を図り、パラメータの見直しを行っている。また、株式会社構造計画

研究所（2016）は、データ拡充に向けた数値計算シミュレーションとして、ディスロケーション

モデルを用いて地表面における変位及びひずみ分布を計算し、断層変位距離減衰式の構築に向け

たデータの整理手法などを検討している。さらに、澤田（2014）は、個別要素法を用いた新たな

変位予測手法の提案を行っている。 

番号 年 地震
気象庁

マグニチュード
断層タイプ

主断層の最大
変位量（m）

副断層の最大

変位量(m)※1

副断層の最大

変位量(m)※2 副断層の記載 文献番号

1 1891 濃尾地震 8.0 横 8.0 － 0.45 × 5-01

2 1896 陸羽地震 7.2 逆 3.6 (1.5) 不明 ○ 5-02

3 1925 北但馬地震 6.8 横 (0.9) (0.6) － × 5-03

4 1927 北丹後地震 7.3 横 3.7 0.3 0.3-0.65 ○ 5-04

5 1930 北伊豆地震 7.3 横 3 0.6 (0.05-1.20) × 5-05

6 1939 男鹿地震 6.8 逆 － (1.0) (0.5-1.00) × 5-06

7 1943 鳥取地震 7.2 横 1.5 (0.7) 0.2-0.7 × 5-07

8 1945 三河地震 6.8 横・逆 2.6 0.5 0～1.00 ○ 5-08

9 1974 伊豆半島沖地震 6.9 横 0.5 0.1 0.01以下 ○ 5-09

10 1978 伊豆大島近海地震 7.0 横 1.2 0.2 0.08-0.10 × 5-10

11 1995 兵庫県南部地震 7.3 横 2.1 0.3 0.7 × 5-11

12 2000 鳥取県西部地震 7.3 横 0.4 0.2 － × 5-12

13 2004 新潟県中越地震 6.8 逆 － 0.2 － － －

14 2008 岩手・宮城内陸地震 7.2 逆 0.5 － 0.10-0.30 × 5-13

15 2011 福島県浜通り地震 7.0 正 2.1 0.64 ○ 5-14

16 2014 長野県北部地震 6.7 逆 0.9 0.82 ○ 5-15

17 2016 熊本地震 7.3 横 2.2 数10cm以下 ○ 5-16

※1

※2

原子力安全推進協会（2013）

一般財団法人エンジニアリング協会（2017，2018）
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調査手法の開発・改良に関しては、佐々木ほか（2015）は、山地部における地表地震断層周辺

の地形的特徴を分析した結果、主断層のほとんどは従来の空中写真判読法で位置の把握が可能で

あったが、主断層から分岐して平行に出現する副断層については、従来の判読法では位置の把握

が困難な例が多かった。このことを踏まえ、副断層も含めた山地部活断層の地形的把握方法を提

案した。また航空レーザー測量データに基づく数値標高モデルの地形判読による活断層判読の精

度が向上された。さらに地表地震断層が発生した際の変位量分布の推定に、航空レーザー測量デ

ータの差分解析手法を適用したところ、概ね現地調査結果とよく整合した。 

 

 まとめ 

地震及び断層活動に伴う水理学的・力学的な二次的影響に関する知見を、国内外の文献（計 93

編）の調査により収集した。水理学的影響のうち泥火山については、プレート収束型境界や地震

発生帯に沿って報告事例が集中する傾向が見られ、泥火山の出現と地震との関係の解明が今後の

課題として挙げられる。力学的影響については、副断層の報告例は国内外ともにいくつか知られ

ているが、副断層そのものを対象とした調査・解析事例は限られており、今後の研究事例の増加

が望まれる。 

 

4.3.3  松代群発地震に伴う湧水供給源に関する検討 

 背景と目的 

1946 年南海地震（川辺, 1991）や 1995 年兵庫県南部地震（佐藤・高橋, 1997）など、比較的

規模の大きい地震が発生した際には、その震源域を含む広域的な範囲で地下水位や間隙水圧の変

化がしばしば観測される。また、震源域の近傍では数か月から数年間に及ぶ異常湧水が認められ

ることがある。このように地震に伴って生じる湧水のメカニズムについては、地震の発生（断層

運動）に伴う静的な地殻応力（地殻ひずみ）の変化の他、地震波の通過や断層の変位に伴う透水

性の変化が指摘されており、特に後者によって生じた場合の湧水の起源としては、周辺の山体に

おける地下水の解放や地下深部を起源とする流体の上昇などが指摘されている（例えば、Manga 

and Wang, 2015）。 

数年以上にわたる多量の湧水など、地震活動に伴って顕著な地下水理場の変化が認められた国

内での事例としては、2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後にいわき市周辺で活発化した群発地

震の活動域（佐藤, 2015）の他、1965 年から始まった松代群発地震の活動域での湧水が挙げられ

る（例えば、大竹, 1976；奥澤・塚原, 2001）。このうち 1965 年 8 月に第四紀火山である皆神山

付近を中心として生じた松代群発地震では、マグニチュード 5 以上の地震を含む地震活動が約 2

年間にわたって継続した（Hagiwara and Iwata, 1968）。また、皆神山の北側においては、北西

－南東方向に走向をもつ松代地震断層の左横ずれの活動が推定されている（Tsuneishi and 

Nakamura, 1970）。湧水に関するこれまでの研究によると、この地震活動に伴って湧出した地下

水は、約 1 千万トン/4 ヵ月に達すると報告されている（中村, 1971）。また、それは地表付近にお

ける通常の循環水とは異なり、高濃度の塩化物イオン（Cl-）を主要溶存成分とする塩水であり

（Kitano et al., 1967；Yoshioka et al., 1970）、その濃度は地震発生前の 2-3 倍に増加した（奥

澤・塚原, 2001）。地表に流入した地下水の起源については諸説あるが、断層から採取した土壌ガ

ス中のヘリウム同位体比（3He/4He 比）から、マントル起源の流体であるとも指摘されている

（Wakita et al., 1978）。ただし、この地震活動に伴って地表に湧出した流体の賦存域の有無や分

布は推定されていないのが現状である。 

経済産業省の総合エネルギー調査会に設置された地層処分技術ワーキンググループが取りまと

めた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（地層処分技術 WG, 2014）によれば、
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地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして、「断層のずれに伴

う透水性の増加」による水理場や化学場の変動が指摘されている。このような事象の発生の可能

性や、その発生を加味した安全評価を適切に行うためには、流入する可能性のある流体の賦存の

有無をあらかじめ把握しておくことも重要であると考えられる。しかしながら、地震活動に伴っ

て生じた長期間の湧水といった現象に対して、その供給源となった流体の賦存域が物理探査など

によって確認された事例はない。 

そこで本事業では、地下深部から上昇した流体の流入が、地震活動に伴って生じた長期間の湧

出に関与していると指摘されている松代群発地震の活動域を事例として、地磁気・地電流

（Magnetotelluric；MT）法による電磁探査を適用することで地下深部の二次元比抵抗構造を推

定し、湧水の起源となった可能性のある流体の賦存域の有無について検討した。 

 

 地磁気・地電流法による賦存域の分布に関する検討 

MT 法による自然電磁場変動の観測は、地震波トモグラフィー法と同様に地球深部の構造を推

定するうえで有効な手法の一つである。地球は導体であるため、外部起源の自然電磁場変動に対

応した電流が地下に誘導される。MT 法では自然電磁場の観測を行い、磁場変動に対する電場変

動の比（インピーダンス）を測定することによって地下の比抵抗分布を推定する。比抵抗は岩石

の特徴を反映してオーダーで変化する物性値であり、空隙率の高い岩石や導電率の高い流体を含

む岩石は低比抵抗を示す。また、MT 法は地殻深部もしくは上部マントルまでの比抵抗構造を推

定することが可能であることや、一次元解析をはじめ、二次元解析や三次元解析手法（例えば、

Ogawa and Uchida, 1996；Siripunvaraporn et al., 2005）が開発されていることなどから、地

殻深部を対象とした地殻内物性の不均質に関する研究などに用いられており、特に流体の存在に

関わる地殻内物性の不均質が明らかにされてきた（Mitsuhata et al., 2001）。その一例として、

富士山周辺において行われた MT 法による観測では、火山下における深さ 50 km までの二次元

比抵抗構造が推定され、マグマ溜りの存在を示唆する顕著な低比抵抗体が見出されている

（Aizawa et al., 2004）。このように、地下深部に流体が存在する場合、MT 法による比抵抗構造

調査は特に有効であると考えられる。 

本事業では、群発地震やそれに伴う湧水の活動域の中心に位置する皆神山を通る約 45 km の区

間において、ファーリモートリファレンス方式の MT 観測を行った。ここでは、およそ北西－南

東方向の測線上に、1-9 km 程度の間隔で合計 16 点の観測点を配置した（図 4.3.3-1）。測定には

Phoenix Geophysics 社製 MTU-5 システムを使用し、磁場 3 成分及び電場 2 成分の時系列を測定

した。また、対象地域のノイズ環境を考慮して、測定時間は夜間を含む 15 時間とし、各測点で 3

晩以上の測定を行うとともに、リモートリファレンス点を岩手県和賀郡西和賀町（観測域からの

距離約 400 km）に設けた。リモートリファレンス処理の結果、各観測点においてノイズ除去の

効果が認められ、周波数 320～0.0092 Hz の信頼性の高いインピーダンスを得ることができた。

比抵抗構造の解析では Ogawa and Uchida (1996) のアルゴリズムを用いた二次元インバージョ

ンを行い、深さ 10 km までの二次元比抵抗構造を推定した。ここで、観測周波数ごとに phase 

tensor（Caldwell et al., 2004）を推定した結果、主として N60°E-S60°W の方向に比抵抗構造が

卓越すると考えられることから（図 4.3.3-2）、各観測点におけるインピーダンスを N60°E-S60°W

の方向に回転させたうえでインバージョンを行った。なお、インバージョンによって推定された

比抵抗構造に基づいて計算される見掛比抵抗と位相をそれぞれの観測値と比較した結果、両者は

整合的である（図 4.3.3-3）ことから、インバージョンによって観測値を概ね説明できる比抵抗構

造が推定できたと考えられる。解析により推定された比抵抗構造（図 4.3.3-4）によると、第四紀

火山である皆神山直下の深さ 2 km 以深において顕著な低比抵抗体が認められる。この低比抵抗
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体は、皆神山直下からその北西側の領域において、深さ 10 km まで連続するようにイメージされ

る。 

本事業によって皆神山下の上部地殻に認められた低比抵抗体の分布は、他の火山地域において

推定されている比抵抗構造と類似した傾向を示す。すでに 2.2 で示したように、火山に供給する

マグマやその固化に伴って放出された水の存在を示唆する低比抵抗体は、それぞれの火山地域に

おいて噴気などが認められる地点に向かって地下深部から連続する傾向が認められている。本事

業によって見出された低比抵抗体も、第四紀火山である皆神山及び湧水が顕著に認められた領域

に向かって、地下深部から連続する傾向が認められる。さらに、その近傍の地表で湧出するガス

のヘリウム同位体比は大気の 6.5 倍を示すと報告されている（Nagao et al., 1980）ことから、こ

の低比抵抗体はマントルを起源とする流体の存在を示唆すると考えられる。 

以上の結果は、松代群発地震に伴い 2 年間以上にわたって生じた顕著な湧水には、皆神山下の

上部地殻以深に賦存するマントル起源の流体の上昇が関与したことを示唆する。このことは、地

震活動に伴って異常湧水が生じる可能性を検討する場合に、地下深部の流体賦存域の存在が一つ

の指標となり得る可能性を示唆すると考えられる。 

 

 まとめ 

本事業では、地震活動に伴って長期間の湧水が認められた松代群発地震を事例として、MT 法

電磁探査による二次元比抵抗構造の推定を行い、湧水域下の上部地殻にマントルを起源とする流

体が賦存することを示した。湧水が生じ始めた当時の流体賦存域の分布を推定することは困難で

あるが、群発地震の活動に伴って湧出した水及びガスに関する地球化学的情報を総合すると、地

震活動に伴って生じた長期間の湧水には、上部地殻あるいはそれ以深に賦存する流体の上昇が関

与したと考えられる。今後は、他地域における事例についても情報を収集し、地震活動に伴って

異常湧水が生じる可能性を検討するうえで、地下深部の流体賦存域の存在が指標となり得る可能

性について検討を進める。 
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図 4.3.3-1 MT 法観測点位置図 

 

図 4.3.3-2 Phase Tensor による各周波数帯の主軸方向 
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図 4.3.3-3 見掛比抵抗（ρ）及び位相（φ）の観測値（obs）とインバージョン計算結果（Cal） 
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図 4.3.3-4 二次元比抵抗解析結果 

赤三角：第四紀火山 黒丸：通常地震（2005 年 1 月～2017 年 11 月） 

赤丸：群発地震（1965 年 10 月～1967 年 11 月） 

 

4.3.4  まとめ 

核種移行速度への影響などを考慮して、地震・断層活動に伴う湧水などの水理学的影響や、副

次断層の活動・発達などの力学的影響に関する検討を行った。実施したのは、文献情報のレビュ

ーによる二次的影響に関する既往知見の収集・整理と、松代群発地震の湧水発生地域を事例対象

とした地下構造探査による湧水の供給源や経路に関する知見の収集である。 

地震・断層活動に伴う二次的影響に関する既往知見の収集・整理では、国内外の関連文献計 93

編を収集・リスト化し、二次的影響に関する既往知見を整理した。湧水については、地震後の河

川流量や地下水位の変化に関する報告が主に収集された。泥火山については、プレート収束型境

界の上盤側や地震発生帯付近に報告例が集中する傾向が認められた。一方、単独地震に伴う泥火

山は、侵食によりただちに消滅してしまうため、速報記事などにとどまり、論文化されていない

事例が存在することも判明した。副断層については、国内外でいくつかの調査・解析事例が確認

できたが、副断層自体を対象とした事例は限定されており、今後の事例の蓄積が望まれる結果と

なった。 

松代群発地震に伴う湧水供給源に関する検討では、深部起源の流体が地震活動で湧出したと考

えられている松代群発地震の活動域を事例対象として、MT 法探査を実施し、湧水の起源につい

て検討した。平成 30 年度は、湧水の活動域を横切るように計 16 点で観測を行い、二次元比抵抗

構造を推定した。その結果、皆神山直下から深さ約 10 km まで、連続的に分布する低比抵抗体の

存在が認められた。近傍で報告されているヘリウム同位体比の値も考慮すると、この低比抵抗体

はマントル起源の流体の分布を示していると考えられ、マントル起源流体の上昇が松代群発地震

時の湧水発生に関与していたことを示唆する。この結果から、地震活動に伴う湧水の発生可能性

を検討するうえで、地下深部の流体賦存域の有無が、有効な指標となる可能性が考えられる。 
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5.  隆起・侵食に関する調査・評価技術 

 

5.1  熱年代学的手法などを用いた隆起・侵食評価手法の整備 

5.1.1  背景と目的 

地層処分事業においては、将来の隆起・侵食の予測の信頼性向上に向け、過去百万から数十万

年以前からの隆起・侵食量の把握が求められる。火山・火成活動や地震・断層活動と異なり、隆

起・侵食は、程度の差はあれ、場所を問わず普遍的に生じる自然現象であり、将来の地下水流動

を評価する観点からも、サイトの場所に関わらず評価が必要となる。したがって、地形、地質、

テクトニクスなどの条件に依らず、隆起・侵食量を評価するための手法の整備が望まれる。 

一般に、過去百万年程度ないしそれ以上の期間の侵食量の評価には、鉱物の年代測定法におけ

る閉鎖温度の違いを利用した熱年代学の手法が有効である（例えば、Reiners and Brandon, 2006）。

熱年代学の手法が侵食の評価に使用されたのは、1970年代のヨーロッパアルプスの事例（Wagner 

et al., 1977）に端を発しており、以降、世界各地の造山帯や安定陸塊などに適用されてきた

（Herman et al., 2013）。日本列島においては、比較的山地の規模が小さく、隆起の開始時期が

若いことから、現在のテクトニクスを反映した侵食量の推定は相対的に困難であったが、近年の

特に低温領域における熱年代学的手法の発展により、中部山岳地域（Yamada and Tagami, 2008; 

Sueoka et al., 2012, 2017a）や東北日本弧（Sueoka et al., 2017b; Fukuda et al., in press）など

で研究事例が増えつつある（末岡ほか, 2015; Sueoka et al., 2016）。一方で、百万年オーダーの侵

食量の推定が可能な地域は平均標高約 1,000 m 以上などの条件を満たす地域に限られることや

（末岡ほか, 2015）、飛騨山脈のような複雑な熱史・熱構造を持つ地域では冷却年代から侵食量へ

の換算が困難である（Yamada and Harayama, 1999）などの問題点があり、手法の適用性の拡

充が望まれる。 

本事業では、主に四種類の検討を行った。侵食速度が遅い地域の侵食速度評価に反映するため

の光ルミネッセンス（OSL）熱年代法の適用性の検討では、10 万年スケールの侵食史の推定が可

能な OSL 熱年代法を大深度ボーリングに適用することで、侵食速度が遅い地域に対する本手法

の適用可能性を検討した。角閃石の地質温度圧力計とウラン-鉛（U-Pb）年代測定法を用いた侵

食評価手法の検討では、地熱地域など、熱史や熱構造が複雑で熱年代による侵食史の評価が困難

な地域に適用可能な手法として、花崗岩の固結深度と固結年代に基づいた侵食史の復元手法を試

みた。岩石学的手法と地球年代学的手法を用いた高温領域の熱史及び隆起・侵食史の検討では、

ジルコンのチタン温度計と U-Pb 年代測定法を組み合わせて、高温領域における熱史・侵食史の

評価手法の高度化を検討した。熱年代法・宇宙線生成核種法・河川縦断形の数値地形解析を組み

合わせた隆起・侵食速度の評価手法の検討では、河川縦断形解析を用いた隆起速度評価手法の高

度化と、それに向けた侵食パラメータの較正を目的とした熱年代法及び宇宙線生成核種法による

侵食速度評価を実施した。これらにより、より多様な地形、地質、テクトニクス条件に対して、

隆起・侵食速度を評価するための手法の高度化を試みた。 

 

5.1.2  侵食速度が遅い地域の侵食速度評価に反映するための光ルミネッセンス（OSL）熱年代

法の適用性の検討 

(1) OSL 熱年代法の概要 

ルミネッセンス年代測定法は、自然放射線の作用により石英や長石などの鉱物内に蓄積された

トラップ電子を、熱や光の刺激により再結合させた際に生ずる発光の強度を利用した年代測定法

である。トラップ電子の蓄積量は数百度の熱や太陽光に曝されるとリセットされるため、ルミネ

ッセンス年代は試料が加熱や光曝を受けて以降の時間に相当し、テフラや考古遺物、堆積物の年
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代測定に利用されている（塚本, 2018）。近年では、鉱物中のトラップ電子蓄積率（電子のトラッ

プ・熱的脱トラップの比率）及び蓄積開始時期が周囲の温度によって変化することを利用し、試

料の熱履歴を推定する手法（OSL 熱年代法）も提唱されている（Herman et al., 2010）。この手

法は、フィッション・トラック法や(U-Th)/He 法といった既存の熱年代法では測定が困難な、過

去数十万年の低温領域（30 - 100℃）の熱履歴の推定を得意とする（Herman et al., 2010; King 

et al., 2016; Herman and King, 2018）。当初、OSL 熱年代法は石英 OSL を利用していたが、近

年では、長石 IRSL（Infrared stimulated luminescence: 赤外光ルミネッセンスと称されるが、

広義では OSL に含まれるため、IRSL を利用した熱年代法も OSL 熱年代と称する）を利用する

ことが多い。長石 IRSL の利点として、ルミネッセンス感度や年代上限が石英 OSL よりも高い

ことが挙げられる。しかし、長石利用の際には、トンネル効果による非熱的脱トラップ（フェー

ディング; Wintle, 1973）の考慮が必要になる。 

長石を用いた OSL 熱年代法の基本モデルは以下のように記述される： 

 

𝑑𝑛̃

𝑑𝑡
= 𝑇𝑟𝑎𝑝𝑝𝑖𝑛𝑔 − 𝑇ℎ𝑒𝑟𝑚𝑎𝑙 𝑑𝑒𝑡𝑟𝑎𝑝𝑝𝑖𝑛𝑔 − 𝐴𝑡ℎ𝑒𝑟𝑚𝑎𝑙 𝑑𝑒𝑡𝑟𝑎𝑝𝑝𝑖𝑛𝑔 

 

𝑛̃ は鉱物内のトラップ電子蓄積率（トラップ電子数/総トラップ数）、𝑡 は時間を表す。時間当た

りの 𝑛̃ の増加量（𝑑𝑛̃ 𝑑𝑡⁄ ）は、電子のトラップ量（Trapping）から、熱的脱トラップ量（Thermal 

detrapping）と非熱的脱トラップ量（Athermal detrapping）を引くことで表される。さらにこ

のモデルは、以下の数学的モデルで記述される（King et al., 2016; Herman and King, 2018）： 

 

𝑑𝑛̃

𝑑𝑡
=

𝐷̇

𝐷0
・(1 − 𝑛̃) − 𝑠𝑡ℎ・𝑛̃・exp (

𝐸𝑏 − 𝐸𝑡

𝑘𝑇
) − 𝑠𝑡𝑢𝑛・𝑛̃・𝑒𝑥𝑝 (𝜌′−

1
3・𝑟′) 

 

𝐷̇ は線量率（Gy/ka）、𝐷0 は飽和線量（Gy）、𝑠𝑡ℎ は熱減衰の頻度因子、𝐸𝑏 はバンドテイルのエ

ネルギー（eV）、𝐸𝑡 はトラップ深度（eV）、𝑘 はボルツマン定数（eV/K）、𝑇 は温度（K）、𝑠𝑡𝑢𝑛

はフェーディングの頻度因子（3×10-15 /s）、𝜌′ は再結合センターの密度、 𝑟′ はトラップと再結合

センターの距離である。ルミネッセンス測定で物理パラメータを決定することで、温度条件にお

けるトラップ電子の蓄積率を計算でき、この関係を利用し、熱履歴を推定する。 

ルミネッセンス信号は数十万年で飽和するため、OSL 熱年代法の適用は、露頭試料においては

侵食速度の速い地域に制限される。そのため、先行研究のほとんどは、東ヒマラヤや南アルプス

（ニュージーランド）、飛騨山脈といった侵食速度が数 mm/year を超える地域で行われている 

（Herman and King, 2018）。しかし、大深度ボーリングコアを用い、ルミネッセンス信号が飽和

していない地下深部の試料を利用することで、侵食速度の遅い地域にも適用できる可能性がある。 

 

(2) 測定試料 

本研究開発では、侵食速度が遅いことが予想される東濃地域において掘削されたボーリングコ

ア（孔名：MIZ-1; 魚住ほか, 2005）を用いて、OSL 熱年代法の適用性を検討した。アパタイトフ

ィッション・トラック法で推定された約 40 Ma 以降の侵食速度（< 0.16 mm/year; Yuguchi et al., 

2017）や、河成段丘から求められた MIS 6 から MIS 2 の隆起速度（0.11 - 0.16 mm/year; 田力

ほか, 2011）から、東濃地域の侵食速度は 0.1 mm/year 程度またはそれ以下と予想される。MIZ-

1 コアは主に山陽帯東部の土岐花崗岩帯で構成される（湯口ほか, 2010）。MIZ-1 コアの総掘削長

は 1,300 mabh（meter along borehole）であり、OSL 熱年代用試料は 159、449 及び 751 mabh
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地点から採取した。 

 

(3) 試料処理 

OSL 測定用のカリウム長石を抽出するため、以下の手順で岩石試料を処理した。光曝によるル

ミネッセンスの減衰を防ぐため、全ての作業は赤色灯下で行った。 

露光している表面部分（厚さ約 1.5 cm）を岩石カッターで切りとり、乳鉢と乳棒を使い、内部

の試料を粉砕した。篩いを用いて粒径を 180 - 250 μm に選別後、10%塩酸で炭酸塩、35%過酸化

水素で有機物を除去した。ポリタングステン酸ナトリウム水溶液を用いて重液分離を行い、密度

が 2.58 g/cm3未満の試料を抽出した。最後に、ネオジム磁石で磁性鉱物を分離した。 

 

(4) OSL 測定条件 

本事業では、MET（multiple elevated temperature）法（Li and Li, 2011）を使う multi-OSL

熱年代法を利用した。MET 法は、段階的に補助温度を上げて、連続して IRSL を測定する方法で

ある。補助温度によって IRSL の熱安定性は異なり、1 試料から複数の閉鎖温度を設定できるた

め、Multi-OSL 熱年代法は過去 10 - 20 万年の低温領域（< 75℃）の熱履歴をより詳細に推定で

きる。 

ルミネッセンスの測定には、スイス・ローザンヌ大学所有の β 線源（90Sr/90Y: 2.96 GBq: 0.226 

Gy/s）を搭載した Riso TL/OSL reader（TL/OSL-DA-20; Bøtter-Jensen et al., 2010）を利用し

た。加熱率は 5℃/s に設定した。補助温度は、50、100、150 及び 225℃に設定した。200℃以上

の測定は窒素（N2）雰囲気下で、それ以外の測定は空気雰囲気下で行った。発光の検出には、光

電子増倍感（EMI9235QA）を用いた。また、検出波長を紫－青色に制限するために光学フィル

ターBG3 と BG39 の組み合わせを利用した。 

 

(5) OSL 測定 

電子のトラップ率、熱的脱トラップ及び非熱的脱トラップの物理パラメータを決定するために、

放射線反応曲線測定、等温減衰測定及びフェーディング測定を行った。 

 

 1) 放射線反応曲線測定 

 トラップ電子の蓄積率と飽和線量を求めるために、single-aliquot regenerative dose 法

（Murray and Wintle, 2000）を用いて、放射線量に対するルミネッセンス量の応答曲線（放射

線反応曲線）の測定を行った。再現照射として、22 - 3,600 Gy、テスト照射として 115 Gy を照

射した。 

 

 2) 等温減衰測定 

 活性化エネルギー（トラップ深度とバンドテイルのエネルギー）を求めるために、等温減衰測

定を行った。再現照射後、任意の温度で一定時間加熱し、その後 OSL 測定を行いルミネッセンス

の減衰量を測定した。再現照射として 230 Gy、テスト照射として 115 Gy を照射した。加熱温度

は 170 - 350℃、加熱時間は 0 - 10,240 秒とした。 

 

 3) フェーディング測定 

 フェーディング率（再結合センターの密度とトラップと再結合センターの距離）の測定を行っ

た。再現照射後、常温で任意時間保管し、その後 OSL 測定を行い、ルミネッセンス減衰量を測定

した。再現照射として 230 Gy、テスト照射として 115 Gy 照射した。保管時間は 0 - 48,000 秒、
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また 1 - 2 週間保管後の測定も行った。 

 

(6) 熱年代モデリング 

OSL 測定の結果から熱履歴を推定した。数値解析ソフトウェアの MATLAB を用い、モンテカ

ルロ法で無作為に温度パスを引き、それに対応する電子トラップの成長曲線を推定した。試料の

蓄積トラップ電子量（等価線量）に達する成長曲線のみを抽出することで熱履歴の制約を行った。

時間ごとのパスの分布の中央値、もしくはその周辺を通り、かつパスの確率密度分布の高い部分

が信頼性の高い熱履歴を表す。Multi-OSL 熱年代法の年代適用範囲が 0.2 Ma、温度適用範囲が

75℃未満であることを考慮し、モデリングの条件として、年代の始点を 0.5 Ma、温度の始点を

150℃と設定した。温度の終点は、試料周囲の温度とした。地表温度を 20℃と想定し、ボーリン

グ掘削時に測定された最高温度（44℃; 1,299.9 mabh）まで、温度が線形に推移することを仮定

し、試料周囲の温度を推定した（魚住ほか, 2005）。また、年間線量を 4.67 Gy/ka と仮定した。 

 

(7) 熱履歴推定結果 

OSL 熱年代測定の結果を図 5.1.2-1 に示す。全ての試料で、確率密度分布は過去数十万年間、

温度が変化しないという結果を示した。全パスの中央値を考慮しても、およそ 20 万年前以降の

温度変化は数度以内に収まっていると考えられる。しかし、中央値は試料の飽和線量やパスの始

点温度の影響を受けていると考えられ、実際には確率密度分布が示すように、より長期間にわた

って温度が安定していた可能性がある。この結果は、本地域で報告されている 10 万年スケール

の隆起速度（田力ほか, 2011）や、1,000 万年スケールの侵食速度（Yuguchi et al., 2017）とも矛

盾しない。より精度の高い熱履歴の推定のためには、物理パラメータやモデリング条件の再検討

が今後の課題として挙げられる。 



 

117 

 

図 5.1.2-1 (a)159 mabh、(b)449 mabh、(c)751 mabh 地点の熱履歴 

図の色相は、パスの確率密度（PDF: probability density function）を表し、暖色系ほど高確率

を示す。赤線はその時間におけるパスの分布の中央値、緑線が 60%信頼区間、黒線が 90%信頼

区間の範囲を示す。 

 

(8) まとめと今後の展望 

本事業により、大深度ボーリングコアを用いることで、侵食速度が遅い地域にも OSL 熱年代

法を適用できる可能性が示された。本手法は、既存の手法では推定が困難な、数十万年までの低

温領域の熱履歴を推定できる方法として有効であると考えられる。 

今後は、熱履歴推定の精度を高めるために、既知の熱履歴情報や気候変動による温度変化、試

料の飽和線量などを考慮し、最適なモデリング条件の設定法・モデリング結果の解析法を整備す

る。また、先行研究で報告されていない侵食速度が中程度（0.5 mm/year 前後）の地域に対する

OSL 熱年代法の適用可能性を検討する。 

 

5.1.3  角閃石の地質温度圧力計と U-Pb 年代測定法を用いた侵食評価手法の検討 

長期の侵食速度の評価には熱年代学的手法が有効であるが、熱年代から直接推定できるのは熱

史であるため、熱史や熱構造が複雑な地域においては、熱年代から得られた熱史を侵食史に読み

替えるのは簡単ではない。本事業では、このような熱年代の適用が困難な地域における侵食速度

評価手法の高度化を目的として、地質温度圧力計と U-Pb 年代測定法を用いた手法について検討

(a) (b) 

(c) 
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を行う。より具体的には、地質温度圧力計を利用して花崗岩体の固結深度を決定すると同時に、

岩体固結時の絶対年代を、ジルコンの U-Pb 年代測定によって決定する。これを研究対象地域で

複数の岩体について行うことで、侵食量の上限を制約するとともに、条件がそろえば侵食史を推

定できる（図 5.1.3-1）。すなわち、各岩体の固結深度は、それぞれの岩体が固結してから現在ま

での侵食量に相当するため、各岩体の固結年代と合わせることで、侵食史の推定が期待できる。

固結深度は、固結時の圧力に比例するとみなせるため、地質温度圧力計から推定できるのは固結

時の圧力だが、上に載っていた母岩の密度を適当に仮定すれば、固結深度に換算可能である。 

 

 

図 5.1.3-1 固結圧力（深度）と固結年代に基づいた侵食史推定の概念図（末岡, 2017） 

 

 研究手法 

本事業では、地質圧力計として Hollister et al. (1987)及び Schmidt (1992)に基づく Al-in-Hbl

圧力計（角閃石圧力計）に、Andersen and Smith (1995)及び Mutch et al. (2016)のキャリブレ

ーションを加えて適用した。これらの原理及び詳細については、共同研究報告書を参照されたい

（付録 1）。 求められた圧力はウェット・ソリダス上に位置していることが必要であるため、圧

力見積もりに用いた角閃石とそれに隣接する斜長石の組成に対して、地質温度計（角閃石－斜長

石温度計；Blundy and Holland, 1990）を適用し、その温度圧力条件が適当であるか否か検証し

た。これらのチェックを通過したデータを用いて、花崗岩の固結深度を見積もった。 

 

 研究試料 

本事業では、King et al. (2018)で採取・分析された黒部川花崗岩の岩石試料 15 点を用いた（図 

5.1.3-2）。これらから 35 枚のダイアモンド研磨岩石薄片を作製し、偏光顕微鏡または京都大学設

置のエネルギー分散型X線検出器（EDAX PHOENIX Ver3.2）を備えた走査型電子顕微鏡Hitachi 

S3500-H を用いて鉱物同定を行った。その結果、Al-in-Hbl 圧力計が適用可能な鉱物組合せを持

つことが明らかとなった 1 試料 2 薄片について、京都大学設置の波長分散型電子線マイクロアナ

ライザーJEOL JXA-8105 を用いて角閃石や斜長石をはじめとする造岩鉱物の化学分析を行った。 
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図 5.1.3-2 本事業で用いた提供試料の採取地点 

黒の数字は、既報の ZFT 年代とジルコン U-Pb 年代（Ma）±2σ（Yamada, 1996; Ito et al., 

2013）。平成 30 年度に解析した試料は「101」から得られた。 

 

 分析方法 

京都大学設置の波長分散型電子線マイクロアナライザーJEOL JXA-8105 による鉱物化学分析

は、炭素蒸着したダイアモンド研磨岩石薄片試料を、加速電圧 15.0 kV、電流値 10 nA、ビーム

径 3 µm で行った。標準試料には Astimex 社製 MINM25-53 とその他の天然及び合成鉱物を用

い、濃度計算にあたっては ZAF 補正を適用した。ピークとバックグラウンドの計測時間は、フッ

素についてはそれぞれ 60 秒と 30 秒、塩素については 30 秒と 15 秒、他の元素については 10 秒

と 5 秒とした。 

 

 岩石記載 

平成 30 年度に解析した試料 KRG16-101 は花崗閃緑岩質であり、粗粒のカリ長石が自形の角

閃石・斜長石・黒雲母を包有する組織が見られる。主要鉱物組合せは角閃石＋黒雲母＋斜長石＋

石英＋カリ長石であり、これに磁鉄鉱＋チタン石＋ジルコン＋燐灰石＋褐簾石が副成分鉱物とし

て加わる。二次的な緑泥石や緑簾石が少量存在する。チタン石には緑泥石や緑簾石と共存する二

次的なものもあるが、単独で粒間に産するものもある。 

 

 地質温度圧力計の適用 

Al-in-Hbl 圧力計の適用には、角閃石と斜長石のリム同士の平衡共存が条件であるが、本試料

では一部に二次的な組織改変が受けたと推測される部分が見られる。このような部分を除き、マ

トリクスに産する角閃石（包有されたものではなく自形性が高いもの）のリムと、そこに直接接

する斜長石のリムのペアの組成に対して Andersen and Smith (1995)のキャリブレーションの

Al-in-Hbl 圧力計及び Blundy and Holland (1990)の角閃石－斜長石温度計を適用した。求めた温
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度圧力条件を図 5.1.3-3(a)に示す。水色の点が、信頼できる固結温度圧力条件を与えていると思

われる点である。2.0 kbar から 3.5 kbar の間に分布しているが、700℃弱の一定温度を示してお

り、ウェット・ソリダス上に配列していると解釈して矛盾がない。 

一方、オレンジ色の点は、斜長石とそれに包有される角閃石の組成から産出した温度圧力条件、

灰色の点は直近に産しながらも直接接していない斜長石と角閃石の組成ペアから求めた温度圧力

条件、黄色の点は斜長石がミルメカイト的組織を示しているペアから求めた温度圧力条件である

これらは、不適切な組成ペアのため Al-in-Hbl 圧力計適用の条件が達成されず、温度圧力条件が

解釈不可能なものである。 

同じデータセットにMutch et al. (2016)のキャリブレーションのAl-in-Hbl圧力計及びBlundy 

and Holland (1990) の角閃石－斜長石温度計を適用した結果を図 5.1.3-3(b)に示す。Andersen 

and Smith (1995)を適用した場合の結果と比べ、推定される温度圧力条件に変化があるが、水色

の点が 700℃弱の一定温度を示す点は変わらない。また、Andersen and Smith (1995)に比べ、

推定される圧力の幅が小さくなっている。 

花崗岩体の上に存在する岩石の平均密度を 2,700 kg/m3として静岩圧を仮定した場合、本事業

で解析した試料 KRG16-101 の固結深度は、水色の点で示されるように、Andersen and Smith 

(1995)を用いた見積もりでは約 7.2 - 13.0 km、Mutch et al. (2016)を用いた見積もりでは約 7.1 - 

10.9 km と推定される。 

 

 

(a) 

 
 

 

(b) 

 
 

図 5.1.3-3 Al-in-Hbl 圧力計及び角閃石－斜長石温度計を適用して求めた温度圧力条件 

(a) は Andersen and Smith (1995)、(b)は Mutch et al. (2016)によるキャリブレーションの Al-

in-Hbl 圧力計である。 

 

 まとめと今後の展望 

黒部川花崗岩は二次的な流体活動の影響が強いために、詳細な岩石学的検討のうえで適切な組

成ペアを選ぶ必要があるが、Al-in-Hbl 圧力計と角閃石－斜長石温度計を用いることで固結温度

圧力条件を見積もることが可能であることがわかった。侵食史に制約を加えるにはさらに多くの

試料が必要であるため、今後は現地調査によって二次的な流体活動の影響の少ない角閃石含有試

料を採取し、広域的に解析数を増やしていくことが必要である。また、固結深度推定ができた試

料について、ジルコン U-Pb 年代測定を実施していく。 

 

5.1.4  岩石学的手法と地球年代学的手法を用いた高温領域の熱史及び隆起・侵食史の検討 

鉱物の組織的特徴や化学組成は、鉱物生成時の温度条件や環境を把握するための手がかりとな
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る（Yuguchi et al., 2018）。また、岩石学的手法と地球年代学的な手法の融合は、マグマの貫入・

定置に関する情報などの熱年代学のみでは得られない隆起史・侵食史の解明に資する地質情報の

取得が可能となる。隆起量・侵食量評価に寄与する自然現象の影響評価手法の高度化を目的とし

て、山形大学と共同研究「岩石・年代学的手法を用いた自然現象の影響評価手法の高度化に関す

る研究」を実施した（付録 4）。 

花崗岩試料の高温領域における熱史の推定には、ジルコンの U-Pb 年代測定法が用いられる。

ジルコン U-Pb 法の閉鎖温度は、一般に 900℃以上といわれている（Cherniak and Watson, 2000）。

しかし、一般には花崗岩マグマの温度は 900℃より低いため、ジルコン U-Pb 年代は厳密には花

崗岩体の固結年代を表すとは限らない。例えば、Yuguchi et al. (2016)では、土岐花崗岩を対象と

して、ジルコンのチタン濃度に基づいた地質温度計を用いて各ジルコン粒子の結晶化温度を推定

し、各粒子の U-Pb 年代と組み合わせることで、より正確な熱史を復元した。一方、土岐花崗岩

に含まれるジルコン粒子には、母岩である美濃帯堆積岩類や濃飛流紋岩から混入したコアを持つ

ものが含まれているため、こうした試料には、結晶の成長様式を考慮してこれらの手法を適用す

る必要があることが示唆されている。そこで、カソードルミネッセンス観察に基づいて各ジルコ

ン粒子の成長様式を解明し、粒子中の地点ごとに結晶化温度と結晶化年代の推定を行うことで、

より詳細な熱史の推定手法の確立を試みた。平成 30 年度は、ジルコンのレーザーアブレーショ

ン試料導入法による誘導結合プラズマ質量分析法による U-Pb 年代測定に基づく結晶化年代の取

得及びカソードルミネッセンス観察に基づく成長様式の解明を通じて、ジルコン成長の物理化学

条件の決定手法の構築を行った。加えて、ジルコンの結晶化温度の決定に資するチタン濃度の定

量手法の検討を実施した。対象とした試料、カソードルミネッセンス像観察結果及び分析データ

などの詳細は、付録 4 を参照されたい。 

平成 30 年度は、ジルコンの U-Pb 年代測定に基づく結晶化年代の取得はできたものの、チタン

濃度の定量においては、濃度が低く（数 ppm）、定量手法の検討に課題が残った。それぞれのジ

ルコン粒子に対応する結晶化温度を推定するため、チタン濃度の定量手法の再検討を実施し、よ

り詳細な温度時間履歴を決定することにより、隆起史・侵食史の初期条件のさらなる制約が可能

となる。 

 

5.1.5  熱年代法・宇宙線生成核種法・河川縦断形の数値地形解析を組み合わせた隆起・侵食速

度の評価手法の検討 

内陸部の隆起・侵食速度の評価には、河成段丘など特定の地形面や堆積層準を指標とした手法

が有効であるが、侵食が卓越する地域では、このような指標が利用できるとは限らない。本事業

では、熱年代学、宇宙線生成核種法、河川縦断形に基づいた地形解析といった既存の手法を組み

合わせることにより、このような地形学・地質学的な指標に乏しい地域でも隆起・侵食速度を評

価するための手法の高度化について検討する。河川縦断形は隆起速度の時空間変化を反映するた

め、これを逆解析することにより隆起速度の推定が可能である。しかし、逆解析に用いるパラメ

ータの決定には恣意性があるため、別途求めた侵食速度を用いてパラメータのチューニングを行

い、逆解析手法の高精度化を試みる。なお、河川縦断形の逆解析によって推定される隆起速度の

時間スケールは地域によって異なっており、安定陸塊の長大な河川では数百万年スケールに及ぶ

が（例えば、Roberts and White, 2010）、河川長の短い日本列島ではより短い時間で河川縦断形

の変化が起こるため、より短期間における隆起速度を反映している可能性がある。そのため、逆

解析パラメータのチューニングに供する侵食速度については、宇宙線生成核種法と熱年代法を用

いることで、複数の時間スケールにおいて推定を行う。 

事例対象としては、東北日本弧前弧域の北上山地と阿武隈山地を選択した。これらの山地では、
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基盤岩類は主に白亜紀の花崗岩類から構成されるため、熱年代学で用いるアパタイトやジルコン、

宇宙線生成核種法で用いる石英が豊富に含まれることが期待できる。加えて、山上には隆起準平

原と見られる侵食小起伏面が広がっており、河川の最上流部は平衡に達していないことから、よ

り長期間の隆起史に関する情報が河川縦断形に記録されている可能性が高い。以上のように、こ

れらの手法を統合的に用いた検討を行うには好適な地域であると考えられる。同様の条件を備え

た山地としては中国山地も考えられるが、東北日本弧前弧域では、河成段丘や海成段丘が発達し

ており、過去 10 万年間の隆起速度が比較的解明されている（例えば、田中ほか, 1997; 田力・池

田, 2005）のに対し、中国山地を始めとする西南日本弧では河成段丘の発達が悪いことが知られ

ている（藤原ほか, 2005）。したがって、逆解析パラメータの較正や、本事業で得られた結果の妥

当性を吟味する観点から、中国山地よりも東北日本弧前弧域の方が事例対象地域としてより適し

ていると考えられる。 

平成 30 年度は、本地域における各手法の適用性の確認と課題の抽出を目的として、各々の手

法を単独で適用した。平成 31 年度は、熱年代及び宇宙線生成核種法のデータの拡充を継続する

とともに、これらのデータから推定された侵食速度を制約条件に用いて、河川縦断形を用いた地

形解析手法の高度化を検討する予定である。なお、宇宙線生成核種法を用いた検討については、

本報告書作成時点ではまとまったデータが得られていないため、今回の報告の対象外とする。ま

た、一連の検討は京都大学との共同研究の成果であり、本報告書に記載されていない詳細につい

ては共研報告書を参照されたい（付録 1）。 

 

 熱年代学による山地の隆起・侵食過程の検討 

東北日本弧前弧域を対象として、地質学的タイムスケール（> 106 - 7年）における熱史及び侵食

史の推定を目的に、熱年代学を用いて検討を実施した。平成 30 年度は、京都大学から提供され

た、主に北上山地及び阿武隈山地に分布する白亜紀花崗岩類 16 地点の岩石試料を用いて、鉱物

分離を実施した。その後、各山地のサンプルに対して、アパタイト(U-Th)/He（以下、「AHe」と

いう）法、アパタイトフィッション・トラック（AFT）法、ジルコン U-Pb（ZrU-Pb）法の三つ

の熱年代計の適用を行った。 

 

 1) 研究手法 

熱年代学とは、放射年代測定で求める年代と、その手法と鉱物組み合わせに固有の閉鎖温度の

二つの情報を利用し、鉱物あるいは岩石の温度時間履歴（熱史）や熱イベントの時期を推定する

学問領域である。放射年代測定は、不安定な放射性親核種が他の物理現象に依らず、一定の時間

で安定な娘核種へと遷移する放射壊変という現象に基づいており、親/娘の量比から年代を算出す

ることができる。この時、親核種や娘核種が外界への流出/流入のない系（閉鎖系）を仮定してい

るが、娘核種は高温では系外へ散逸してしまうため、系の開放/閉鎖は温度に強く依存する。ある

温度以下の場合に閉鎖系と見なせるとき、この温度を閉鎖温度と呼ぶ。熱年代計の閉鎖温度は、

手法と鉱物組み合わせに依存して大きく異なる（Reiners et al., 2005）。そのため、同一の試料に

対して複数の熱年代計を適用すると、各閉鎖温度に対応して時間目盛りを入れられるため、連続

的な熱履歴の復元も可能である。 

単純化のため閉鎖温度を閾値として考えるとき、地下の温度構造を仮定することで閉鎖温度を

深度情報に読み替えることができる。閉鎖深度から地表まで移動した経過時間が試料の年代値と

して得られるため、ある地点における岩石ひいては山地の平均の侵食速度を計算することができ

る。今回は、地殻浅部の熱史/侵食史の推定を目的に、比較的閉鎖温度が低い領域にある AHe 法

と AFT 法（それぞれ 50 - 80℃、90 - 120℃）を適用した。また、岩石の形成年代の指標となる
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ZrU-Pb 法（閉鎖温度 > 900℃）の適用も併せて実施した。 

 

 2) 試料 

東北日本弧前弧域に位置する山地の熱史/侵食史復元のため、北上山地及び阿武隈山地に分布す

る白亜紀花崗岩類から採取された岩石試料を本事業に用いた。岩石試料はいずれも、本事業とは

異なる別の目的で採取されたものを、共同研究先から提供されたものである。 

  本事業では、北上山地で 5 点、阿武隈山地で 11 点の計 16 点の試料で、鉱物分離を実施した。

今回はアパタイトとジルコンを対象とし、分離作業は原子力機構から株式会社京都フィッション・

トラックに依頼して実施した。岩石試料は粉砕及びふるい掛けの後、重液や磁石を用いて対象鉱

物を濃集させた。ジルコンに関しては、全 16 地点で測定に十分な量の粒子数を確認できた。アパ

タイトに関しては、1,000 粒以下の試料が 6 地点見られるが、他の 10 地点では十分な量の粒子数

が得られた。 

 

 3) 分析手法と測定結果 

16 地点の鉱物分離結果から、アパタイトが比較的豊富に産出した 8 地点を選出し、三つの熱年

代学的手法の適用を試みた。 

 

 ① AFT 年代測定 

FT 年代の算出のためには、親核種である 238U 濃度と、娘核種に相当するトラック数を計測領

域の面積で除算したトラック密度を計測する必要がある。試料準備及びトラック密度の測定は、

京都大学大学院理学研究科で実施し、ウラン濃度の測定は金沢大学理工学域に設置されたレーザ

ーアブレーション型誘導プラズマ質量分析装置（以下、「LA-ICP-MS」という）を使用した。 

阿武隈山地の試料で 87.0 - 40.5 Ma、北上山地の試料では 66.8 - 39.1 Ma の AFT 年代がそれ

ぞれ得られた。ただし、誤差範囲が大きい試料も見られ、その原因として①計測トラック数が少

ない、②粒子の U 濃度のばらつきが比較的大きいこと、などが考えられる。しかしながら、全体

的に得られた AFT 年代値は先行研究の年代と整合的な値である（後藤, 2001; Ohtani et al., 2004; 

Fukuda et al., in press.）。 

 

 ② AHe 年代測定 

He 法はウラン・トリウム系列の α 壊変によって放出する 4He 原子核を娘核種とした年代測定

法である。AFT 年代が得られた 8 地点のうち、北上山地及び阿武隈山地のそれぞれ 3 試料ずつに

対して AHe 法を実施した。試料準備及び分析はメルボルン大学に設置された装置を使用し、He

濃度は LA-ICP-MS、ウランとトリウムとサマリウムに関しては溶液 ICP-MS を使用して濃度を

測定した。 

阿武隈山地の試料では 75.9 - 46.1 Ma、北上山地の試料では 51.2 - 36.1 Ma の AHe 年代が得

られた。これらの年代値は 1 地点あたり三つないし四つの単粒子年代の加重平均によって求めら

れるが、全地点で比較的再現性が良く、全ての単粒子年代を採用して計算している。年代値は、

先行研究の AHe 年代（Sueoka et al., 2017b）と概ね調和的な値を示している。ただし、2 地点

において 2σ の範囲で AFT 年代との逆転が認められたため、AFT 年代も含めて追加分析及び検

討が今後の課題である。 

 

 ③ ZrU-Pb 年代測定 

U-Pb 法は、ウラン系列の放射壊変と、その最終生成物である鉛同位体の比を利用した年代測
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定法である。測定には、日本原子力研究開発機構・東濃地科学センターの LA-ICP-MS を使用し

た。 

阿武隈山地の 2 地点で 110 - 105 Ma といった値が得られた。阿武隈山地の花崗岩の形成年代

として知られる 120 - 100 Ma（例えば、Yokoyama et al., 2016）と調和的な値である。ただし、

2σ の誤差範囲を考慮してもコンコーディア上にプロットされず、鉛の混入の可能性も含め原因究

明が今後の課題である。 

 

 4) まとめと今後の展望 

東北日本弧の前弧域において、地質学的タイムスケールの熱史及び侵食史の推定を目的に、北

上山地及び阿武隈山地において、三手法の熱年代計による年代測定を実施した。分析に十分量の

鉱物が得られ、年代分析も概ね順調に進行中である。今後は、年代値の精度/確度の改善のための

追加分析や、未測定地点での分析、また、宇宙線生成核種を利用した手法など、新たな手法の導

入も予定している。 

 

 地形解析による山地の隆起・侵食過程の検討 

地形（河川の縦断形）を解析することで、東北日本弧の第四紀における隆起速度履歴を復元す

ることが可能かどうか、山地の隆起・侵食過程を検討した。近年になって、Pritchard et al.（2009）

により、河床縦断形の逆解析から長期的かつ広域的なスケールにおける地殻隆起速度履歴を推定

する手法が考案された。河床縦断形は地殻の隆起速度変動によって勾配が変化し、河床勾配の変

化する点（傾斜変換点）は河川の上流側へと移動しつつ、隆起速度変動の証拠として河床中に保

存される。この河川による岩盤侵食作用は数値モデルによって再現できる。そこで、モデルに様々

な隆起速度を与え、計算によって得られる河床縦断形の予測値と実際の地形観測値との差を最小

化する隆起速度分布を探索する逆解析を行えば、過去の地殻隆起速度を推定することが可能とな

るだろう。この手法は、隆起速度の短期的な分布や局所的な変化ではなく、面的な広がりを持っ

た分布履歴が得られるというメリットがある。 

本事業では、この手法を変動帯である東北日本弧へ初めて適用した。本事業では、まず、既存

研究による隆起速度の推定値を用いて、本手法に必要である河川侵食パラメータの較正を行った。

次に、本手法のテストのために、仮想的な隆起速度履歴を与えて人工的に河床縦断形を作成し、

このデータの逆解析を行った。その結果、あらかじめ設定した隆起速度履歴が、地形データの逆

解析によって適切に復元されることが確認された。このことは、フォワードモデルが適切であれ

ば、本手法によって変動帯の過去の隆起速度履歴を読み取ることができることを示している。 

 

 1) 研究手法 

山地隆起速度の逆解析を行うため、まず東北日本弧の数値標高モデル（DEM）から ArcGIS を

用いて河床縦断形の抽出を行った。次に、それぞれの流系の最上流部（勾配 10%以上）のデータ

を除去した。これは、後述する本事業のフォワードモデルが水流による土砂輸送が岩盤河川の侵

食を起こすことを仮定しており、土石流が卓越する領域は解析に不適切となるためである 

（Sklar and Dietrich, 1998）。この地形解析には、ArcGIS を用いた。 

次に、得られた地形に対して逆解析を行った。この逆解析手法は、主として Roberts and White 

(2010) 及び Rudge et al. (2015)に基づいているが、既存研究が最適化計算手法として共役勾配法

を採用しているのに対し、本事業では L-BFGS-B 法を用いている点が異なる。河床縦断形の発達

過程を扱うフォワードモデルとしてはストリームパワーモデルを使用し、解析期間中は流路の位

置が側方には大きく変化しないことを仮定した（Howard and Kerby, 1983）。このモデルでは、
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河床縦断形の標高の時間変化 ∂z ∂t⁄  は以下の式で与えられる： 

 

𝜕𝑧

𝜕𝑡
= 𝑈(𝑥, 𝑡) + 𝐸(𝑥, 𝑡)  

 

ここで、𝑥 は流路に沿って測った河口からの距離であり、𝑡 は時間、𝑈 は基盤岩の隆起速度、 𝐸 

は侵食速度である。Whipple and Tucker (1999)によると、侵食速度は以下のように河床勾配のべ

き乗に比例した項及び河床高の拡散項の和として得られる： 

 

𝐸 (𝑥, 𝑡) = −𝑣𝐴𝑚 (
𝜕𝑧

𝜕𝑥
)

𝑛

+ 𝜅 (
𝜕2𝑧

𝜕𝑥2
)  

 

ここで、𝐴 は流路沿いの各地点での流域面積で、定数 𝑚 はどの地域でもおおよそ 0.5 となるこ

とが知られている（例えば、Sklar and Dietrich, 1998）。指数 𝑛 については、既存研究より 2/3

から 1 の値をとる（Howard and Kerby, 1983）が、本事業では 1 を採用した。𝜅 は堆積物の侵

食・運搬・堆積作用にかかわる拡散係数であり、本事業では Robert and White (2010)にしたが

い 𝜅 = 104 とした。最後に、v =  𝑣0𝑃𝑚 は侵食に関する経験的係数 (m1-2m/Myr)で、基盤岩強度

と降水量、植生などの関数となる。本事業では、河川の最下流部では隆起と侵食がほぼつり合い

の状態にあることを仮定して、以下の式により経験的にこのパラメータを求めた： 

𝑣 =
𝑈𝑝𝑟𝑒𝑠𝑒𝑛𝑡

𝐴𝑚(𝑑𝑧
𝑑𝑥⁄ )

𝑛  

 

ここで、𝑈𝑝𝑟𝑒𝑠𝑒𝑛𝑡は段丘などからわかる現世の地殻隆起速度である。以下に、本事業で求めた v

の値を表 5.1.5-1 で示す。 

山地の隆起速度の履歴を逆解析するためには、地殻隆起速度𝑈(𝑥, 𝑡)の時空間分布を比較的少数

のパラメータで表現しなくてはならない。本事業では、隆起速度の空間変化を 17 地点に離散化

し、流路沿いの各地点での隆起速度はこれらの離散化地点で設定した値からの二次元 cubic spline 

補間によって求めた。隆起速度の時間変化は 80 万年前から 20 万年間隔で離散化し、各年代にお

ける隆起速度の値はやはり spline 補間によって計算した。結果として、東北地方の地殻隆起速度

の時空間変化は 17×5 = 85 個の数値で表現できる（図 5.1.5-1）。 

最後に、フォワードモデルの計算結果と実際に観測される地形が最も一致するような地殻隆起

速度値を探索する最適化計算を行った。その際に設定した目的関数は以下の通りである： 

 

𝐻 = √
1

𝑁𝑀
∑ (𝑧𝑛𝑚

𝑜 − 𝑧𝑛𝑚
𝑐 )2

𝑁,𝑀

𝑛,𝑚=1

+ 𝑊1 [
1

𝑀 − 1
∑ (

𝑈𝑘 − 𝑈𝑘−1

𝛿𝑡
)

2𝑀

𝑘=2

]

1
2

+ 𝑊2 [
1

𝑀
∑(𝑈𝑘

′′)

𝑀

𝑘=1

] +
𝑊3

𝑀
∑ 𝑓

𝑀

𝑘=1

 

 

ここで、z𝑜 と z𝑐 はそれぞれ観測及び計算によって得られた地形標高である。N はデータ点の数、

𝑊1、𝑊2 及び 𝑊3 は正則化項の重み係数である。𝑈𝑘
′′ は 𝑈 の 2 階の導関数であり、最後の項は 
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𝑓 =
cosh(𝑈𝑘) − 1 ∶ 𝑈𝑘 < 0
           0              : 𝑈𝑘 ≥ 0

 

 

と定義される。この目的関数が最小となるような隆起速度の時空間変化履歴を準ニュートン法の

一種であるL-BFGSによって求めた。計算にはPythonで作成した独自のプログラムを使用した。 

 

表 5.1.5-1 各水系における過去 120,000 年間の平均隆起速度 

（田中ほか, 1997 より計算） 

 

 

図 5.1.5-1 隆起速度を与えた地点（番号入りの円） 

隆起速度の空間分布は、これらの地点の位置と値から計算され、モデルに組み込んだ。 
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 2) 予察的結果 

まず、手法の検証として、人工データの逆解析を行った。東北地方の実際の流系に対して人工

的に隆起速度履歴を与え（図 5.1.5-2A）、まずフォワードモデルによって河床縦断形を生成した。

次に、人工的に生成した河床縦断形を逆解析し、地殻隆起履歴が河川地形のみから十分に復元で

きるかどうかを検証した。結果として、本事業の手法により隆起履歴は、過去 60 万年間にわたっ

て極めて正確に人工データと一致した（図 5.1.5-2B）。ただし、80 万年前の隆起速度分布は一致

せず、60 - 80 万年前が東北地方における復元の限界となる年代であることが推定された。 

 次に、本手法を実際の東北地方の河床縦断形に適用した。その結果、東北地方の中軸部で隆起

速度が高く、周辺部で低いとする結果が得られた（図 5.1.5-3）。この解析結果からは、日本海側

と太平洋側で隆起開始のタイミングに違いがあるか否かについては読み取ることができなかった。 

 

 

図 5.1.5-2 東北日本弧における 0.8Ma 以降の隆起速度の時空間変化 

A）人工的に与えた隆起速度の変遷、B）河川縦断形から復元した隆起速度の変遷。 

 

       
図 5.1.5-3 0.6Ma から現在までの東北日本弧における隆起速度の時空間変化の計算結果 

 

 3) まとめと今後の展望 

近年になって提案された河床縦断形の逆解析による地殻隆起速度推定手法を東北地方に適用し

た。逆解析手法の妥当性を確認するため、人工的に与えた隆起速度からフォワード計算した河床

縦断形で逆解析を行ったところ、概ね妥当と思われる結果を得た。東北日本弧における本手法の

B) 

A) 
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適用年代は、60 - 80 万年前が上限と考えられる。しかしながら、現時点では手法に二つの問題が

ある。一つは、海水準変動の影響がフォワードモデルで考慮されていないこと、もう一つは基盤

岩強度が一定と近似されていることである。これらの問題は、日本列島のような変動帯の解析に

おいては大きな影響を及ぼす可能性がある。そのため、今後はこれら二つの要素をモデルに取り

込み、新しい逆解析手法を開発していくことが必要である。また、熱年代学など他の隆起速度手

法と組み合わせることでパラメータの較正手法を高精度化し、今後はより信頼性の高い復元手法

を確立すべきであろう。 

 

5.1.6  まとめ 

本事業では、主に過去百万から十万年以前からの隆起・侵食評価手法の整備を目的として、熱

年代学的手法などを用いた検討を行った。 

侵食速度が遅い地域の侵食速度評価に反映するための光ルミネッセンス（OSL）熱年代法の適

用性の検討では、大深度ボーリングコア試料への OSL 熱年代の適用により、十万年スケールの

侵食評価手法の整備を試みた。OSL 熱年代法は、一般的な熱年代学的手法よりも低い閉鎖温度を

持ち、十万年スケールの侵食評価に有効な手法として期待されているが、侵食速度が速い地域に

しか適用できないという課題があった。本事業では、本手法の汎用性の向上を目的として、ボー

リング試料を用いることで、この課題の克服を試みた。平成 30 年度は、侵食速度が遅い東濃地域

で掘削されたボーリング試料に OSL 熱年代法を適用し、過去約 20 万年間の熱履歴を得ることに

成功した。得られた熱履歴は、他の手法から推定されている本地域の隆起・侵食史とも矛盾しな

い結果であった。以上の成果から、侵食速度が遅い地域においても、OSL 熱年代法をボーリング

コア試料に適用することで、従来の手法では困難だった十万年スケールの侵食評価ができる可能

性を示した。今後は、モデリング条件の吟味や、中程度の侵食速度を持つ地域への適用を検討す

る予定である。 

角閃石の地質温度圧力計と U-Pb 年代測定法を用いた侵食評価手法の検討では、熱年代学的手

法の適用が困難な、熱史や熱構造が複雑な地域における侵食評価手法の整備を目的として実施し

た。すなわち、地質温度圧力計で岩体の固結深度、U-Pb 年代測定法で岩体の固結年代を推定する

ことにより、侵食史の評価を試みた。平成 30 年度は、飛騨山脈黒部地域に分布する中新世から第

四紀の花崗岩を対象として、Al-in-Hbl 圧力計と角閃石－斜長石温度計を適用し、7 – 13 km 程度

の固結深度を見積もることができた。これにより、地質温度圧力計の適用による固結深度の見積

もりが可能であることの見通しを得た。今後は、固結深度推定ができた試料のジルコン U-Pb 年

代測定や、より多くの試料における固結深度の取得を試みる予定である。 

岩石学的手法と地球年代学的手法を用いた高温領域の熱史及び隆起・侵食史の検討では、ジル

コン U-Pb 年代測定法と、ジルコンのチタン濃度に基づいた地質温度計を用いて、岩体の固結前

後の高温領域における熱史と隆起・侵食史の評価手法の高度化を試みた。すなわち、ジルコン U-

Pb 年代測定法の閉鎖温度は花崗岩の固結温度より若干高温であるため、地質温度計と組み合わ

せることでジルコンの結晶化の時期と温度を精密に推定できれば、より正確な熱史の推定が期待

できる。平成 30 年度は、土岐花崗岩のジルコン試料を対象として、カソードルミネッセンス観察

に基づく結晶の成長様式の解明と、その結果を踏まえたジルコン U-Pb 年代測定とチタン濃度温

度計の適用を試みた。その結果、ジルコン U-Pb 年代測定の取得には成功したが、チタン濃度の

定量には課題が残ったため、今後の再検討が必要である。 

熱年代法・宇宙線生成核種法・河川縦断形の数値地形解析を組み合わせた隆起・侵食速度の評

価手法の検討では、河成段丘などの隆起・侵食指標に乏しい侵食卓越地域における隆起・侵食評

価手法の高度化のため、熱年代学、宇宙線生成核種法、河川縦断形に基づいた地形解析を組み合
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わせた検討を試みた。平成 30 年度は、各手法の日本列島における適用性の確認と課題の抽出を

目的として、東北日本前弧域（特に前弧域の北上山地と阿武隈山地）を事例対象として、熱年代

学と地形解析を実施した。熱年代学については、3 種類の手法を北上山地と阿武隈山地の花崗岩

類に適用したところ、数千万年オーダーの年代が得られ、同時間オーダーにおける侵食史復元の

見通しが得られた。地形解析については、東北日本弧全域を対象に河川縦断形の逆解析により隆

起速度の時空間分布を検討したところ、60 - 80 万年前が東北日本弧における本手法の適用上限で

あることが推定された。今後の課題としては、熱年代学的手法と宇宙線生成核種法による侵食史

の推定と、これらの侵食評価結果を踏まえた河川縦断形の逆解析手法の高度化が挙げられる。 
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5.2  離水地形のマルチ年代測定に基づく隆起・侵食速度推定技術の高度化 

5.2.1  背景と目的 

わが国における信頼性の高い地形学的時間スケール（数千から数十万年）での隆起速度の推定

は、放射性炭素（14C）年代測定法やテフロクロノロジーにより離水時期が制約された海成段丘や

河成段丘に基づいている。逆にいえば、段丘が存在しなかったり、段丘が存在しても、その離水

時期が 14C 年代の適用限界である約 5 万年前以前であり、かつ段丘構成層や被覆層にテフラが検

出できなかったりする場では、隆起速度の推定は難しい。本研究開発では、そうした場における、

離水地形の離水時期の制約に基づいた隆起速度の推定技術の高度化を目指す。特に重点を置くの

は、複数の年代測定手法を組み合わせたマルチ年代測定法による離水地形の離水時期制約である。

具体的には、離水地形に対して、わが国における地形・堆積物の一般的な編年技術であった 14C

年代測定法やテフラ分析に加えて、10 万年前以前の地形・堆積物の編年が可能な長石の赤外光ル

ミネッセンス（Infrared stimulated luminescence、以下「IRSL」という）年代測定法、石英の

宇宙線生成核種（Terrestrial Cosmogenic Nuclide、以下「TCN」という）年代測定法の適用を検

討する。 

本研究開発のテーマは、内陸部を対象としたものと沿岸部を対象としたものに大別される。内

陸部を対象とした研究開発では、河成段丘に代わる過去の河床高度を近似する離水河成地形を認

定し、それらの離水時期の制約から隆起速度を推定する手法を検討する。そうした手法には、穿

入蛇行跡である環流旧河谷に着目するものがある（例えば、Darling et al., 2012; 安江ほか, 2014）。

これは、環流旧河谷から旧河床堆積物を見出し、それらと現河床との比高を、旧河床堆積物の堆

積時期で除することにより河川の下刻速度を算出する手法である。対象とする河川が、下刻速度

と隆起速度が釣り合っている平衡河川であるならば、下刻速度は隆起速度に読み替えることがで

きる（図 5.2.1-1）。本研究開発では、この手法にマルチ年代測定を援用することにより、環流旧

河谷から下刻速度（≒隆起速度）を推定する手法の高度化を目指す。研究開発の事例地域は、日

本列島における環流旧河谷分布データベース（高取ほか, 2012）を参照し、全国的にみて環流旧

河谷の発達が良い紀伊半島の新宮川流域とした。平成 30 年度は、事例地域において実施した野

外調査とその結果の概要について報告する。 

沿岸部を対象とした研究開発では、沿岸部に広く分布するものの被覆層中のテフラや被覆層そ

のものを欠くため離水時期の制約が困難であった海成侵食段丘に対してマルチ年代測定の中でも

特に TCN 年代測定法を用いた離水時期の制約手法を検討する。平成 30 年度は、隆起地域の海成

侵食段丘が、離水後に薄い風成堆積物に覆われるという想定のもと岩盤中の宇宙線生成核種濃度

の時間変化を計算し、TCN 年代測定法の適用性を検討した。 
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図 5.2.1-1 穿入蛇行跡堆積物から隆起速度を推定する手法 

安江ほか（2014）を参考に作成 

 

5.2.2  内陸部を対象とした検討 

 アプローチ 

本研究開発のアプローチについて以下に記す。まず、過去の河床変動の振幅を復元するうえで

の基礎情報となる、離水地形（河成段丘、環流旧河谷及び海成段丘）分布の見取り図を既往資料

や空中写真判読に基づいて作成する。次に、離水地形の離水時期の制約に必要となる離水堆積物

の観察・記載、ならびにそれらからの年代測定試料などの採取を行う。環流旧河谷では、斜面堆

積物に覆われた埋没河谷底の高さの把握と、埋没河谷内に分布する旧河床堆積物からの試料採取

が必要となる。そこで、環流旧河谷においてはオールコアボーリングを行った。一方、河成段丘

と海成段丘については、露頭を対象とした観察、記載及び試料採取を行った。平成 30 年度の研究

開発では、上記までを実施した。 

オールコアボーリングの詳細な記載や得られた試料のマルチ年代測定や分析については、次年

度に実施する予定である。そして、最後に得られた結果を統合し、環流旧河谷から内陸部におけ

る下刻速度（≒隆起速度）を推定する手法について検討する。 

 

 方法 

 1) 地形判読 

新宮川上流部から河口までを対象に、空中写真判読を行い、河成段丘、環流旧河谷及び海成段

丘といった離水地形の分布を把握した。離水地形分布の把握においては、日本列島における環流

旧河谷分布データベース（高取ほか, 2012）や、新宮川河口の海成段丘の分布を示した米倉（1968）

や小池・町田（2001）を参考にした。使用した空中写真の一覧を表 5.2.2-1 に示す。 
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表 5.2.2-1 新宮川流域の地形判読に用いた空中写真の一覧 

 
 

 2) ボーリング調査 

新宮川沿いの河床からの比高 100 - 115 m の環流旧河谷を対象に、IRSL 年代測定に適した試

料の採取と旧河床高度の把握を目的としたボーリング調査を実施した。環流旧河谷内での掘削地

点は、地形判読結果と安江ほか（2014）を参考にして、旧河床堆積物が残存している可能性があ

る環流丘陵と攻撃斜面に挟まれた部分の平坦面上とした。 

ボーリングコアの掘削地点は 4 地点で、上流から TNZ-1、TKT-1、TKT-2 及び TKM-1 の順に

下流に向けて配列している（表 5.2.2-2）。TKT-1 と TKT-2 は同じ環流旧河谷で、前者は谷の中

軸に位置しているのに対して、後者は環流丘陵脇の河成段丘において掘削された。TKM-1 で採取

されたコアからは、本流によって形成されたと考えられる砂層が認められたため、この層準を光

曝のない状態で採取するために遮光シートなどを用いて別孔を掘削した。 

掘削には外径 86 mm、内径 65 mm のスリーブ内蔵二重管サンプラーを用いて約 1 m 間隔でコ

ア試料を採取した。コア表面の写真を撮影した後、層相、層相境界の特徴、堆積構造、粒度、構

成粒子の支持様式、含有物、色調を 1/10 スケールで記載した。 

 

表 5.2.2-2 新宮川流域のボーリンクコア採取地点 

 

 

整理番号 コース番号 写真番号 整理番号 コース番号 写真番号

C11 10-13 C11 18-28

C12 7-13 C12 19-31

C13 1-9 C13A 20-31

C14A 1-8 C14B 3-15

C1B 9-13 C15A 21-30

C2A 19-23 C15B 1-5

C3B 2-6 C16A 20-28

C4A 20-25 C16B 1-5

C5A 25-29 C17A 20-24

C6B 10-14 C17B 1-7

C7A 22-27 C18 18-26

C8A 20-28 C1B 8-17

C9A 25-30 C2 26-37

C10A 26-30 C3 26-35

C17B 8-11

C18 27-30

C1C 1-6

C2 39-43

C3 37-44

C4 41-45

C5 41-47

C34 7-18

C35 6-17

C36 9-15

C37 13-16

C38 13-16

CKK767

CKK769

CKK766

カラー　空中写真（国土地理院撮影; 1/15,000）

一倍出力印画

カラー　空中写真（国土地理院撮影; 1/15,000）

デジタルデータ（20μm）

CKK764

CKK766

CKK769
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 3) 露頭調査 

新宮川河口付近の標高 40 m の海成段丘 1 地点と、新宮川中流部に位置する河床からの比高 40 

-50 m の河成段丘 2 地点において、露頭の記載及び堆積環境の推定と編年のための試料採取を実

施した。これらの段丘面の形成年代を明らかにするため、長石を用いた IRSL 年代測定や TCN 年

代測定のための試料を採取した。IRSL 年代測定のための試料採取では、光曝を防ぐために内径

3 cm、長さ約 30 cmの硬質塩化ビニル管を 2露頭で 3 - 4層準において堆積面に直角に打ち込み、

回収時には管の両端を速やかに塞いで実験室に持ち帰った。TCN 試料の採取では、段丘面が形成

された際に供給された石英粒子を多く含む直径 2 - 5 cm の亜円礫を 2 露頭で 7 - 8 層準において

各層 1 kg 以上収集した。さらに、これらの採取層準の堆積環境と年代を解釈するために、花粉、

植物珪酸体及び珪藻などの微化石分析とテフラ分析の試料も採取した。 

 

 結果 

 1) 離水地形の分布と特徴 

新宮川沿いの離水地形の縦断プロファイルを図 5.2.2-1 に示す。新宮川の河口付近では米倉

（1968）で報告されているように複数段の海成段丘が分布する。また、河口から 50 km 付近まで

は河成段丘の発達も良く、大まかにみて 5 段の段丘面に区分できる。海成段丘との連続性からみ

ると、上から 2 段目の段丘面が MIS 5e に対比されると考えられる。一方、河口から 50 km 以上

の内陸域では、河成段丘の発達が悪くなり、環流旧河谷が分布するようになる。 

 

 

図 5.2.2-1 離水地形の縦断プロファイルと調査地点 

調査地点のうち、本報告書では、A、B、TKM-1、TKT-1、TKT-2 及び TNZ-1 について説明する。 

 

上記で認定した段丘を構成する地層について、TKM-1 掘削地点の下流に位置する A 露頭と、

河口に面した沿岸低地の南端の B 露頭の結果を記述して離水面の標高について推定する。 

現世の熊野川よりも 40 m 程度高い標高約 100 m に河成段丘が分布しており、A 露頭において

段丘の構成層が観察できた（図 5.2.2-2A）。その結果、下位から層厚 1.5 m 以上の円礫まじりの

砂礫層、層厚 2 m 程度の砂まじり泥層、層厚 2 m 以上の角礫まじりの砂礫層に区分した。最下位

の砂礫層は円磨された直径 2 - 40 cm の砂岩及び泥岩の円－亜円礫を主体として、A 露頭付近の

新宮川の河床堆積物の特徴と一致する。その上位の砂まじり泥層はレンズ状の極細粒砂層や高師
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小僧（酸化物に置換された植物根）が含まれるので、離水直後に堆積したフラッドローム層であ

ると解釈できる。最上位の砂礫層は円磨度が低い直径 2 - 25 cm の砂岩の角－亜角礫を主体とし

て、上流である北側に 10°程度傾斜する基底面を有するので、支流の土石流もしくは流路の堆積

物であると考えられる。したがって、標高約 100 m の河成段丘上面と標高約 90 m のフラッドロ

ーム層の比高から、同地域においては河成段丘の上面から 10 m 程度下位が離水面であると推定

できる。 

一方、中位段丘であると考えられている海成段丘（米倉, 1968）を構成する B 露頭において、

平行葉理が発達した層厚 5 m 以上の極細粒砂層と、それを覆う斜交層理が発達した層厚 4 m 程

度の砂礫層の境界面を標高約 42.8 m で確認した（図 5.2.2-2B）。前者の極細粒砂層には裏打ちの

ない直径 1 cm 程度の生痕（Skolithos）が多く確認され、後者の砂礫層は汀線付近の運搬営力が

大きな堆積環境が示唆されるので、両者の境界面よりも上位が離水面であると推定できる。 

 

 

図 5.2.2-2 新宮川流域の段丘露頭の柱状図 

A：河成段丘、B：海成段丘 

 

 2) 環流旧河谷の地形と堆積物 

河床から 100 - 115 m の比高の環流旧河谷 3 地域においてボーリング調査を実施して（図 

5.2.2-3）、16.2 - 54.0 m 長の堆積物コア試料を 4 孔で採取した（表 5.2.2-2）。これらを観察した

結果、四万十帯の砂岩及び泥岩からなる基盤岩、粒径の揃った砂層、粒径変化が多い角礫を伴う

砂礫層、耕作土や盛土からなる表土層を認定した（図 5.2.2-4）。基盤岩を覆う粒径の揃った砂層

は TKM-1 コアのみで確認され、掃流環境が定常的に維持される本流性の河床堆積物であろうと

考えられる。この掘削地点で確認された層相と解釈は安江ほか（2014）と調和的である。TKT-1

コアでも礫まじり砂層が認められるが、層厚 2 m 程度と薄く本流の影響を受けているのか不明確

なので詳しい検討が今後必要である。一方、同層に累重する角礫を伴う砂礫層は、すべてのコア
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で厚さ 10.8 - 54.0 m も確認された。この砂礫層は、厚さ数 mm の風化皮膜を持つ角礫を主体と

する礫層とマトリックスが主体となる礫まじり砂層や泥層の繰り返しから構成されているので、

支流性の斜面堆積物であると解釈される。これらの砂層と砂礫層の境界面が、本流が形成した環

流旧河谷の離水面であると考えられる。したがって、それらの標高は地表から 10.8 - 54.0 m 以上

深部であることが確認されたので（図 5.2.2-5）、環流旧河谷の上面は後述する河成段丘面のよう

に離水面としては取り扱えないことに注意が必要である。 

 

 

 

図 5.2.2-3 環流旧河谷内のボーリングコアの掘削地点 

背景図として地理院タイルを使用した。環流旧河谷の位置は図 5.2.2-1 を参照。 
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図 5.2.2-4 新宮川流域のボーリング柱状図 

 

  

図 5.2.2-5 ボーリング調査を行った環流旧河谷の地形断面 

ダム建設前の河床の標高は、5 万分の 1 地形図「十津川」（昭和 33 年要部修正測量）からの読

み取りによる。TKT-1 及び 2 コア掘削地点ではそれぞれの横断面を投影して表示した。 
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5.2.3  沿岸部を対象とした検討 

 アプローチ 

 離水海成地形である海成段丘面の年代決定ができれば、現在（＝間氷期）の海水準との比高

をもって、その場の隆起速度を見積もることができる。しかし、一般に海成侵食段丘面上では形

成時期推定の手掛かりとなる被覆物を欠くことが多く、その場合には絶対年代の決定が困難とな

る。宇宙線生成核種を用いた手法は，地形を構成する岩盤そのものが分析対象となるため、こう

した従来の問題を解決でき、任意地点における侵食段丘面の年代決定を可能にするものと期待さ

れる。そこで本年度は、隆起地域の海成段丘を対象に、離水後に薄い風成堆積物に覆われること

を想定したシナリオの下、岩盤中の宇宙線生成核種濃度の時間変化を計算し、手法の適用性につ

いて検証した。 

 

 手法 

侵食を受けている岩盤における造岩鉱物中の宇宙線生成核種濃度𝐶（atoms g−1 yr−1）の時間変

化は次式で表される。 

 

𝜕𝐶

𝜕𝑡
 =  𝑃0e−

𝜌𝑥
𝛬  −  𝐶𝜆 + 

𝐷

𝜌

𝜕𝐶

𝜕𝑥
 

 

ここで、 𝑡は侵食開始からの時間（yr）、𝑃0は地表における核種生成率（atoms g−1 yr−1）、𝜌は岩

盤の密度（g m−3）、𝛬 は宇宙線の平均減衰長（g m−2）、𝐷 は岩盤の侵食速度（g m−2 yr−1）、𝜆 は

核種の壊変定数（yr−1）である。右辺第一項は、深度方向への指数関数的なフラックスの減衰を持

つ宇宙線による核種の生成、第二項は放射壊変による核種の損失、第三項は地表の侵食に伴う物

質移動による核種の損失を表す。ここでの侵食速度はマスフラックスの形をとっており、これを

地盤構成材料の密度で除した値が地表面の低下速度にあたる。核種の生成率の項は、中性子によ

る核破砕反応、負電荷ミューオン捕獲、高エネルギーミューオン相互作用の三つの核種生成パス

を反映して、実際には、それぞれの地表での核種生成への寄与率や、核種生成に関わる粒子の減

衰長を用いた指数関数の線型結合で表現される（松四ほか，2007）。以下に示す方程式の解にお

いても、この線型結合の形が現れる。実際の計算はその式形を用いて行っているが、ここでは表

記の簡略化のため、単純な指数関数の形で表したもので論を進めることにする。 

侵食速度が時間変化しないものとし、初期条件（𝐶|t = 0 = 0）を与え、境界条件を C|x = ∞ = 0 と

すると、この式は解析的に解けて、宇宙線生成核種の濃度の時空間変化は、次式で表される。 

 

𝐶 =  
𝑃0e−

𝜌𝑥
𝛬

𝐷
𝛬 + 𝜆

[1 − e−(
𝐷
𝛬

+𝜆)𝑡
] 

 

これが、定常的な侵食を受けている地表面下における、核種濃度の深度分布を表す解である。汀

線付近の地形が海進時に波食を受けているとき、地下の核種濃度の深度分布はこの式で表すこと

ができる。 

  次に、波食を受けていた基盤岩が離水後、風成物に覆われて埋没してゆく過程を考える。堆積

が定常的に進行する場合、基盤岩中における核種濃度の時間変化は、 
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𝜕𝐶

𝜕𝑡
 =  𝑃0e−

𝜌𝑥+𝑆𝑡
𝛬  −  𝐶𝜆  

 

と書ける。ここで𝑥 は埋没する基盤上面からの深度（m）、𝑆 は被覆物の堆積速度（g m−2 yr−1）、

𝑡 は堆積開始からの経過時間（yr）である。堆積速度が時間変化しないとするとき、この式も解析

的に解け、埋没前の基盤岩の深度𝑥における初期核種濃度を𝐶0とすると、 

 

𝐶 =  𝐶0e−𝜆𝑡 +
𝑃0e−

𝜌𝑥
𝛬

𝜆 −
𝑆
𝛬

[e−
𝑆
𝛬

𝑡 − e−𝜆𝑡] 

 

前述の式で表されるような侵食環境下にある岩盤中の核種濃度を、この式の初期値として用いる

ことで、離水後に風成物に埋没してゆく過程での基盤岩における核種の蓄積を計算することがで

きる。 

 

 海成侵食段丘への適用 

次に、海成段丘形成のシナリオを設定する。海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotope Stage: 

以下、「MIS」という）に基づく高海水準期に段丘が形成されることを想定し、ここでは MIS1（6 

ka）、MIS5e（117 ka）、MIS7e（232 ka）、MIS9（320 ka）に、それぞれ離水した波食面が、隆

起しつつ風成物による埋積を受けることを考える（括弧内の数字は計算において設定した離水時

期である。ka: 千年前）。単純化のために、海食崖の後退に伴う深部岩盤の露出を想定して初期核

種濃度はゼロとする。また、離水以前は海進期の 5 千年間、波食台として露出しつつ、隆起速度

と等しい速度で波食を受けていたものとし、離水時には、波食岩盤面を 0.2 m の厚さの砂礫層が

覆って、侵食が止むものとする。ここでは、隆起速度すなわち離水前の侵食速度は、100 mm kyr−1

あるいは 500 mm kyr−1 とした。離水後の風成物の堆積速度は、10 mm kyr−1あるいは 50 mm 

kyr−1 の 2 パターンを考える。また、岩盤、砂礫層、風成物の密度はそれぞれ、2.5、1.5、1.0 g 

cm−3とした。  

図 5.2.3-1 に石英中の宇宙線生成核種 10Be の蓄積量の計算結果を示す。隆起速度すなわち離水

前の侵食速度が、100 mm kyr−1の場合（図 5.2.3-1 の A 及び B）と 500 mm kyr−1の場合（図 

5.2.3-1 の C 及び D）では、結果に大差はないが、離水後の風成物の堆積速度が、10 mm kyr−1の

場合（図 5.2.3-1 の A あるいは C）と、50 mm kyr−1（図 5.2.3-1 の B または D）とを比較する

と明瞭な差が認められる。 

風成物の堆積速度が 10 mm kyr−1と小さい、すなわち、風成ロームの被覆が長期間薄い状態を

保っていると、宇宙線生成核種の蓄積が進み、それゆえ、MIS7e に形成された段丘でも年代推定

が可能であることがわかる。この場合、核種濃度が 10 分の 1 程度にまで減衰する、埋没岩盤表

面下 2 m 程度までの試料を複数深度で採取して分析し、得られたデータにモデルカーブをフィッ

ティングさせれば、シナリオの妥当性の検証とともに、段丘形成の年代が得られることになる。 

一方、風成物の堆積速度が 50 mm kyr−1と大きい、すなわち、厚い風成ロームの被覆により、

早い段階で岩盤面が深くに埋没してしまうと、その遮蔽効果によって低減した宇宙線生成核種の

生成率と放射壊変がバランスして、10 万年程度で放射平衡に達してしまう。これは、それよりも

古い時期に形成された段丘の年代測定が不可能であることを意味する。 

 



 

142 

 

図 5.2.3-1 種々の隆起・侵食・埋積の条件での海成段丘の岩盤中の 10Be 濃度の深度分布 

 

すなわち、離水後の風成ロームの埋没速度が、年代決定の遡及可能性を支配する要因であると

いえる。これは、侵食地形面に対して、侵食速度の大小が、露出年代測定の限界を規定するのと

同様である。一般に、5 m よりも厚い風成ロームに覆われた海成段丘の岩盤中の宇宙線生成核種

濃度からその形成年代を推定するのは困難であるといえよう。 

図 5.2.3-2 に、種々の風成物の堆積速度の条件下での埋没岩盤表面での 10Be 濃度の時間変化を

示す。図中で、モデルカーブが上に凸型になっている場合は、その頂部平坦域に差し掛かった時

点で、年代測定が不可能になることを意味する。地形の年代測定に対する宇宙線生成核種の援用

は、侵食と埋没の両方に規定されることが理解されよう。 

今回は単純化したモデルケースを対象に検討を行ったが、海岸域の隆起量が小さい場の条件で

は、波食面は海退時に一旦風成物の埋没を受けたのち、海進期に再び侵食されるということが起

こる。その場合には、複数回の露出－埋没履歴が積分されることになり、岩盤中の核種濃度は、

ミューオンの寄与の増大を反映して、深部であまり低減しない分布を示すことになる。すなわち、
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測定によって得られるデータが、図 5.2.3-1 に示すようなモデルカーブと整合しない深度分布と

なる。これは、モデルで想定していないような核種の生成シナリオを新たに計算に追加しなけれ

ばならないことを意味する。これを逆手にとって利用することが、当然できる。すなわち、深さ

方向にデータの測定点を増やすことによって、海水準変動曲線などの他の独立的情報と組み合わ

せ、複雑な地形形成史をもつ場所においても、海成地形面の発達過程を復元できる。宇宙線生成

核種を用いた地形の形成史復元は、核種濃度データそれ単体のみで成立するのではなく、試料採

取の戦略からモデルの立案、データへの当てはめとシナリオの妥当性検証までが一体となった総

合的な論考にのっとって実施されて初めて意味を成すものだということができる。 

 

 

図 5.2.3-2 異なる堆積速度条件下での岩盤表面における 10Be 濃度の時間変化 

 

5.2.4  まとめ 

本研究開発では、内陸部と沿岸部の離水地形を対象に複数の年代測定手法を組み合わせたマル

チ年代測定法から、離水地形の離水時期を制約し、その結果に基づき数千から数十万年間の隆起・

侵食速度推定技術の高度化を検討する。内陸部の離水地形を対象とした検討では、穿入蛇行の下

刻速度（≒隆起速度）を推定するため、河川の下刻史復元を目的とした調査を実施した。具体的

には、穿入蛇行跡である環流旧河谷が多数分布する紀伊半島の新宮川流域を事例として、環流旧

河谷に対しては、ボーリング調査による斜面堆積物に覆われた埋没河谷底の高さの把握と、埋没

河谷内に分布する旧河床堆積物からの試料採取、河成段丘と海成段丘に対しては、露頭を対象と

した観察、記載及び試料採取を実施した。その結果、予察的ではあるが、環流旧河谷の埋積発達

史は環流旧河谷ごとに異なっている可能性があること、また環流旧河谷に残された平坦面を河成

段丘面のように単純に離水面と読み替えられないケースがあることが明らかになった。今後は、

上記調査で採取した試料に対して IRSL 年代測定、TCN 年代測定、テフラ分析といったマルチ年

代測定を適用し、新宮川の下刻史を復元するとともに、その結果から内陸部における下刻速度（≒

隆起速度）を検討する予定である。 

沿岸部の離水地形を対象とした検討では、海成段丘を構成する岩盤中での宇宙線生成核種の濃
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度の深度分布やその時間変化を計算し、手法の適用性について確認した。段丘面を覆う風成物の

堆積速度は、宇宙線生成核種を用いた地形の形成年代測定の限界を規定しており、一般に、5 m

よりも厚いロームに覆われる場では、この手法の適用は困難である。手法の適用には、分析対象

となる岩盤が、有意な宇宙線の照射を受ける程度の地表近傍に存在し続けることが重要である。

宇宙線への暴露さえ持続していれば、複数回の露出－埋没過程を経るような、複雑な地形発達史

を持つ場合でも、深度プロファイルを取ることで、段丘形成史を復元できるものと期待される。 
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5.3  地形解析と堆積構造解析に基づく沿岸域の隆起／侵食、沈降／堆積現象の把握 

5.3.1  背景と目的 

わが国の沿岸部の陸域では、海成段丘の成因理解に基づき、過去一万から数十万年間の地殻変

動の傾向やその量が空間的に示されている（例えば、小池・町田, 2001）。その一方で、沿岸海域

では、地形・地層の成因の検討、特に氷河性海面変動と地殻変動の地形への表れ方についての検

討が総括的に進んでいないため、過去一万から数十万年間の地殻変動の傾向やその量を空間的に

把握することが陸域に比べ困難な場合が多い。 

近年、海底地形デジタルデータ（日本水路協会 M7000 シリーズ）から作成した海底地形アナ

グリフ（余色立体図）を用いることで、日本列島の海底地形を同一の基準で実体視判読すること

が可能となった（例えば、後藤, 2013, 2014）。こうした状況をうけ、産業技術総合研究所ほか（2017, 

2018）では、海底地形アナグリフを利用した地形判読から、日本列島の大陸棚外縁の深度には地

域差があること、大陸棚外縁付近に複数の明瞭な傾斜変換線が存在する海域が存在すること、海

成段丘と形態的に似た海底段丘が海域に広く分布し、その発達度合いや分布深度には地域差があ

ることなどが報告されている。 

産業技術総合研究所ほか（2017, 2018）で報告された日本列島に広く分布する大陸棚外縁や海

底段丘といった海底地形の中から、同時代に同じ地形プロセスで形成されたものを同定できれば、

その深度変化の地域差から、海域の地殻変動の傾向を空間的に検討できる可能性がある。さらに、

海底の地質層序から大陸棚外縁や海底段丘の形成時期について制約できれば、地殻変動量の空間

分布を把握できる可能性がある。そこで本研究開発では、こうした検討を実施するための基礎資

料となる海底の地形・地質断面図及びその結果を反映した海底地形学図の作成を行う。平成 30 年

度は、既存の音波探査記録断面を収集し、日本列島周辺の幾つかの海域を事例に地形・地質断面

図を作成した。 

 

5.3.2  既存音波探査記録断面に基づく浅海底地形の成因把握 

 方法 

日本列島周辺の浅海底の音波探査記録データは、海上保安庁、国土地理院、産業技術総合研究

所及び地震調査研究推進本部により、ほぼ網羅的に取得されている（図 5.3.2-1）。こうしたデー

タを利用し、本年度は、海底段丘の発達が良い海域を中心に地形・地質断面図を以下の手順で作

成した。まず、海底地形デジタルデータ（日本水路協会 M7000 シリーズ）から作成した海域の数

値標高モデルを用いて音波探査測線を通る地形断面を作成した。地形断面の長さについては、音

波探査測線の長さにとらわれずに地形単位を重視して決定した。次に、音波探査記録断面に記さ

れた地質境界・断層を、描画ソフトウェア（アドビ社イラストレータ）を用いてトレースした。

最後に、地形断面に合うようにトレースした地質境界・断層の縦横比を変形させ、描画ソフトウ

ェア上で両者を重ね合わすことで地形・地質断面図を作成した。地形・地質断面図の縦軸には、

文献に記された Two Way Time (msec)とその値を往復走時 750 m/秒（蜷川, 1965）として単純換

算した深度を併記した。 
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図 5.3.2-1 音波探査記録断面が得られている海域 

海底段丘の分布は、産業技術総合研究所ほか（2018）に基づく。 

 

 結果 

日本列島の浅海底（水深 0 - 200 m 程度）においては、1) 少なくとも最終氷期を通して侵食が

卓越したと考えられる侵食場と、2) 海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotope Stage, MIS）2 以

降の地層が海底地形をかたちづくる堆積場、を確認することができる。前者の事例として三陸北

部（八木沖、久慈沖）、釧路沖、能登半島北部における地形・地質断面図を図 5.3.2-2 から図 5.3.2-4

に、後者の事例として三陸南部（釜石沖）、越前海岸沖、サロベツ沖の地形・地質断面図を図 5.3.2-5

から図 5.3.2-7 にそれぞれ示す。 

 

 1) 侵食場の事例 

侵食場の事例海域では、いずれの地形・地質断面においても、中新統及びそれ以前の地層が切

られた侵食面が卓越し、それらが海底段丘を形成している。これらの海域のうち、三陸北部の久

慈沖の大陸棚外縁では、沖側に向かって新しい地層が付加され、それらの上面が水深 120 - 130 

m に位置する崖状地形まで切られた形状をとる（図 5.3.2-2）。これは、岡村（1990）に示された

隆起の継続する海域に特徴的な地層の分布形状と似る。また、能登半島北部では、逆断層の上盤

（隆起）側において中新統を切って形成された 3 段の侵食面が発達する（図 5.3.2-3）。同様に、

釧路沖でも 2 条の断層の上盤（隆起）側に漸新統を切る侵食面と中新統を切る侵食面が発達する

（図 5.3.2-4）。 

海底段丘の成因との関係で注目すべきは、海底段丘の段丘崖を形成する海底侵食面上の崖状地

形には、侵食によるものと断層運動によるものがあることである。前者に相当するものは、三陸

北部（八木沖、久慈沖）の水深約 120~130 m にみられる。これらは、深度から判断して最終氷期

極相の低海水準期に形成された海蝕崖と解釈される。一方、後者に相当するものは、釧路沖の水

深 125 m と水深 160 m 付近においてみられる。 
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図 5.3.2-2 三陸北部（八木沖、久慈沖）の浅海底地形・地質断面図 

地質断面図、層序表は海上保安庁水路部（1993a, 1993b）を参考に作成。地形・地質断面図

上の黄線は段丘面を、赤線は断層をあらわす。図 5.3.2-4 の測線位置も記す。 
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図 5.3.2-3 能登半島北部の浅海底地形・地質断面図 

地質断面図、層序表は井上・岡村（2010）を参考に作成。地形・地質断面図上の黄線は段丘

面を、赤点線は断層をあらわす。鮮新統、中新統が侵食され海底段丘を形成。更新統、完新統は

分布しない。 
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図 5.3.2-4 釧路沖の浅海底地形・地質断面図 

地質断面図、層序表は海上保安庁水路部（1998）を参考に作成。地形・地質断面図上の黄線は

段丘面を、赤線及び赤点線は断層をあらわす。 
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 2) 堆積場の事例 

堆積場の事例海域では、いずれの地形・地質断面においても完新統までの地層の累重構造が確

認でき、それらは岡村（1990）に示された沈降が継続する海域にみられる地層の分布形状と似る。

越前海岸沖とサロベツ沖の地形・地質断面は、断層運動により陸側に近い海底が隆起域に、沖側

が沈降域となっていることを示す。 

堆積場の事例海域のうち、三陸南部（釜石沖）と越前海岸沖では、ともに上部更新統が大陸棚

外縁に相当する遷急線をかたちづくる（図 5.3.2-5）。さらに、越前海岸沖では、断層の下盤側に

おいて更新統上部－完新統からなる 3 段の海底段丘を確認できる（図 5.3.2-6）。一方、サロベツ

沖については、断層の上盤側では完新統がそれ以前の地層がつくる海底段丘を覆うに過ぎないが、

断層の下盤側に相当する水深 10 m 以深では完新統からなる 3 段の砂州状地形を確認できる（図 

5.3.2-7）。越前海岸沖とサロベツ沖の事例は、断層の下盤側、すなわち継続的に沈降していると考

えられる場では、MIS 2/1 の海水準変動が海底地形の形成に果たす役割が大きいことを示唆する。 

 

 

 
図 5.3.2-5 三陸南部（釜石沖）の浅海底地形・地質断面図 

地質断面図及び層序表は海上保安庁水路部（1984）を参考に作成。地形・地質断面図上の黄線

は段丘面を、赤線は断層をあらわす。測線位置は図 5.3.2-2 に記す。 
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図 5.3.2-6 越前海岸沖の浅海底地形・地質断面図 

地質断面図、層序表は、産業技術総合研究所・福井大学（2013）を参考に作成。地形・地質断

面図上の黄線は段丘面を、赤線は断層をあらわす。最終氷期の地層が大陸棚をつくり、MIS 2/1 の

堆積物が海底段丘を形成している。 
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図 5.3.2-7 サロベツ沖の浅海底地形・地質断面図 

地質断面図及び層序表は海上保安庁水路部（1993c）を参考に作成。地形・地質断面図上の黄線

は段丘面を、赤点線は断層をあらわす。最終氷期以降の完新統が現地形をつくり、海底段丘を形

成している。 
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5.3.3  まとめ 

海域における過去一万から数十万年間の地殻変動の傾向やその量を空間的に把握するためには、

海底に広く分布する海底段丘や大陸棚外縁といった海底地形の成因に係る知見の収集・蓄積が必

要である。そのため、本研究開発では、既存の音波探査記録断面を利用して海底地形の地形・地

質断面図の作成を行った。 

 地形・地質断面図からは、日本列島の海域には、少なくとも最終氷期を通して侵食が卓越した

場と、完新統まで地層が累重し、最終氷期極相以降の地層が海底地形をかたちづくる場が存在す

ることがわかった。そして前者には継続的に隆起が生じていると考えられる場が、後者には継続

的に沈降が生じていると考えられる場がみられた。今後、海底地形アナグリフの実体視判読から

海底地形の地形区分図を作成し、それらと地形・地質断面図とを対照させることで、海底の形態

的特徴と海底地形の形成過程との間にみられる関係について検討する予定である。 
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5.4  隆起・沈降境界域における地殻変動評価技術の整備 

5.4.1  背景と目的 

沿岸部では、海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotope Stage: MIS）5e やそれ以前の高海面

期の地形・地層の分布・高さに基づき、過去十万から数十万年間の隆起・沈降量の空間分布及び

その時空間変遷が把握されている。しかし、沿岸部の隆起域と沈降域の境界域では、地形・地層

の高さの変化が小さいため、繰り返される氷河性海水準変動に伴う侵食・埋積により、地形・地

層が上書き消去されやすい。そのため、隆起・沈降境界域における MIS 5e やそれ以前の高海面

期の海成層の高度分布についてのデータは、量・質ともに不十分である。結果として、隆起・沈

降の境界域における過去数十万年間の正確な地殻変動量や地殻変動の時空間変遷についての実態

は良くわかっていない。このことが、沿岸部の隆起域から沈降域にかけてのシームレスな地殻変

動の一様継続性の評価を困難なものにしている。 

このような背景から、本研究開発では、沿岸部の隆起・沈降境界域における過去数十万年間の

地殻変動様式の評価を目的とした手法の整備ならびに手法の妥当性や精度の評価を行う。特に重

点を置くのは、高海水準期の最高海面高度を近似しうる地層の上限高度を堆積相解析、珪藻化石

や貝形虫化石などの群集組成解析、地球化学・物理化学的分析及びテフラ分析に基づき認定する

手法の整備である。具体的には、まず、過去十万から数十万年前の高海水準期の海成層の保存が

期待される平野の隆起・沈降境界域においてボーリング調査を実施し、研究開発に供する堆積物

試料を得る。次に、高海水準期の海成層を特定するために必要となる堆積相解析、珪藻化石や貝

形虫化石などの群集組成解析、地球化学・物理化学的分析及びテフラ分析に基づきボーリングコ

ア試料の詳細な記載及び分析を行い、堆積物の層序区分及びコア堆積物と MIS との対比を検討

する。最後に、特定された高海水準期の海成層の高度に基づいて、隆起・沈降境界域の地殻変動

量・速度を推定し、その値と既存研究などとの比較から、本手法の妥当性や精度の評価を行う。 

本研究開発は、関東平野を事例に実施する。その理由は、第一に関東平野がわが国において隆

起域と沈降域が並存する平野の典型例であること、第二に関東造盆地運動に伴い関東平野には過

去数十万年の海成層が堆積していること、第三に既存ボーリングコアの情報がわが国では最も多

いと考えられ、そうした成果を本研究開発に活かせること、である。平成 30 年度は、関東平野の

中心付近に位置する隆起・沈降境界域を事例に実施したボーリング調査の概要ならびに現時点で

明らかになったコアの堆積相の概要を報告する。 

 

5.4.2  結果 

 ボーリング調査の概要 

 1) 調査地域 

 関東平野の隆起・沈降量マップ（Tajikara, 2000）を参照すると（図 5.4.2-1）、思川の左岸に

分布する宝木面（MIS 4 に離水; 貝塚ほか編, 2000）南部が、過去約十万年間の隆起・沈降の境界

域に相当する。そこで、本研究開発では、宝木面南部の 3 地点においてボーリング調査を実施し

た（図 5.4.2-2）。掘削地点は上流から GC-OY-2、GC-OY-1 及び GC-NG-1 の順で下流に向けて

配置しており、それぞれ孔口標高である 34.0 m、29.5 m、20.6 m から深度 86.0 m、90.0 m、

74.6 m までのコア試料を採取した（表 5.4.2-1）。 
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図 5.4.2-1 関東平野の 10 万年地殻変動量の推定図（Tajikara, 2000） 

背景図として日本第四紀地図（日本第四紀学会編, 1987）を使用した。 

 

 

図 5.4.2-2 関東平野のボーリングコア掘削地点と周辺の地形分類 

背景図として治水地形分類図（国土地理院, 2007）を使用した。星印がボーリング調査地点、

橙色が段丘面を示す。  
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表 5.4.2-1 関東平野のボーリングコア掘削地点と仕様 

 

 

 2) コアの採取、観察及び分析の方法 

外径 86 mm、内径 65 mm のスリーブ内蔵二重管サンプラーを用いてボーリングコア試料を約

1 m 間隔で採取した。それらを半裁された硬質塩化ビニル管（VU65）に入れて、コアパックを取

り除いた後に、岩石カッターやステンレスワイヤを用いて半裁した。固着しておらず半裁が困難

な礫質支持層は手作業で二分割した。半裁後のコア表面の写真を撮影した後、半裁面の層相、層

相境界の特徴、堆積構造、粒度、構成粒子の支持様式、含有物、色調を 1/10 スケールで記載した。

各コアの柱状図を図 5.4.2-3 に示す。 

 

 ボーリングコアの層相 

ボーリングコアは、陸域から海域にかけての様々な堆積環境で堆積した更新統からなる。その

上位は、ローム層に遷移しており、下位では GC-OY-2 コアの深度 79.43 m 以深のように激しく

変質を受けた泥層（上総層群）が分布している。また、3 本のコアには未対比のテフラが数多く

挟在している。本研究開発では、地下 90 m 以浅の更新統を、海浜相、上部外浜相、下部外浜相、

内湾相、蛇行河川相及び網状河川相に区分した。以下に更新統において堆積相を認定した根拠に

ついて記載する。 

 

 1) 海浜相 

記載：平行層理や低角の斜交層理が発達した細粒－中粒砂層で主に構成される（図 5.4.2-4A）。

重鉱物が濃集した葉理、貝殻片及び生物擾乱痕がまれに含まれる。 

解釈：海浜の堆積物には、波浪や潮汐によって濃集された重鉱物、低角斜交層理及び貝殻片が

特徴的に認められる（増田・横川, 1988）。こうした特徴がコア観察結果と一致する。 

 

 2) 上部外浜相 

 記載：低－高角の斜交層理が発達した細粒－中粒砂層で主に構成される（図 5.4.2-4B）。貝殻

片や生物擾乱痕がまれに含まれる。 

 解釈：上部外浜の堆積物には、沿岸洲の移動で形成されたトラフ型斜交層理や平板状斜交層理

が特徴的に認められる（Clifton et al., 1971）。こうした特徴がコア観察結果と一致する。 

 

 3) 下部外浜相 

 記載：不明瞭な平行層理や低角の斜交層理が発達した極細粒－細粒砂層で主に構成される（図 

5.4.2-4C）。細礫や貝殻片からなるラグ堆積物や生物擾乱痕が含まれる。 
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 解釈：下部外浜の堆積物には、暴浪時の複合流を示すハンモック状斜交層理やスウェール状斜

交層理が特徴的に認められる（Walker and Plint, 1992）。こうした特徴がコア観察結果と一致す

る。 

 

 

図 5.4.2-3 関東平野のボーリングコアの柱状図 
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図 5.4.2-4 GC-OY-1 の特徴的なコア半裁面の写真 

 

 4) 内湾相 

記載：貝化石や生物擾乱痕を含む泥層で主に構成される（図 5.4.2-4D）。 

解釈：内湾の堆積物は、浮流運搬される細粒砕屑物からなり、海成生物遺体や生物擾乱痕が特

徴的に認められる。こうした特徴がコア観察結果と一致する。 

 

 5) 蛇行河川相 

記載：基底部に低－高角の斜交層理が発達した上方細粒化する細粒－粗粒砂層と植物片を含む

泥層の互層で主に構成される（図 5.4.2-4E）。細礫層や植物根がまれに含まれる。 

解釈：蛇行河川の堆積物には、河道の側方移動によって形成された流路堆積物と氾濫原堆積物

が特徴的に認められる（Miall, 1992）。こうした特徴がコア観察結果と一致する。 

 

 6) 網状河川相 

記載：礫質支持層と基質支持層の互層からなる砂礫層で主に構成される（図 5.4.2-4F）。植物

片や貝殻片は確認されない。 

解釈：網状河川の堆積物には、出水時に供給された礫質支持層と通常時に掃流運搬された基質

支持層の繰り返しが特徴的に認められる（Miall, 1977）。こうした特徴がコア観察結果と一致す

る。 

 

5.4.3  まとめ 

隆起・沈降境界域における過去数十万年間の地殻変動様式の評価技術の高度化を目指し、関東

平野の隆起・沈降境界域を事例に 3 地点でボーリング調査を実施した。平成 30 年度は、ボーリ

ング調査結果とボーリングコアの堆積相の概要について報告した。 

事例地域周辺の更新統の地質層序（中澤・遠藤, 2000; 中澤・田辺, 2011; 納谷・安原, 2014）
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や須貝ほか（2013）に示された関東平野における MIS 11, 9, 7 及び 5e の海岸線位置を参照する

と、本報告で記述した深度 30 m 付近の貝殻まじりの泥層は MIS 5e の海成層であり、深度 40 - 

50 m 以深の泥層や砂層は、MIS 5e 以前の高海水準期の海成層である可能性が高い。平成 31 年

度においては、堆積相解析、珪藻化石や貝形虫化石などの群集組成解析、地球化学・物理化学的

分析及びテフラ分析を実施し、高海水準期の最高海面高度を近似しうる地層の認定及びそれらと

MIS との対比を行うことで、過去数十万年間の地殻変動様式の評価ならびにそのために必要な手

法の整備を行う予定である。 
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5.5  陸域の隆起・侵食傾向の外挿による沿岸海域の隆起・侵食量評価手法の高度化に向けた段

丘対比・編年技術の高精度化に関する検討 

5.5.1  背景と目的 

数十万年前以降の隆起・侵食の時空間的傾向を把握するためには、段丘を用いた解析が有効で

ある。このため、段丘対比・編年は最も基礎的な技術であり、その高精度化が必要となる。 

段丘の対比・編年の主要な調査の一つは、段丘堆積物・段丘被覆層の堆積年代の調査である。

段丘堆積物の最上位層の堆積年代と被覆層の最下位層の年代の間が段丘の離水年代（地形の形成

年代）である。 

段丘堆積物の年代調査では、堆積物中に指標となるテフラ層を見出すことや、近年では、砂層

からなる堆積物に対してはルミネッセンス年代測定が行われることがある。しかし、段丘堆積物

はしばしば礫層など粗粒であり、その中にテフラ層が保存されていることは少ない。また、ルミ

ネッセンス年代測定に適した細粒堆積物からなる地層、あるいは、粗粒堆積物中に挟まれる細粒

堆積物層は限られる。また、岩石侵食段丘では、いうまでもなく、段丘堆積物自体がない。 

一方、段丘被覆層は、しばしばローム層と呼ばれる風成層であり、この年代調査に最も用いら

れる手法がテフラ層序である。しかしながら、段丘被覆層は、離水以降の全ての地質時間の情報

を記録しているわけではない。例えば、離水後から風成層定着までの時間間隙、後の時代におけ

る削剥・侵食によるテフラ層を含む堆積層の欠如などが考えられる。あるいは、目に見えるテフ

ラ層の年代に引っ張られ、段丘被覆層の形成年代を新しく見積りすぎる場合があることが問題提

起されている（幡谷ほか, 2005 など）。 

このような問題点を解決するため、本研究では段丘堆積物・段丘被覆層の風化に着目した。テ

フラ層序が隆盛する以前には、段丘礫の風化の程度、段丘被覆層の色調、地形面の開析度などの

定性的な指標による調査が一般的であった。中川（1961a, b）など、これらの指標を総合的に組

合せて地形発達史を理解しようという先駆的な研究もあった。これらの指標は、現在でもテフラ

の分析や数値年代測定を実施する前の定性的な年代推定に使われる。本研究では、これらを経験

的指標と呼ぶ。しかし、その後大きく進展したとはいいにくい。その最も大きな原因は、テフラ

層序学の発展であり（町田・新井, 1992 など）、定性的な経験的年代指標は、膨大なテフラカタロ

グ（町田・新井, 2003 など）に基づき数値年代の目盛りを入れることができるテフラ層序学に主

役を譲った。 

しかし、先に提示した段丘の離水年代決定の問題点の全てをテフラ層序が解決できているわけ

ではない。改めて問題点を列挙するならば、段丘堆積物（特に段丘礫層）中にテフラ層が残りに

くい、段丘堆積物がない（岩石侵食段丘）、離水直後の被覆層がない、あるいは、テフラ層が見出

せないなどである。これらの問題点を踏まえ、幡谷（2005, 2006）、濱田・幡谷（2011）は再び経

験的指標に着目した。段丘堆積物（特に、段丘礫層）の風化に関する様式、性状、過程、要因、

さらには、地形面の開析状況、それらの相互関係などが定量的かつ／または系統的に理解される

ならば、例えば、一部のデータ欠如を補完し、テフラが見出せない段丘堆積物からの形成年代の

推定の信頼性を向上させるなど、先に提示した段丘の離水年代決定の問題解決に資すると考えら

れる。 

これらの研究の発展形の一つとして、「沿岸部処分システム高度化開発」（産業技術総合研究所

ほか, 2017, 2018, 2019）では、経験的指標にテフラ層序による数値年代目盛りを入れる事例研究

を展開している。これらも踏まえ、本研究では、先に提示した段丘の離水年代決定の問題の解決

を目的として、二つのアプローチを行った。一つは、段丘堆積物のうち段丘礫の風化様式、性状

の把握を目的とした岩石風化過程の模擬実験（以下、風化実験という）である。風化過程の現象

理解・定量的理解により、現場で着目すべき指標・情報を明らかにしよう／見出そうという試み
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である。二つ目は、わが国における高位段丘、中位段丘、低位段丘などといった段丘群ごとの風

化の様式、性状といった特徴の把握を目的とした既往文献を対象とした段丘の対比・編年に関わ

る基盤情報の整備である。つまり、日本全体での段丘の対比・編年に関わる総合的理解を目指し

たものである。 

以下に、二つのアプローチについて報告する。 

 

5.5.2  実施内容 

 岩石風化過程の模擬実験（風化実験） 

 1) 風化実験に関する既往事例 

段丘礫の風化による岩石の変化は、岩石組織の間隙の増加と赤褐色化によって特徴づけられる

化学的風化が主体である。こうした反応は、非常に長い期間にゆっくりと進行する現象である。

礫の長期にわたる化学的風化（鉱物の溶解・再結晶）及びそれに伴う物理的変化（間隙率の増加）

を見るためには、酸などにより風化を模擬した実験が必要と考えられる。 

そこで、ここでは、本事業で実施する実験の方法や条件の参考とするため、風化実験に関する

知見を充実させ、実験の妥当性と天然系への適用性把握を目的として、国内外の岩石風化に関わ

る既往研究事例を収集・整理した。検索でヒットした文献は、543 件である。文献のリストは、

付録 7A 中に収録した。 

収集した文献のうち、岩石風化を模擬した実験、特に化学的風化に着目した実験で石灰岩や土

壌を対象としたものなど、関連の低いものを除くと、25 件が絞り込まれた。これらのリストにつ

いても付録 7A 中に収録した。以下にこれらの文献で触れられている実験内容について紹介する。 

実験方法としては、それぞれの目的に応じて様々なものが存在し、主に以下のものに区分され

る。 

・ソックスレー抽出器 

・フロー式反応器 

・バッチ式反応器 

・カラム 

・野外風化実験 

・その他（スレーキング耐久試験，拡散実験・透水溶解実験） 

 

上記のうち最も多い実験方法の区分はバッチ式反応器で，室内実験の中では比較的容易に実験

系を整備できるためと考えられる。また、室内実験では、酸などの薬品を用いて溶解を促進させ

るもの、溶解の促進をさせずに水に浸すもの、あるいは溶解を促進させるための岩石を粉砕して

実験を行うものもある。実験に用いられる酸の種類としては、塩酸、硝酸、硫酸が一般的であっ

た。また、二酸化炭素を注入する方法もみられる。室内実験の多くは、室温に近い温度で行われ

ているが、溶解促進のため 50℃程度に加熱している事例も存在する。 

これらのうち、溶解を促進させていない実験では、粉体あるいは岩石からの溶出元素の分析を

主な分析項目としている。したがって、岩石そのものの溶解による変化を調査・分析するために

は、酸を使用し、加熱を行うことが一般的な方法といえる。 

 

 2) 試料、手順及び方法 

本風化実験では、同一の地域でほぼ平行して海に流下する二つの河川の河口部で採取した海浜

礫を実験試料とした（それぞれの河川名から試料名に“KY”、“TN”を付した）。これらの海浜礫

は、当該河川周辺に分布する段丘礫層中における構成礫と同一種と考えられる。 
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実験では、前項目 1) 「風化実験に関する既往事例」などを踏まえ、試料を硝酸溶液中に浸漬し

た。これにより、岩石を加速度的に溶解させ、それを模擬的な風化と捉えたうえで、浸漬前後の

試料の岩石・鉱物組織の変化や物理化学的変化を観察した。なお、本実験は風化現象を理解する

ための要素試験という位置付けである。 

実験試料の選定にあたっては、粒度、基質、風化変質の程度などが異なると考えられる堆積岩

類 5 試料と火山岩類（溶結凝灰岩）5 試料を選定した。選定した試料の岩種に関する情報を表 

5.5.2-1 に示す。 

選定した各試料から、分光測色、顕微鏡観察、SEM 観察などを行う岩石チップ試料（20×20 

×10 mm 大）と水銀ポロシメータ測定を行うポロシメータ試料（10×10×20 mm 大）を、後述

する浸漬期間ごとに切出し整形した（図 5.5.2-1）。整形した試料は、浸漬前の岩石の性状や特徴

を把握することを目的に、岩石薄片の作成・観察、分光測色、光学顕微鏡観察、X 線分析顕微鏡、

μX 線 CT 観察、分光測色、SEM 観察、XRD 分析及びポロシメータ測定を行った。なお、岩石薄

片、XRD 分析及びポロシメータ測定は、他の非破壊分析とは異なり試料を切断もしくは粉砕など

する必要があることから、浸漬試料とは別に切出し用意したものを分析し、それを岩石の浸漬前

の性状として取り扱った。 

岩石チップ試料及びポロシメータ試料は、富士フイルム和光純薬(株)の精密分析用硝酸を 50 ml

入れたテフロン容器中に浸漬させた。テフロン容器は、試料投入後、容器の封を固く締めたうえ

で、50℃に設定した恒温器中に保管した。実験期間は、浸漬開始から 15 日、30 日及び 45 日と

した。なお、実験期間中は、一定期間ごとに容器を開封し試料及び酸溶液の産状などに関する目

視観察を行った。 

 

表 5.5.2-1 実験試料の岩種に関する一覧表 

試料名 岩種 特徴 

KY-1 （堆積岩類）砂岩 ‐ 

KY-2 （堆積岩類）砂岩 ‐ 

KY-3 （堆積岩類）砂岩 ‐ 

KY-5 （火山岩類）溶結凝灰岩 ‐ 

KY-8 （堆積岩類）泥岩 ‐ 

KY-9 （堆積岩類）砂岩 ‐ 

TN-1 （火山岩類）溶結凝灰岩 KY-1 の岩石と比較すると、やや変質する 

TN-6 （火山岩類）溶結凝灰岩 KY-1 の岩石と比較すると、やや変質する 

TN-7 （火山岩類）溶結凝灰岩 KY-1 の岩石と比較すると、やや変質する 

 

 

図 5.5.2-1 風化実験で使用する整形試料（岩石チップ試料及びポロシメータ試料） 

ポロシメータ試料は、2 供試体で 1 試料としてカウントした 

 

各実験期間の浸漬終了後、岩石チップ試料及びポロシメータ試料は酸溶液から取り出し、岩石

表面に付着した酸溶液を除去するため、イオン交換水で洗浄のうえ、イオン交換水中に数日間浸

漬させた。以上の工程が終了した後、各試料を前述と同様の分析に資した。浸漬に使用した酸溶
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液は、岩石から酸溶液へ溶出した元素組成を把握するため、ICP-OES装置により分析した。なお、

作業時における混染を把握することを目的に、試料を浸漬しない酸溶液をブランク試料として準

備し、他の浸漬用試料と同様に、恒温器に保管したうえで各実験期間後、ICP-OES分析を行った。 

以上のことをまとめた実験フロー図、実験項目をそれぞれ図 5.5.2-2 及び表 5.5.2-2 に示す。

なお、各項目の詳細な分析手順などは、付録 7A を参照されたい。 

 

  

図 5.5.2-2 風化実験における手順のイメージ図 

 

 

表 5.5.2-2 風化実験における分析項目一覧表 

分析項目 分析目的 備考 

光学・実体顕微鏡観察 初生的な岩石組織の観察 浸漬前の試料のみ 

X 線分析顕微鏡 試料表面の元素分布及びその変化 － 

μX 線 CT 観察 試料内部の密度分布及びその変化 － 

分光測色 試料の呈する色調及びその変化 － 

SEM 観察 試料の微視的構造及びその変化 － 

XRD 分析 構成鉱物の把握及びその変化 試料表面から約 2mm の試料を対象 

水銀ポロシメータ測定 試料の間隙率及びその変化 － 

元素分析 
試料から酸溶液に溶出した元素の種

類及びその存在量の把握 

分析元素は次のとおり。 

Si、Al、Fe、Mn、Mg、Ca、Sr、Ba 

 

 

 3) 結果 

実験結果を、目視観察、X 線分析顕微鏡、μX 線 CT 観察、分光測色、SEM 観察、XRD 分析、

水銀ポロシメータ測定及び ICP-OES 測定の項目ごとに以下に記す。なお、溶液の元素分析につ

いては、当初 ICP-MS での測定を予定していたが、実験期間及び装置の運転状況の制約から、次

年度の本事業で分析することに変更した。代わりに、平成 30 年度は、一部の試料について、ICP-
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OES による分析を行った。ICP-MS 測定以外の観察・分析についても一部については、同様に次

年度に実施、結果を報告する予定である。平成 30 年度に得られた全実験結果は、付録 7A 中に収

録した。 

 

 ① 目視観察 

実験試料の酸溶液へ浸漬後、一定期間ごとに目視観察を行い、実験試料及び酸溶液の変化を観

察した。ここでは、浸漬期間が最も長い 45 日浸漬試料を取り上げる（図 5.5.2-3）。 

試料を溶液に浸漬した直後は、目視する限り、試料-溶液間の反応（例えば、泡の発生など）は

見られなかった。しかしながら、時間が経つにつれ、試料は脱色（白色化、ただし試料の一部で

は黄淡色化）し、溶液の色調は、黄色または黄褐色へと濃く変化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.2-3 目視観察結果の例（45 日浸漬試料） 

 

特に、浸漬から 1 日目にかけての色調変化が著しく、その後の変化は僅かであった。ただし、火

山岩試料のうちやや風化が進んだ試料を浸漬した溶液は、浸漬 1 日目以降も徐々に色（黄褐色）

が濃くなった（例えば、図 5.5.2-4 における試料 TN-1）。なお、全試料において試料の角が丸く
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なるなどといった形状の変化は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.2-4 岩石チップ試料の浸漬前後の変化の例（45 日浸漬試料） 

 

 ② X 線分析顕微鏡 

浸漬前後における岩石チップ試料表面における元素分布の変化を把握することを目的に、X 線

分析顕微鏡による元素マッピングを行った。なお、対象とした元素は、ケイ素（Si）、チタン（Ti）、

アルミニウム（Al）、鉄（Fe）、マンガン（Mn）、マグネシウム（Mg）、カルシウム（Ca）、ナト

リウム（Na）、カリウム（K）、リン（P）及び硫黄（S）である。 

その結果、浸漬後の試料の表面は、浸漬前のものと比較して、ほとんどの元素（Al、Mg、Fe、

Ca など）の強度が相対的に低くなった。特に Fe は、他の元素に比べて減少傾向が顕著であった

（試料 KY-1、KY-5 及び TN-1；図 5.5.2-5）。 

以上の岩石表面の元素分布変化から、浸漬によりほとんどの元素が岩石表面から溶液中に溶出

している。 
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試料 

（岩種） 

45 日浸漬試料 KY-1 

（堆積岩類：砂岩） 

45 日浸漬試料 KY-5 

（火山岩類：溶結凝灰岩） 

45 日浸漬試料 TN-1 

（火山岩類：溶結凝灰岩） 

浸漬前 

 

 

 

 

 

 

45 日 

浸漬後 

 
 

  

図 5.5.2-5 X 線分析顕微鏡による浸漬前後の変化の例（元素：Fe） 

浸漬後、試料表面では、すべての試料で Fe 強度が低下している。 

 

 ③ μX 線 CT 観察 

浸漬前後の岩石チップ試料内部の密度変化を把握することを目的に、μX 線 CT スキャンによる

観察を行った。その結果、全試料において、浸漬前後変化の様式に関し、岩種による違いが見ら

れた。 

砂岩、泥岩といった堆積岩類の試料（KY-1、KY-2、KY-3 など）では、浸漬後試料の試料端に

おいて輝度の低下した黒色のバンドが認められた（図 5.5.2-6）。この試料端における黒色のバン

ドは、浸漬前試料にはそのようなバンドは見られなかったこと、また、同一試料の中心部におけ

る色調には浸漬前後に変化が見られないことから、浸漬により密度が相対的に低くなったものと

考えられる。さらに、この低密度領域は、浸漬する期間が長くなるにつれ、より内部に広がる傾

向が見られた（図 5.5.2-7）。 

一方、凝灰岩である試料 KY-5 及び TN-1 では、前述のような低輝度バンド（＝低密度領域）

の代わりに、浸漬前に存在した高密度を示唆する輝度の高い（＝白い）箇所が、浸漬後、減少、

またはその輝度をやや低くするように見える。 

以上のように、岩種により浸漬による密度変化の様式に違いが見られるものの、概して浸漬期

間が増加するにつれて、試料端からの試料内部に向けて密度低下領域が広がるものと考えられる。 
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試料 

（岩種） 

45 日浸漬試料 KY-2 

（堆積岩類：砂岩） 

45 日浸漬試料 TN-1 

（火山岩類：溶結凝灰岩） 

浸漬前 

 

 

 

 

45 日 

浸漬後 

 

 

 

 

 

図 5.5.2-6 μX 線 CT 観察による浸漬前後の変化の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.2-7 低密度領域の試料端からの拡がりの経時変化 

√t：浸漬期間（秒）の平方根 
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 ④ 分光測色 

分光測色では、Lab 表色系により、データを取得した。 

浸漬前後の値を比較すると L*値では、浸漬後は浸漬前に比べて 10 から 20 程度高い値に変化

しており、脱色により明るくなったことが明瞭である。一方、a*値、b*値は、浸漬後は浸漬前に

比べて低くなっており、赤褐色、黄褐色の色調が弱くなったことを示す。その低下の量は、浸漬

実験前の状態で、高い値を示していた試料でより大きく低下する傾向にある。また、こうした色

の変化は浸漬期間が長いものほど変化が大きい。ただし、a*値はほぼすべての試料で 0 前後の値

にそろっているのに対し、b*値は 0 に近い値まで変化している試料もある一方、45 日浸漬した試

料でも 5 以上の値を示す、つまり黄褐色が取り切れていない試料が存在する（TN-7）。 

これらは、肉眼観察で得られていた色調の変化を客観的に示すデータとなっている。 

 

 ⑤ SEM 観察 

浸漬による構成鉱物や結晶粒間などの形状変化を把握することを目的に、浸漬前後に岩石チッ

プ試料表面の同一ポイントにおける SEM 観察を行った。 

堆積岩類試料である試料 KY-1、KY-2、KY-3 及び KY-8 では、石英や長石といった鉱物では酸

溶液による溶解したような岩石組織はほとんど見られなかったものの、それらの結晶粒間に存在

する雲母―粘土鉱物からなるマトリックス部では、しばしばそれらの部位が溶けて消失したよう

な組織が見られることが多かった（図 5.5.2-8）。また、まれに試料に存在する輝石、雲母などの

苦鉄質鉱物では、そのリム部において溶けたような組織が認められた。 

一方、火山岩類試料である試料 KT-5 及び TN-1 では、堆積岩類試料と同様に、石英や長石と

いった鉱物では溶解組織は見られなかったものの、それらの結晶粒間では充填していた鉱物が消

失したような箇所が見られた。また、火山岩類試料を特徴づける輝石、角閃石、雲母などの苦鉄

質鉱物では、浸漬前に存在していた箇所が消失し表面が滑らかになる、劈開面の凹みが深くなる

といった組織が見られた（図 5.5.2-9）。 

以上のことをまとめると、酸溶液により溶解は、苦鉄質鉱物及び雲母-粘土鉱物、ならびに結晶

粒間において進むことが考えられる。 

なお、TN-1 試料は①「目視観察」で述べたように、浸漬後の酸溶液の色が濃い黄褐色を呈する

ことが特徴の一つとして挙げられる。同試料は、苦鉄質鉱物を多く含むことを踏まえると、酸溶

液が黄褐色へと変色した原因は苦鉄質鉱物の溶出であることが考えられる。 
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図 5.5.2-8 結晶粒間における浸漬前後の形状変化の例 

試料：KY-1（堆積岩類：砂岩、15 日浸漬試料） 

 

 

図 5.5.2-9 角閃石の劈開面における浸漬前後の形状変化の例 

試料：TN-1（火山岩類：溶結凝灰岩、15 日浸漬試料） 

 

 ⑥ XRD 分析 

酸の溶解により試料中の鉱物種の変化などを把握することを目的に、浸漬前試料、15 日浸漬試

料、30 日浸漬試料及び 45 日浸漬試料に対し、XRD 分析を行った。なお、15 日浸漬試料、30 日

浸漬試料及び 45 日浸漬試料の分析では、浸漬後の岩石チップ試料の表面から約 2 mm 厚の範囲

を岩石カッターにより切出したうえで、分析に供した。 

浸漬前試料及び 15 日浸漬試料の XRD 分析結果を図 5.5.2-10 に示す。これらの結果から、浸

漬により X 線強度が全般的に下がりつつ、角閃石及び黒雲母、ついで緑泥石（カオリナイト）の

存在を示すピークが減少することがわかった。また、試料 TN-1 では、それらの鉱物ピークの減
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少とともに、浸漬前試料に存在したスメクタイトのピークが減少した。なお、このような角閃石、

黒雲母（緑泥石、スメクタイト）におけるピークの減少は、岩石種による違いは見られなかった。 

 

 

図 5.5.2-10 XRD 分析結果の例 

上図：浸漬前試料、下図：15 日浸漬試料 
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 ⑦ 水銀ポロシメータ測定 

酸の溶解による試料の間隙率などの変化を把握することを目的に、浸漬前試料、15 日浸漬試料、

30 日浸漬試料及び 45 日浸漬試料に対し、水銀ポロシメータ測定を行った。 

その結果、ほとんどの試料において、浸漬期間が長くなるにつれて、間隙率（%）が上昇する

傾向が見られた（図 5.5.2-11）。ただし、砂岩である試料 KY-3 及び KY-8 では、15 日浸漬試料が

他の試料（浸漬前試料及び 45 日試料）と比較して低い値を示し、他の試料とは異なる傾向を示

す。しかしながら、全般的に、間隙率は増加する傾向を踏まえると、この異なる傾向は、試料の

不均質性に由来する可能性も考えられる。 

また、砂岩試料 KY-1、KY-2、KY-3、泥岩試料 KY-8 及び凝灰岩試料 KY-5 は、間隙率は 3%未

満であるのに対し、凝灰岩試料 TN-1 のみ 6 - 9%と、他と比較して高い値を示す（図 5.5.2-11）。

TN-1 の大きな間隙率が、風化のためか、岩石の組織が違うためかは不明だが、このような差がつ

きやすいということは、段丘礫の風化程度にばらつきを生じさせる原因の一つになりうると考え

られる。 

 

 

図 5.5.2-11 水銀ポロシメータ測定の結果例（間隙率と浸漬日数との関係図） 

 

 ⑧ ICP-OES 測定 

浸漬実験による岩石からの元素の溶出を把握することを目的に ICP-OES により、浸漬後の溶

液の元素分析を行った。対象とした元素は、ケイ素（Si）、アルミニウム（Al）、鉄（Fe）、マンガ

ン（Mn）、マグネシウム（Mg）、カルシウム（Ca）、ストロンチウム（Sr）、バリウム（B）であ

る。 

その結果、Si と Mn を除く元素では、ほとんどの試料において、浸漬期間が長くなるにつれて、

含有量が増加する傾向が見られた（図 5.5.2-12）。Fe、Ca、Al はその傾向が比較的明瞭である。

Si は、ほとんど溶出していなかった。また、Mn は、浸漬期間が長い溶液でも溶出量が多くなら

ないものも見られた。おそらく、浸漬実験では、比較的速やかに溶出されるものであり、もとも

と含まれる量に規制され、試料によっては、浸漬時間が長くなっても増加しないものと推定され

る。また、溶出量は、浸漬前の初期状態、黄褐色化が強く、やや変質していた溶結凝灰岩（TN-

1）で多い傾向が見られた。 
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図 5.5.2-12 ICP-OES 測定の結果例 

 

 4) 考察 

本実験は、段丘礫の風化の模擬を意図したものであり、岩石組織や岩種の違いが、風化様式に

どのような差が見られるかについて明らかにすることを目的として行った。以下では実験で得ら

れた結果をもとに、岩石のどの部位がどのような速度で溶解するか、その溶解のしやすさ、しに

くさを律する岩石の特徴は何かについて、考察を行う。また、実験で得られ岩石の溶解の特徴が、

天然の段丘礫の風化様式をうまく説明できるのかについても議論する。 

 

 ① 溶解鉱物種・元素 

岩石の溶解前後の観察・分析、具体的には μX 線 CT 観察、ポロシメータ測定、X 線分析顕微

鏡、SEM 観察、ICP-OES 測定の結果からすべての岩石で溶解が生じ、反応時間が長くなるほど、

溶解が進むことが明らかである。また、μX 線 CT 観察、X 線分析顕微鏡、SEM 観察の結果から、

岩石の溶解は、岩石の表面付近で生じていると考えられる。ただし、SEM 観察によれば岩石表面

のすべての部分で均一に溶解するのではなく、特定の鉱物あるいは基質などの特定の部位が選択

的に溶解していると考えられる。選択的に溶解している鉱物としては、雲母や輝石、角閃石、磁

鉄鉱などの有色鉱物や基質の部位を充填しているのは主に粘土鉱物と考えられる。これらは隣接

して存在する石英や長石に比べて溶解しやすいと考えられる。こうした特定の鉱物の溶解は、

XRD 分析の結果でもこれらの鉱物の回折ピークの低下もしくは消失となって確認された。 

X 線分析顕微鏡によって推定される元素の減少は、Si や Al などの主要元素に比べ、Fe、S、

Mg、P などで著しい。これらのうち P を除く Fe、S、Mg は、有色鉱物や粘土鉱物に含まれる元

素であり、これらの鉱物の溶解により溶液に溶けだしていることを示すと考えられる。ICP-OES

の分析結果でも Si はほとんど溶けだしていないが、Al は Fe などともに溶けだして選択的溶出

が生じていることを示している。溶解実験を通じて岩石が脱色したことも、鉄酸化鉱物と有色鉱

物の選択的溶解を示唆する。 

一方、X 線分析顕微鏡の分析結果では、局所的に Si の強度が高くなる箇所も認められるが、こ

れらの箇所は、溶解させる前に鉄の強度が高かった箇所であり、溶解の進展により表面の鉄の鉱
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物が消失することにより、より奥に存在していた Si の含有率が高い部分が露出したものと解釈

できる。 

 

 ② 溶解に影響する岩石組織 

こうした特定鉱物の選択的溶解は、岩石組織に差のある岩種間の溶解の進展過程に影響すると

考えられる。μX 線 CT 観察の結果、砂岩、泥岩の試料には、溶解により試料の外殻部に比較的明

瞭な低密度帯が形成され、溶解期間が長くなるについてその厚さが増大することが確認された。

また、その低密度帯は、砂岩で厚く、泥岩で薄い。ポロシメータ測定結果によれば、泥岩は溶解

実験の結果として増加した細孔径が砂岩、凝灰岩に比べて小さく、空隙の増大が進んでいない。

泥岩は、砂岩に比べて初期条件での空隙が小さく、少ないのに加え、粘土鉱物を多く含むため、

砂岩に比べて表面全体が均一に溶解し、空隙が拡大しにくいと考えられる。SEM 観察による観察

結果でも、泥岩は、砂岩に比べ局所的に溶解する箇所がほとんど認められない。このため、酸が

岩石の内部にしみこみにくく、低密度帯が薄くなったと考えられる。また、砂岩試料は、15 日間

の溶解では、見かけ上、空隙率や空隙径が小さくなるものがみられる。このことは、同一礫から

切り出したものでも、試料により空隙の分布、空隙径にばらつきがある可能性が考えられる。 

一方、溶結凝灰岩は、試料により空隙の拡大の規模が異なる。空隙の拡大の顕著な試料は、粗

粒な組織を持っている試料であり、細粒な組織を持つ溶結凝灰岩は空隙の拡大が小さい。粗粒な

組織を持つ溶結凝灰岩では、溶解実験前の段階で 0.1 μm を超える比較的大きな細孔径を持って

いるが、溶解実験の結果は、これらの間隙のピークがより大きい方にシフトしており、既存の空

隙が拡大していったと考えられる。一方で、溶結凝灰岩は、μX 線 CT による観察では、砂岩や泥

岩にみられるような岩石外殻部の低密度帯の形成が認められない。SEM 観察及びポロシメータ

測定、X 線回折分析から、試料表面が溶解していることは確実であり、密度の低下が生じるはず

である。それが見られないことは、溶解が試料の極表面のみに限られているためと考えられる。

ポロシメータによる結果から溶結凝灰岩の空隙は、溶解によりもともとあった空隙の拡大がもっ

ぱら進行し、新たな空隙の増加が少ないと考えられる。薄片観察では、溶結凝灰岩は、大きさ 1~2 

mm 程度の斑晶鉱物と数十 μm 程度の緻密な珪長質鉱物（石英または斜長石）からなる細粒の火

山灰部から構成される。石英及び斜長石は、有色鉱物や粘土鉱物に比べ溶解しにくく、溶解しや

すい有色鉱物は岩石組織の中で孤立した状態で分布する。このため、溶結凝灰岩では溶解が進み

にくいと考えられる。 

 

 ③ 溶解実験結果と段丘礫の風化との関係 

以上の溶解過程は、天然の段丘礫の風化様式とも整合しているように見える。すなわち、同試

料と同じ砂岩、泥岩、溶結凝灰岩の分布する宮崎地域の段丘では、同一の風化年代を示すと考え

られる段丘礫に風化のパターンに違いが見られる。約 10 万年前に離水したとみられる中位段丘

では、溶結凝灰岩礫では厚さ 5 mm 程度の脱色した風化被膜が形成されているのに対し、砂岩礫

では、礫全体が褐色化し風化していることが多い（産業技術総合研究所ほか, 2018）。また、泥岩

礫も風化被膜をもっていることが多い。こうした天然における風化様式は、上記の実験結果から

の考察を踏まえると、以下のように推定される。 

溶結凝灰岩は、緻密な珪長質な組織を持つため、礫の風化が表面から芯に向かう速度が遅く、

風化のフロントが表面から 5 mm程度の位置に到達するのに 10万年程度を要すると考えられる。

一方で砂岩では、溶結凝灰岩に比べ、礫の風化が表面から芯に向かう速度が極めて速い。風化実

験では、砂岩の外縁部に低密度帯が形成され、風化被膜のような分布状態であるが、これは短期

間の実験による過渡的な状況と解釈すると、基質部分に存在する空隙を伝って比較的短期間に風
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化が内部まで進行し、10 万年程度の期間を経ると、風化が礫全体に及ぶ状態になる。砂岩礫は、

同一露頭でも空隙率や色調などの風化による変化の程度にばらつきが認められることが多いが、

溶解実験の例から考えるとそもそも砂岩は、空隙径やその分布にばらつきがあり、風化の程度の

差を生みやすいと推定される。さらに、泥岩では、砂岩に比べて、空隙が狭く、かつ少ないため、

砂岩よりも風化が内部に進行する速度が遅くなり、かつ粘土鉱物が多いため、表面付近で風化に

要する時間が多く要し、風化被膜を形成することになる。 

 

 ④ 溶解実験結果の段丘対比・編年指標への寄与 

以上のように、溶解実験ならびに天然の段丘礫の風化様式の実例から、岩石の風化様式は、岩

石の組織、すなわち構成鉱物の種類や量及び空隙の分布、大きさに左右されていることが推定さ

れる。このことは、逆にいえば、風化前の鉱物組み合わせやその量比の岩石組織が明らかになっ

ていれば、風化の結果にたどり着くまでにどの程度の時間を要するのかをおおよそ推定できるこ

とになる。ただし、構成鉱物の量比、粒度、空隙分布、空隙径は、様々な条件が考えられるため、

現時点で風化の程度を詳細に定量化するのは難しい。これらの条件が風化速度にどの程度、影響

するのかについては、こうした条件をいくつも変えた実験を行っていくことが必要と考えられる。

実験によって、風化を規制する条件範囲を明らかにされれば、段丘礫の風化のばらつきを正しく

理解できるようになり、段丘対比・編年指標としての精度と信頼性の向上が期待される。 

 

 5) まとめ 

本実験では、段丘礫の風化を模擬した室内溶解実験を実施した。 

酸溶液中への岩石試料の浸漬とその前後の観察及び分析の結果からは、すべての岩種において、

岩石表面及びその近傍での溶解による性状変化が見られた。今回、実験に用いた岩種は、砂岩、

泥岩、溶結凝灰岩と限られるものであったが、性状変化の様式は、岩種により異なることが分か

った。また、このような性状変化の差異は、浸漬前の岩石の性状の違いを反映したものと考えら

れる。さらに、今回の実験から導き出された知見を、天然の風化様式・性状と比較した結果、概

ね整合的であると考えられる。 

以上のように、室内実験による結果は風化条件の理解に繋がり、天然における風化をより客観

的かつ定量的に理解・評価するのに有効であると考えられる。 

 

 段丘の対比・編年に関わる基盤情報の整備 

 1) 手順・方法 

段丘堆積物及びその被覆層の経験的年代指標を用いた段丘の基盤情報の収集にあたっては、濱

田・幡谷（2011）で実施された段丘の分布に関わる文献調査で引用した文献を中心に、段丘の被

覆層、段丘堆積物（特に礫層）、基盤に関する柱状図を収集・整理した。平成 30 年度事業では、

収集・整理する文献の対象を、関東平野―新潟平野―佐渡ヶ島より東側の東日本とした。 

収集・整理にあたっては、各既往文献における柱状図や次に示すような柱状図以外に記載され

る経験的年代指標に関わる情報などを抽出した。着目した情報は以下のとおりである。 

 

段丘堆積物（特に、礫層） 

 ・層厚 

 ・構成物（シルト、砂質シルトなど） 

 ・段丘礫表面の産状（色調・凹凸など） 

 ・段丘礫基質の締まり具合 
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 ・段丘礫の風化殻の厚さ 

 ・クサリ礫の有無、量、割合、程度など 

段丘被覆層 

 ・層厚 

 ・構成物（シルト、砂質シルトなど） 

 ・粘土化の程度 

 ・クラックの有無など 

 ・色調 

 ・火山灰層の有無、など 

基盤 

 ・地層の種類 

 ・風化帯の色調、厚さ、硬さ、など 

 

そして、抽出した情報を、原則として、文献の見解に沿って、高位段丘、中位段丘、低位段丘

といった地形面区分ごとに、また、5 万分の 1 地形図の図画を単位として整理した。 
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図 5.5.2-13 今回柱状図を収集した範囲と柱状図の位置 
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 2) 結果・考察 

集めた文献・資料は、全部で 179 点である。収集範囲は、国土地理院 5 万分の 1 地形図の図画

数にして 197 面で、収集した柱状図の位置は 2242 箇所である（図 5.5.2-13）。平成 30 年度収集

した文献のリストを付録 7B「段丘の対比・編年の高精度化に関わる文献調査 収集文献一覧」中

に収録した。 

現時点で、文献調査は東日本のみであるが、ここまで得られた段丘に関わる情報を以下に整理

する。 

 

 ① 段丘堆積物 

段丘堆積物としては、礫層、砂層、シルト層が記載されており、特に内陸部の河成段丘におい

て記述が多い。 

海成段丘については、礫層、砂層に関する記述があるものも存在するが、記載そのものがない

ものが多い。おそらく侵食性の段丘が多く、段丘堆積物が発達せず、堆積物があっても、河成段

丘に比べて薄い場合が多いためと考えられる。このため、海成段丘の段丘堆積物については、対

比・編年に用いることのできるような年代情報を含む性状の傾向を得ることが難しい。 

一方、河成段丘については、数 m 以上の比較的まとまった厚さを持つ礫層が発達していること

が多く、これに砂層やシルト層を挟む場合もある。砂層やシルト層のみからなるような段丘堆積

物となるものは、ほとんど見られなかった。すなわち、段丘堆積物の主体となっているのは礫層

である。段丘礫層が記載され柱状図が作成されている文献では、礫層の性状が併せて記載されて

おり、堆積構造や風化に関する性状も記載されていることが多い。一般的な傾向として高位の古

い段丘で風化が強いとの記載が見られ、低位の新しい段丘では新鮮あるいは未風化といった意味

の記載が見られる。中位の段丘ではそれらの中間的な性質の風化状態が記載されている。段丘礫

の風化の状態を具体的に示す表現としては、クサリ礫を含む、クサリ礫化する、赤褐色を呈する

といった礫の脆さや色調の変化に着目した表現が一般的である。逆にいえば、段丘礫の風化はそ

うした性状に最も現れやすく、相対的であるものの識別可能な程度に差が認められ、段丘の形成

年代を推定するうえでの情報として活用できるものであることを示していると考えられる。これ

らの知見は、古くは中川（1961a, b）が段丘対比・編年に用い、また、濱田・幡谷（2011）は、

限られた事例からの考察ではあるが、段丘礫層の風化の程度の記載の類似性を整理している。し

かし、段丘礫層と被覆層の境界から 5 m 以深では風化の影響が小さくなるという指摘がある（濱

田, 2012）。したがって、今回のように柱状図ベースで風化情報を客観的に示すことができれば、

段丘礫の風化の程度の経験的指標としての信頼性を向上させることができると考えられる。 

 

 ② 段丘被覆層 

段丘被覆層に関する文献上の記載としては、ローム層、火山灰層といった表現が多く、まれに

シルトを挟むといった記述が混じる程度である。ここでいう火山灰層という記載については、純

層に近い本来の意味での火山灰のなす地層という意味での記載だけでなく、風成層あるいはロー

ム層とほぼ同義で用いられるものも混じると考えられる。前者の記載については、軽石からなる

などの、火山灰のもつ特徴が併せて記述されている場合が多いのに対し、後者の意味で用いられ

ている場合には、堆積構造などの特徴が記述されておらず、すなわちほぼ無構造の地層であると

いったことが推定される。 

段丘被覆層に関しては、火山灰層など段丘の対比・編年に直接的に情報を与えるものが存在し

ているために、段丘堆積物よりも記載内容が充実している傾向にある。その中で火山灰層を除く

と、年代情報が得られる記述としては、層厚、色調、クラックの有無、粘土化の程度などが挙げ



 

178 

られる。 

まず、段丘被覆層の層厚は、一般的な傾向として高位の古い段丘で厚く、低位の新しい段丘で

は薄い傾向が明瞭である。段丘被覆層は、ほとんどが風成堆積物からなるため堆積期間が長くな

るほど、厚くなるのは、当然と考えられる。しかし、段丘被覆層に再堆積が生じるという事例も

あるので（濱田・幡谷, 2015）、注意が必要である。 

次に色調は、一般的な傾向として高位の古い段丘で赤みを増し、記載内容としては、赤色土（ロ

ーム）、赤褐色土（ローム）などがある。低位の新しい段丘では、赤みが強いといった記載は見ら

れず、より淡い褐色に近い色調で表現されている。これは、濱田・幡谷（2011）が整理した被覆

層記載の共通性とも整合的である。ただし、濱田・幡谷（2011）は地域差についても言及してお

り、注意が必要である。 

被覆層中のクラックに関する記述については、層厚、色調に関する記述に比べると非常に少な

くなる。ただし、記載のある文献を見ると、ロームの層序関係を示す特徴として記述されており、

特定層準が他の層準とは異なる材質で構成される地層あるいは、他の層準よりも風化の進んだ層

準として認識されており、年代を推定するための特徴として認識されている。 

粘土化に関する記述についても、クラックと同様、層厚、色調に関する記述に比べると非常に

少ない。これもクラックと同様、風化の進んでいることを示す記述であるが、特定の層序学的な

情報という意味よりもむしろ、段丘離水以降の風化期間の長さを推定するための情報として用い

られている。このため、粘土化に関する記述は、多くの場合、高位段丘の被覆層に限られる。 

 

 ③ 段丘堆積物／礫層下の基盤 

段丘基盤に関する文献上の記載としては、上記の段丘堆積物と段丘被覆層に関する記載に比べ

ると非常に限られる。これは、基盤に段丘の形成年代に関する直接的な年代情報がないためと考

えられる。しかし、段丘堆積物あるいは段丘被覆層の風化の程度から、段丘の離水以降の風化の

継続期間の情報を得られると考えるのであれば、段丘の基盤上部の風化についても、対比・編年

に活用できる情報が得られる可能性が考えられる。特に、段丘堆積物が存在しない段丘、すなわ

ち、主に海成段丘については、段丘礫層に代わる風化指標となるかもしれない。 

こうした観点から段丘基盤の地質及び風化性状に関する記載を収集したが、現時点では段丘対

比・編年に用いることのできる一般的な傾向は見いだせなかった。しかし、少ないながらも高位

の段丘の基盤では風化が進んだ状態であることを示す記述は存在しており、さらに事例を収集す

る、あるいは新たに調査を蓄積していくことにより、年代情報を得られる可能性はあると考えら

れる。 

 

 ④ 研究者間の段丘対比・編年に関わる見解の違いと経験的指標 

複数の研究者らが一つの地域の段丘対比・編年を研究し、見解が異なった例も見られる。これ

らを経験的指標の観点から考察する。 

一つ目は、北海道幌延地域の研究事例を考える。海成段丘アトラス（小池・町田編、2001）に

よれば、幌延町の北西部の下沼地区付近には、サロベツ背斜に沿って 4 段の海成段丘があり、ア

トラスでは高位の段丘より順に、MIS9, 7, 5e, 5c に対比されている。これに対し、日本の地形２

北海道地方（小疇ほか, 2003）によれば、当地域には MIS5e, 5c に対比される段丘はないとし、

アトラスでMIS5cとした海成段丘をMIS7に対比されると考えた。これに対し、太田ほか（2007）

はこのような研究者間の見解の相違の原因の一つとして、いずれの先行研究も現位置における詳

しい調査を実施しておらず、地形学的特徴のみに頼っていることを指摘し、段丘編年の現地調査

を実施した。太田ほか（2007）によれば、アトラスが MIS5e とした海成段丘は、砂礫層を主体
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とする段丘堆積物、下位より、赤色レス、淡褐色レス、褐色レスなどの被覆層から成り、被覆層

中からいくつかのテフラ層を見出した。さらに、淡褐色レスから、クッチャロ羽幌テフラ（Kc-

Hb；11.5-12 万年前に降下(町田・新井, 2003)）を検出している。これらのことから、太田ほか

（2007）は、アトラスが MIS5e とした海成段丘を MIS7 に対比されると結論した。 

濱田・幡谷（2011）の文献調査によれば、北海道において、いわゆる赤色土（ローム層）に覆

われる段丘は、最も新しいもので MIS8 に対比される段丘（十勝平野南部の上更別 I 面(佐々木ほ

か, 1963））と考えられる。この文献調査データは、被覆層の色調は、少なくとも、太田ほか（2007）

あるいは小疇ほか（2003）の見解が妥当であることを示唆している。 

二つ目の例として、仙台市東部～川崎盆地の研究事例を考える。小池・町田編（2001）の海成

段丘アトラスによれば、fT3 と記載された河成段丘が分布し、その形成年代は約 3 万年前に降下

した蔵王川崎スコリアに覆われることから MIS3（約 5 万年）とされていた。対比の確実度は最

も高い I である。幡谷ほか（2005）はこの「fT3 段丘」を含む仙台市東部～川崎盆地の段丘対比・

編年の再検討を行った。幡谷ほか（2005）は空中写真判読による地形調査で、fT3 段丘をいわゆ

る「中位段丘」と見做し、現地調査により、蔵王川崎スコリアの下位のローム層から、沼沢金山

テフラ（Nm-Kn）、大山倉吉軽石（DKP）、阿蘇 4 テフラ（Aso-4）などを見出し、さらに、吉山・

柳田（1995）が示した MIS6（13～15 万年前）の河成段丘と合致することから、「fT3 段丘」は

5 万年前ということはありえず、MIS6 に形成された可能性が高いとした。この段丘を構成する

段丘礫層は、表面が茶褐色ないし黒色を呈し、数㎜の風化殻を持つが比較的硬いという特徴を幡

谷ほか（2005）は報告している。 

幡谷ほか（2005）は、編年に際し礫の風化の程度にも着目しているため、ここでの取り扱いに

は循環論に注意せねばならないが、これらの事例は、段丘礫の風化の程度が、段丘の対比・編年

の見直しのきっかけを与えうることを示していると考える。つまり、経験的指標の有効性を示唆

するものである。 

三つ目として、新潟県の中越・魚沼丘陵付近の河成段丘の研究事例について考える。新潟県小

千谷市の市街地の南方に山本山という、周囲からやや孤立した山がある。この山の特徴は、山頂

が傾動した河成段丘をなしている点である。ここではこれを山本山段丘と呼ぶ。早津・新井（1982）、

吾妻ほか（1995）は、山本山段丘を 13~15 万年前に形成されたと考えた。幡谷・濱田（2009）

は、現地地表踏査により見出した段丘礫層直上のロームから飯縄上樽テフラ（In-Kt、13 万年前

以前に降下(町田・新井、2003)）を検出し、被覆層直下の礫層が比較的堅硬であることを考えあ

わせ、先行研究の編年を踏襲し、MIS6 に形成されたと考えた。これに対し、濱田（2012）は、

山本山段丘上でボーリング調査を実施し、飯縄上樽テフラ降下層準の下位に 1m 強のローム層を

見出した。つまり、ローム層の厚さにばらつきがあるということである。濱田（2012）は、この

ローム層の堆積速度の外挿から、この段丘を MIS8 に対比した。早津・新井（1982）、吾妻ほか

（1995）、幡谷・濱田（2009）の見解よりも、この見解が妥当であることは明白である。 

幡谷・濱田（2009）は、魚沼丘陵付近の段丘について、MIS6 とした Mf 段丘ならびに MIS8 と

した Hf3 段丘のいずれの段丘礫層も比較的堅硬な礫が多いと記載していた。したがって、この時

点でも、山本山段丘が MIS6 よりも古い段丘である可能性を考えられたことになる。しかし、そ

の可能性にたどり着けなかった。また、幡谷・濱田（2009）は、Hf3 段丘の一つ高位の Mf2 段丘

にはクサリ礫が見られると報告しており、このことを考えると山本段丘を MIS8 よりも古いとは

考えづらい。したがって、濱田（2012）が山本山段丘を MIS8 としたことは、経験的指標の観点

からも妥当と考えられる。なお、濱田（2012）は、魚沼丘陵地域において、経験的指標の定量的

な検討を進めており、礫の有効間隙率による MIS6 段丘と MIS8 段丘の区別、風化被膜（肉眼で

観察できる礫表面の変色部）の厚さを指標とすることなどを提案している。 
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以上のことから、経験的指標は、テフラに依存し過ぎた段丘対比・編年を修正してくれるツー

ルという見方ができる。 

 

 3) まとめ・今後の課題 

東日本の段丘に関する文献の調査を行い、文献に記載されている柱状図を収集し、段丘堆積物、

段丘被覆層、基盤の地質、風化性状など、経験的年代指標に関わる情報などを抽出した。その結

果、段丘礫の風化度、被覆層の赤色化といった経験的指標について、東日本の広い範囲にわたり、

高位段丘、中位段丘、低位段丘にそれぞれ類似した性状が見出しうることを再確認した。これら

のことから、経験的指標は、テフラ層序と相補的に用いることにより、段丘の対比・編年の信頼

性の向上に貢献できる可能性を見出した。 

今後は、西日本でも同様の文献調査を行い、東日本のデータを併せて、どのような傾向が見ら

れるか、あるいは、性状に地域差があるかなどを確認し、日本全国で活用可能な基礎情報として

の充実を図る。 

 

5.5.3  まとめ 

段丘対比・編年手法の整備・高度化の一環として、テフラから独立した経験的指標の信頼性・

適用性の向上を目指し、段丘礫の風化を模擬した実験と段丘を構成する被覆層、段丘礫層、基盤

岩の風化性状に関する情報を収集するため、柱状図情報を収集する文献調査を実施した。 

風化模擬実験については、岩石種、組織、構成鉱物の違いにより溶解様式に差が生じることを

確認し、天然における風化様式や風化速度の違いの理解につなげていくうえでの注目点を絞り込

むことができた。 

また、文献調査では、段丘を構成する地質の柱状図情報の収集を行い、段丘礫の風化、段丘被

覆層の赤色化といった現象が、古い段丘において進行しており、東日本の各地の段丘において共

通して見出されることを確認した。 

今後は、風化を模擬した条件の幅を増やし、天然の段丘礫の風化で生じる多様な風化様式の理

解を目指すとともに、天然の段丘礫層の風化状態の調査及び実験結果の比較を行い、段丘礫の礫

種ごとあるいは露頭ごとの風化のばらつきの理解につなげ、経験的指標の信頼性・適用性向上を

行っていく。また、柱状図情報の収集については、西日本についても同様にすすめ、日本全国で

の経験的指標の共通性・普遍性と地域性あるいは地質分布などとの関係などについて明らかにし

ていき、経験的指標の適用方法の高度化を行う。 
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5.6  最新知見を踏まえた隆起・侵食データマップの整備 

5.6.1  背景と目的 

隆起・侵食に関する技術的課題の一つに、地形学的手法や年代測定などを用いた過去百万から

数十万年前以降の隆起・侵食を把握するための技術の拡充がある。この技術的課題において必要

となるのは、様々な時間スケールで生じる隆起・侵食速度の見取り図になるようなデータベース

である。 

侵食速度については、従来、ダムの堆砂速度から流域の過去数十年間の平均侵食速度を算出す

る方法が一般的であり、その方法により全国の侵食速度分布図も作成されている（例えば、藤原

ほか, 1999；長谷川ほか, 2005）。一方で、より長期間の侵食速度の算出に用いられる宇宙線生成

核種（Terrestrial Cosmogenic Nuclide、TCN）法（対象期間、数百－数万年; 末岡ほか, 2015）

や熱年代法（対象期間、数百万－数億年; 末岡ほか, 2015）に基づく侵食速度データを包括的にと

りまとめた侵食速度データベースについては作成されていない。そこで本研究開発では、日本列

島におけるダム堆砂量、TCN 法、熱年代法に基づく侵食速度データベースの作成を行う。さらに、

侵食速度データのない場においても、その場の地形量から侵食速度の間接的な推定を行えるよう、

作成したデータベースを用いて侵食速度と相関の良い地形量について検討する。 

平成 30 年度は、ダム堆砂量、TCN 法に基づく侵食速度データについては全国を対象に、熱年

代法による侵食速度データについては事例山地を対象に収集した。次に、収集した侵食速度デー

タに基づき、侵食速度と相関の良い地形量の検討と異なる時間スケールでの侵食速度の比較を実

施した。 

 

5.6.2  実施内容 

 データの収集と解析 

 1) アプローチ 

本研究開発では、まず、侵食速度データのベースデータとなるダム堆砂量データ、宇宙線生成

核種法（TCN 法）及び熱年代法を用いた既往研究を収集した。本年度は、ダム堆砂量データと宇

宙線生成核種法（TCN 法）に基づく既往研究については全国を対象に、熱年代データに基づく既

往研究については後述する 2 山地を対象に収集した。そして、収集したデータから侵食速度を算

出した。また、侵食速度データと地形量との関係を検討するために、日本の 10 山地を事例に数値

地形解析を行い、地形量を算出した。数値地形解析に用いた GIS ソフトウェアは、ESRI 社の Arc 

GIS、プログラミング言語は Python である。使用したデータについては、表 5.6.2-1 に示す。以

下に、侵食速度データの収集と解析の詳細について詳述する。 

 

表 5.6.2-1 使用したデータ 

 

 

 2) ダム堆砂量に基づく侵食速度の算出 

ダム堆砂量については、電力技術誌と国土交通省の情報開示資料に記された数値を用いた（電

力土木技術協会, 1962 - 2003; 国土交通省, 2008 - 2015）。ダムの諸元（位置、総貯水量、竣工年

等）については、「国土数値情報 ダムデータ」に基づいた。これらのデータを用いて、以下の基

データ名 出典 備考

10 m数値標高モデル 国土地理院 基盤地図情報 -

20万分の1シームレス地質図 産業総合研究所　地質調査総合センター（編）（2007）

第四紀堆積岩類、中新世～鮮新世堆
積岩類、古第三紀以前の堆積岩類、
第四紀火山岩類、第三紀以前の火山
岩類、付加体、深成岩類、変成岩類に
再区分
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準を満たす 100 基のダムを、流域の平均侵食速度を算出するダムとして選出した。 

・堆砂量データが 1 年以上入力されているダム 

・総貯水量 2,000 千 m3以上かつ 10 年以上の堆砂量データがあるダム 

・最上流のダム、もしくは上流に小規模なダムのみが位置するダム 

・当初堆砂率 25%以下のダム、もしくは堆砂率が 25%を超えるデータについても堆砂量が直線的

に増加するダム 

・堆砂期間中の堆砂量変化がほぼ直線（一次回帰式の決定係数が 0.85 以上）として見なせるダム 

ダム流域の平均侵食速度については、以下の式により算出した。 

 

平均侵食速度（mm/年） =
年堆砂量(千m3/年)

流域面積(km2)
× （1 −空隙率補正） 

 

流域面積については、ダム湖の湛水域を除く集水面積とした。また、堆砂物の空隙率は、藤原ほ

か(1999)に倣い 0.3 を用いた。 

図 5.6.2-1 に解析対象とした 100 基のダムの位置とダム流域の平均侵食速度を示す。また、100

基のダムの総貯水量、堆砂率、年堆砂量、年堆砂速度及び集水域における平均侵食速度の一覧に

ついては、付録 6 の表 2-1 に示す。 
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図 5.6.2-1 解析対象とした 100 基のダムの位置とダム流域の平均侵食速度 

 

 3) 宇宙線生成核種法を用いた侵食速度データの収集 

日本列島において宇宙線生成核種（TCN）法を用いて侵食速度を算出した文献（16 件; 侵食速

度データとしては 92 件）を収集した。これらの文献中で算出された侵食速度の種類については、

流域侵食速度（60 データ）、下刻速度及びその変化（13 データ）、斜面侵食速度（6 データ）、露

出年代（13 データ）、のいずれかに区分された。図 5.6.2-2 に、宇宙線生成核種法が用いられた

地点と侵食速度の種類について、付録 6 の表 2-2 に TCN 法に基づく流域侵食速度の一覧を、そ

れぞれ示す。 
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図 5.6.2-2 宇宙線生成核種法の適用地点 

 

 4) 熱年代学的手法に基づく侵食速度の算出 

 ① 熱年代データの収集・編集 

日本列島の熱年代データについては、未公表データを含めて 70 文献以上（地点数として約 800

地点以上）あるとされる（末岡・田上, 2015）。本研究開発では、1) ダム堆砂量データと宇宙線生

成核種法データの両方が揃っていること、2) 形態的に対照的な特徴をもつ 2 山地、の熱年代デー

タを収集・編集する。これらの基準に照らし、熱年代データを収集・編集する事例対象を、飛騨

山脈と阿武隈山地とした。日本列島の山地の形態的特徴をまとめた米倉ほか編（2001）では、飛

騨山地は、最も険しい山地に、阿武隈山地は、なだらかな山地として特徴づけられている。 

飛騨山脈と阿武隈山地の熱年代データは、82 件であった。収集した熱年代データについては、

文献情報（著者、年、掲載誌）、地域、地質、位置情報（経度、緯度、標高、コア試料は深度と被

り厚も）、年代値±誤差（1σ）、フィッション・トラック長、について編集したものを、付録 6 の

表 2-3 に示す。 
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 ② 熱年代データからの侵食速度の算出 

事例対象山地の熱年代データに基づく侵食速度分布を図 5.6.2-3 に示す。熱年代データからの

侵食速度は、以下の式に基づき算出した。 

 

地表試料の場合 

 

侵食速度(mm/年) =
閉鎖深度(m)

FT 年代 あるいは (U − Th)/He(年)
× 1,000 

 

コア試料の場合 

 

侵食速度(mm/年) =
(閉鎖深度−被り厚) (m)

FT 年代 あるいは (U − Th)/He (年)
× 1,000 

 

閉鎖温度については、表 5.6.2-2 のように設定し、閉鎖深度については以下の式から算出した。 

 

閉鎖深度 (m) = (閉鎖温度−地表温度) (℃) ×
1,000

地温勾配 (℃/km)
 

 

地温勾配は 34.8 ℃/km とした。地表温度については、採取点標高における年平均気温とした。

年平均気温については、国土交通省の国土数値情報「平年値メッシュデータ」（三次メッシュ: 約

1 km 四方）を用いて、以下の式で算出した。 

 

年平均気温 = メッシュ平均気温+ (メッシュ平均標高−採取点標高) ×気温逓減率 

 

気温逓減率は 0.0055℃/m とする（吉野, 1986）。地温勾配については、「数値地質図（CD-ROM）

DGM P-5 日本列島およびその周辺域の地温勾配及び地殻熱流量データベース」（田中ほか, 2004）

にあるデータをポイントデータに変換し、さらに逆距離加重法で内挿し、グリッドデータ化した

ものから、熱年代試料地点の数値を読みとった。 
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図 5.6.2-3 事例対象山地の熱年代データに基づく侵食速度 

 

表 5.6.2-2 閉鎖温度の設定 

 
 

 5) 地形解析 

日本列島においてダム堆砂量データ、TCN データ、熱年代データのいずれかが 2 種類以上が得

られている山地から、10 山地を事例対象として地形解析を行った。10 山地については、米倉ほ

か編（2001）の形態的区分において、険しい山地から最もなだらかな山地までを網羅することに

留意して選定した。選定した山地は、北上山地、朝日・飯豊山地、阿武隈山地、関東山地、赤石

山脈、木曽山脈、飛騨山脈、鈴鹿山地、吉備高原及び九州山地である（図 5.6.2-4）。 
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図 5.6.2-4 地形解析の事例対象とした 10 山地 

 

GIS ソフトウェアを用いた地形解析により、高度分散量（Ohmori, 1982）、平均傾斜、岩盤河

川の急峻さを表す𝑘𝑠𝑛（Normalized steepness indices; Wobus et al., 2006)）及び χ 値（Perron 

and Royden, 2013）の 4 種の地形量を算出した。高度分散量と平均傾斜については、各山地のダ

ム堆砂量データないしは TCN データが得られた流域を対象に、流域内のメッシュ高度分散量の

単純平均値とメッシュ傾斜度の単純平均値をそれぞれ算出した。一方、岩盤河川の急峻さを表す

2 種の地形量、ksn と χ 値については、各山地の山麓線から上流側の流域の本流河川を対象とし

た。以下に、ksnと χ 値の算出方法と解析結果を述べる。 

 

 ① ksn の算出 

岩盤河川の縦断形は、一般的に上に凹のスムーズな曲線を描く（図 5.6.2-5）。この形状は、流

量の指標となる流域面積（𝐴）と河床勾配（𝑆）を変数とするべき関数の積で以下のように表され

る（Flint, 1974）。 
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𝑆 =  𝑘𝑠𝐴−𝜃 

 

𝑘𝑠は河川の急峻さを表す指標であり、channel steepness と呼ばれる（Wobus et al., 2006; 

Whipple et al., 2013）。また、𝜃は、concavity index と呼ばれる河床縦断形の凹型度の指標で、𝜃

が大きいほど湾曲の大きな河川であることを示す（Sklar and Dietrich, 1998）。 

𝜃は、S-A プロット（横軸に集水面積の対数：log(𝐴)、縦軸に勾配の対数：log(𝑆)をとったもの）

上で示される一次関数の傾きであり、河川ごと、さらには同一河川内でもセグメントごとに異な

る値をもつ（図 5.6.2-5）。そのため、𝑘𝑠を比較する場合は、𝜃を標準化した𝜃refを用いる必要があ

る。𝜃refの値は、𝜃の平均値を用いるとされており、一般に 0.35 - 0.65 の値を取る（Wobus et al., 

2006）。本研究開発では、世界の多くの既往研究（例えば、Whipple and Tucker, 1999; Regalla 

et al., 2013; Demoulin et al., 2017）との比較ができるよう、既往研究でよく用いられている 0.45

を𝜃refの値として採用した。𝜃refを用いて計算された𝑘𝑠が、𝑘𝑠𝑛であり、流路の場所や流域形状に拠

らずに、岩盤河川の急峻さを比較できる地形量である（Wobus et al., 2006）。 

付録 6 の表 2-4 に、10 山地で算出された𝑘𝑠𝑛を示す。 

 

 

図 5.6.2-5 S-A プロット、河床縦断形、X プロットの例 

S-A プロット上の緑の点群は、土石流区間と判断されるため 𝑘𝑠𝑛 解析の対象外となる。 
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 ② χ 値の算出 

𝑘𝑠𝑛は、岩盤河川の急峻さを表す優れた地形量であり、世界的にも多く使用されているが、以下

の点で問題がある。 

 

 S-A プロットでは河川のセグメントごとに𝑘𝑠𝑛が異なるため、河川を代表する𝑘𝑠𝑛を求めること

が難しい。 

 セグメント区分の判断に個人差が生じる可能性がある。 

 セグメントの回帰直線と河床勾配の点群とが大きく乖離するケースがある。 

 

これに対して Perron and Royden(2013)が導入した χ プロット（横軸に χ、縦軸に標高をとっ

たもの）は、上記の問題にとらわれることなく、河床縦断形を連続的に解釈できる利点を持つ。 

χ プロットは、𝑆 =  𝑘𝑠𝐴−𝜃の積分形式に相当する。河川において、河床高度の変化が無い平衡状

態が成立している場合、以下の式が成り立つ。 

 

𝑆(𝑥) =  (
𝑈

𝐾
)

1
𝑛

(
1

𝐴(𝑥)
)

𝑚
𝑛

 

 

ここで、U は隆起速度を示す定数、K は地質の侵食に対する抵抗性を示す定数、m は流域面積

のべき指数、n は河床勾配のべき指数である。河床高度 𝑧(𝑥) は河床勾配 𝑆(𝑥) を水平距離 𝑥 に

ついて積分して得られるので、 

 

𝑧(𝑥) = 𝑧(𝑥𝑏) + ∫ (
𝑈

𝐾
)

1
𝑛

(
1

𝐴(𝑥)
)

𝑚
𝑛

𝑑𝑥
𝑥

𝑥𝑏

 

 

と書くことができる。ここで、任意の集水域面積 𝐴0 を設定し、𝜒 を次式のように定義する。 

 

𝜒 = ∫ (
𝐴0

𝐴(𝑥)
)

𝑚
𝑛

𝑑𝑥
𝑥

𝑥𝑏

 

 

そうすると、最終的に河床高度𝑧(𝑥)は以下の式で記述できる。 

 

𝑧(𝑥) = 𝑧(𝑥𝑏) + (
𝑈

𝐾𝐴0
𝑚)

1
𝑛

𝜒 

 

つまり、平衡状態にある河川は、横軸に𝜒、縦軸に標高をとる χ プロット上では、隆起速度が大き

い、ないしは地質の侵食に対する抵抗性が小さいほど傾きは急になってあらわれる。この傾きが

χ 値となる（図 5.6.2-5）。図 5.6.2-6 と付録 6 の表 2-4 に、事例対象とした山地ごとに算出され

た平均 χ 値を示す。 
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図 5.6.2-6 事例対象とした 10 山地の平均 χ 値 

 

 侵食速度と地形量との関係 

 1) ダム堆砂量に基づく侵食速度と地形量との関係 

ダム堆砂量に基づく流域の平均侵食速度は、100 流域で算出された。図 5.6.2-7 に侵食速度と

高度分散量、平均傾斜、平均𝑘𝑠𝑛、χ 値との関係を示す。なお、平均𝑘𝑠𝑛は、流域内の河川セグメン

トごとに算出された𝑘𝑠𝑛の平均値である。 

図 5.6.2-7 に示されるように地形量が大きくなると侵食速度は大きくなる傾向が見られる。し

かし、侵食速度と地形量との相関は良好ではないため、回帰式を精度良く決定することはできな

い。 
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図 5.6.2-7 ダム堆砂量に基づく侵食速度と地形量との関係 

 

 2) TCN 法に基づく侵食速度と地形量との関係 

TCN 法に基づく流域の平均侵食速度は、60 流域で算出されている。図 5.6.2-8 に侵食速度と

高度分散量、平均傾斜、平均𝑘𝑠𝑛、χ 値との関係を示す。 

TCN 法による侵食速度と地形量との関係をみると、原因はわからないものの 10Be に基づくも

のの方が、26Al に基づくものよりも両者の関係が良い。10Be に基づく侵食速度と地形量との関係

をみると、侵食速度と最も相関の良い地形量は平均傾斜であり、その決定係数は 0.82 を超える。

一方、河川の急峻さの指標である平均𝑘𝑠𝑛と χ 値は、平均傾斜や高度分散量に比べると侵食速度と

の相関は弱い。 
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図 5.6.2-8 TCN 法に基づく侵食速度と地形量との関係 

 

 3) 侵食速度の推定式 

上記の結果は、TCN 法に基づく流域の平均侵食速度と平均傾斜との関係式から、流域の侵食速

度を推定できることを示す。関係式は、以下のように書くことができる。 

 

𝐸 = 𝑎 × 𝑒𝑥𝑝(𝑏 × 𝑆) 

 

𝐸 は流域の平均侵食速度（mm/yr）、𝑆 は流域の平均傾斜（°）、𝑎 は係数項、𝑏 は乗数項であ

る。侵食速度は平均傾斜の指数近似式で表現されることから、急傾斜地ほど侵食速度が大きくな

り、結果としてその値が流域の平均侵食速度に影響を及ぼすことが予想される。そこで、ここで

は、そうした影響を小さくするため、以下に記す手順から、𝑎、𝑏 の値を決定した。 

 

 TCN 法により侵食速度が算出された 60 流域を対象に、1°ごとに斜面傾斜をカウントし、得

られた値の平均値を平均傾斜とする。 

 𝑎、𝑏二つのパラメータを上記式に与え、メッシュ単位の傾斜から侵食速度を推定し、流域での

平均値を侵食速度とする。 

 上記解析で得られた侵食速度と TCN 法から得られた侵食速度との相関が最も良くなるよう

に𝑎、𝑏二つのパラメータを調整する。 

 

上記検討の結果、得られた侵食速度の推定式は以下である。 
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𝐸 = 0.0133 × 𝑒𝑥𝑝 (0.108 × 𝑆) 

 

 

 様々な時間スケールで生じる侵食速度とその特徴 

 1) ダム堆砂量に基づく侵食速度と TCN 法に基づく侵食速度との比較 

ダム堆砂量と TCN 法に基づく侵食速度と平均傾斜との関係を図 5.6.2-9 に示す。図 5.6.2-9 に

示されるようにダム堆砂量に基づく侵食速度と平均傾斜との相関は弱い。しかし、ダム堆砂量に

基づく侵食速度と TCN 法に基づく侵食速度が、グラフ上にプロットされる範囲に関しては概ね

一致している。特に、侵食速度を深成岩類のみに限ってみると、両者がプロットされる範囲は、

より重なるようになる。このことは、ダム堆砂量から算出された侵食速度と TCN 法から算出さ

れる侵食速度とでは、対象とする時間スケールが異なるものの、両者に働く侵食営力については

共通であることを示唆していると考えられる。 

 

 

図 5.6.2-9 侵食速度と流域の平均傾斜との関係 

ダム堆砂量による侵食速度データについては、左図に 100 流域の結果を、右図に深成岩類の

流域のみに限定した結果を示している。 

 

 2) 異なる時間スケールでみた侵食速度の変化 

ダム堆砂量、TCN 法及び熱年代法に基づく侵食速度の算出が可能な阿武隈山地と飛騨山脈を

事例に、それぞれの手法の適用時間スケール範囲に侵食速度をプロットしたものを図 5.6.2-10 に

示す。阿武隈山地（なだらかな山地）と飛騨山脈（最も険しい山地）とでは、山地の形態的特徴

に一致するように、過去 1 万年間以内の侵食速度において後者が前者よりも数倍から十倍以上大

きい。しかし、より注目すべき点は、両山地ともに、百から数十 Ma の侵食速度よりも、それ以

降の侵食速度が明らかに大きくなっていることである。このことは、日本列島の大半の山地が、

新第三紀末から第四紀に隆起を開始した若い山地であるという考え（米倉ほか編, 2001）を裏付

けるようにみえる。同様の傾向が、他の山地においても成り立つかどうか検討する必要がある。 
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図 5.6.2-10 異なる時間スケールでの侵食速度の違い 

TCN 法の侵食速度の時間スケールについては、Dunai (2010)に基づき、岩盤が 60 cm 侵食され

る時間とした。 

 

5.6.3  まとめ 

本研究開発では、全国を対象として堆砂量データに基づく侵食速度データ（100 地点）と宇宙

線生成核種法（TCN 法）に基づいた侵食速度データ（60 地点）を収集するとともに、阿武隈山

地と飛騨山地とを事例に熱年代に基づく侵食速度データ（82 地点）を取集した。さらに日本列島

の 10 山地を事例に 4 種の地形量（高度分散量、流域の平均傾斜、河川の Normalized steepness 

index 及び河川の険しさの指標となるχ値）を算出した。侵食速度データと地形量との関係を検

討すると、TCN 法による侵食速度と最も相関の強い地形量が流域の平均傾斜であることを明ら

かになった。 

異なる時間スケールでの侵食速度変化について検討した結果、深成岩類からなる流域に限って

みると、堆砂量データに基づく侵食速度と TCN 法による侵食速度が、流域の平均傾斜に対して

プロットされる範囲がほぼ重なることがわかった。また、阿武隈山地と飛騨山地を事例に、数億

－数百万年、数百－数万年及び数十年間を対象とした侵食速度の変遷をみると、1) 山地の形態的

特徴に一致するように、後者が前者よりも、数百－数万年以降の侵食速度において 1 オーダーほ

ど大きいこと、2) 両山地ともに、数 Ma 以降の侵食速度が、それ以前よりも大きいことが明らか

になった。 

今後の課題としては、わが国の隆起・侵食速度の見取り図の構築に向け、第 1 に侵食速度デー

タに全国の熱年代データを反映させること、第 2 に隆起速度が算出されていない場での隆起速度

を間接的に推定できるように隆起速度と地形量との関係について検討することが挙げられる。 
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6. まとめ 

 

本事業は、「地層処分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」において整理

された研究課題のうち、火山・火成活動、深部流体、地震・断層活動、隆起・侵食のそれぞれの

自然現象の影響に関連して示された以下（１）～（４）の内容に対して、地質学、地形学、地震

学、測地学、地球化学、地球年代学といった各学術分野における最新の研究を踏まえた技術の適

用による事例研究を通じて、課題の解決に必要な知見の蓄積や調査・評価技術の高度化を総合的

に進めていくものである。また、本事業は、対象としたそれぞれの自然現象について、高レベル

放射性廃棄物の地層処分や原子力関係施設の評価等を背景とした研究開発に多くの実績を有する

原子力機構及び電中研が共同で実施し、各機関が有している知見・技術を相互補完的に利用する

ことで、地層処分システムへの自然現象の影響の観点に対して効果的・効率的な成果の創出を目

指した。以下に、本事業の平成 30 年度の実施内容と主な成果を示す。 

 

（１）火山・火成活動に関する調査・評価技術 

本事業では、地下深部の三次元地震波速度構造の推定により、マントル内の流体分布に係る知

見を提示するとともに、火山中心から離れた個別火山体の地下構造等によるマグマ活動の範囲に

関する検討事例を提示することを目標とする。平成 30 年度は、将来の火山活動に関与すると考

えられる流体の分布を把握するための地震波トモグラフィ解析に必要な地震データ（マントル内

を伝播する近地地震波）を収集・蓄積するとともに、マグマ活動の範囲に対する知見の提示に向

けて、既存の MT 法電磁探査による比抵抗構造が示すマグマの分布に係る地下深部構造情報と、

個別火山体分布との関連性を検討した。その結果、第四紀に活動した火山は、下部地殻やマント

ル最上部における部分溶融域を示唆する低比抵抗体の直上またはその近傍に分布するといった特

徴が認められた。現在の部分溶融域の分布と過去の火山活動の空間分布との関連性が認められた

ことは、現在の部分溶融域の分布が将来の活動範囲を検討するうえで有用な指標の一つとなり得

ることを示唆すると考えられる。 

 

（２）深部流体に関する調査・評価技術 

本事業では、非火山性熱水活動等に関与する深部流体について、熱的・化学的観点から熱水活

動の履歴や流入の可能性及び影響の評価に資するための基盤情報を提示するとともに、深部流体

が地表へ流入する経路の特性に係る知見を抽出することを目標とする。平成 30 年度は、非火山

性熱水活動の活動域等を事例とした地質学、熱年代学、同位体地球化学的手法などの適用により、

流入する流体の温度や混合及び活動継続期間に係る知見を収集・蓄積した。また、地震波解析に

より地殻内クラック性状に係る情報の収集を行った。 

深部流体に係る化学的特徴については、文献調査及び現地調査（温泉水ならびに油田かん水の

採取・分析）を行い、深部流体などの地下深部に存在する地下水の起源や分類に関する現状の知

見と課題について取りまとめた。また、水質形成に影響を及ぼす因子である粘土鉱物に着目した

室内試験を行い、粘土鉱物との相互作用により生ずる水質の変化についての実験系の構築を行っ

た。 

深部流体に係る熱的影響については、流体包有物の均質化温度を用いた地質温度計と、FT 法

や(U-Th)/He 法といった熱年代学的手法との組み合わせにより、深部流体起源の熱水活動の温度

や滞留時間などの情報を明らかにするための試料採取と鉱物分離を行った。 

深部流体の移行経路については、S 波スプリッティング解析の適用性を検討するとともに、速

い S 波と遅い S 波の到達時間差（dt）の値の大きさに応じて、それらの波線経路を異なる色で重
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ね合わせて表示することにより、強い異方性を生じていると考えられる領域を抽出する手法の検

討を進めた。 

 

（３）地震・断層活動に関する調査・評価技術 

本事業では、1) 活断層地形が不明瞭な地域における活構造の検出及びそれらの力学的影響範囲

の把握のための調査技術・研究事例の提示、2) 上載地層がない場合の断層の活動性評価及び活動

時期の推定に関して高度化した手法の提示、3) 地震・断層活動に伴う水理学的影響に関わる地下

深部の流体リザーバーの有無や分布、湧水の起源やその供給経路に関する知見の提示を目標とす

る。平成 30 年度は、地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性を把握するための技術の高度化開発

として、GNSS 観測と地形解析、及び地質調査（小断層解析など）を組み合わせたアプローチに

より、活構造の分布や力学的影響範囲を把握する手法の適用性の検討を行った。また、上載地層

がない場合の断層の活動性評価手法の高度化として、IRSL、ESR 及び K-Ar 年代測定に基づく

検討、化学組成データを用いた多変量解析による活断層と非活断層の識別、石英の水和層厚さに

基づく年代測定手法の適用性を検討するための水－岩石反応を模擬した水熱実験を進めた。地震・

断層活動に伴う水理学的影響については、地震に伴う湧水の発生などに関する既往の調査事例を

収集・整理するとともに、MT 法電磁探査による地下の流体リザーバーの有無や流体の供給経路

に関する検討を行った。 

南九州せん断帯を事例とした活断層地形が不明瞭な地域における活構造の検出及びそれらの力

学的影響範囲の把握のための調査技術開発については、GNSS 観測によりせん断帯のひずみ速度

推定精度の向上を図るとともに、現地踏査において小断層の姿勢を測定して応力逆解析を実施し、

現応力場と調和的な運動センスが卓越する領域の特定を進めた。また、断層の活動性評価手法の

開発について、断層岩の全岩化学組成データを用いた多変量解析により、活断層と非活断層を区

別できる可能性を示した。地震・断層活動に伴う水理学的影響においては、地震により湧水の発

生が継続した代表的な事例である松代群発地震発生域において MT 法電磁探査を行い、地震発生

域直下に連続的に分布する低比抵抗体の存在を見出した。 

 

（４）隆起・侵食に関する調査・評価技術 

本事業では、熱年代学的手法や離水地形のマルチ年代測定などに基づく隆起・侵食速度推定手

法について、各手法の精度・適用限界について整理したうえで幅広い地質環境に対する隆起・侵

食の評価に向けた技術として整備する。沿岸部における隆起・侵食の調査・評価技術については、

海域の地形と地層の分布を説明する隆起／侵食、沈降／堆積現象の特徴・傾向・速度を把握する

手法について提示するとともに、隆起域と沈降域の境界域における地殻変動量の実態を高海面期

の海面高度を示す地層の認定に基づき明らかにする。また、陸域の隆起・侵食傾向の外挿による

海域の隆起・侵食量評価手法及び隆起・侵食量推定の中核的な情報となる段丘対比・編年技術に

ついて、段丘を構成する地層の風化指標を含めた評価手法の高精度化を図る。さらに、以上の実

施内容を踏まえ、最新のデータを反映した日本列島における短期～長期（数十～数百万年）の隆

起・侵食傾向が理解できるマップを整備する。 

平成 30 年度は、隆起・侵食速度を推定するための技術開発として、熱年代学的手法（U-Pb、

FT、OSL など）に基づく検討を進めるとともに、離水地形のマルチ年代測定（IRSL 法、宇宙線

生成核種法、テフラ分析など）に必要な地質試料を採取した。沿岸部における隆起・侵食の調査・

評価技術に関しては、浅海域の地形・地層の形成過程の理解において必要となる海底地形情報や

既存音波探査記録の収集・解析、及び隆起・沈降境界域の地殻変動の実態解明に必要となる高海

面期を記録した地質試料の採取を行った。さらに、陸域の隆起・侵食傾向の外挿による沿岸海域
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の隆起・侵食量評価手法の高度化に向けた段丘対比・編年技術の高精度化に関する検討として、

東日本地域の段丘を対象に、対比・編年の経験的指標の妥当性・適用性を検討するため、段丘を

構成する地質情報を収集した。また、風化を模擬した岩石溶解実験を実施し、段丘礫の岩石種に

応じた風化現象の進展性状を理解するための、基礎的な観察・分析を行った。日本列島における

侵食速度の見取り図になりうるデータマップの整備については、ダムの堆砂量、宇宙線生成核種

年代、熱年代を用いた既存の侵食速度データのコンパイルを進めた。 

熱年代学的手法に基づく検討では、閉鎖温度の低い OSL 熱年代法を大深度ボーリングコア試

料に適用することで、侵食速度が遅い地域においても、従来の手法では困難だった十万年スケー

ルの侵食評価ができる可能性を示した。離水地形のマルチ年代測定については、気候段丘の発達

が乏しい地域における隆起・侵食評価への適用性検討として、穿入蛇行の下刻速度から内陸部の

隆起速度を推定するための試料採取と地質記載を進めた。沿岸部における隆起・侵食の調査・評

価技術については、海底地形情報や既存音波探査記録の収集・解析により、日本列島の海域にお

いて、少なくとも最終氷期を通して侵食が卓越した場（継続的に隆起が生じていると考えられる

場）と、完新統まで地層が累重し、最終氷期極相以降の地層が海底地形をかたちづくる場（継続

的に沈降が生じていると考えられる場）との識別をすることができた。風化模擬実験については、

岩石種、組織、構成鉱物の違いにより溶解様式に差が生じることを確認し、天然における段丘を

構成する地層の風化様式や風化速度の違いの理解につなげていくうえでの注目点を絞り込むこと

ができた。日本列島における隆起・侵食傾向のデータマップの整備については、侵食速度データ

の収集に加え、それらと4種の地形量（高度分散量、流域の平均傾斜、河川のNormalized steepness 

index 及び河川の険しさの指標となるχ値）との関係を検討し、宇宙線生成核種法による侵食速

度と最も相関の強い地形量が流域の平均傾斜であることを明らかにした。隆起速度が算出されて

いない場においても隆起速度を間接的に推定できるようにするため、隆起速度と地形量との関係

について検討することも重要である。 


